
1/8 

○墨田区高齢者個室借上げ住宅条例 

平成２年６月３０日 

条例第２７号 

改正 平成９年１２月９日条例第２３号 

（題名改称） 

平成１５年３月１９日条例第４号 

平成２１年９月３０日条例第３４号 

平成２６年３月２８日条例第１５号 

平成３０年３月２９日条例第１３号 

（設置） 

第１条 住宅に困窮している高齢者の生活の安定を確保するとともに、その福祉の増

進を図るため、区内の民間住宅を借り上げ、墨田区高齢者個室借上げ住宅（以下「借

上げ住宅」という。）を設置する。 

（平９条２３・一部改正） 

（用語の定義） 

第１条の２ この条例において「収入」とは、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第

２４０号）第１条第３号に規定する収入の例により算出した額をいう。 

（平９条２３・追加、平１５条４・一部改正） 

（名称、位置等） 

第２条 借上げ住宅の名称及び位置その他必要な事項は、区長が別に定める。 

（使用申込者の要件） 

第３条 借上げ住宅の使用の申込みをしようとする者は、申込みをした日において、

次に掲げる要件を満たしている者でなければならない。 

（１） 満６５歳以上（身体上の障害程度が墨田区規則（以下「規則」という。）

で定める程度である場合にあっては、満６０歳以上）の単身世帯又は満６５歳以

上の２人世帯の者であること。 

（２） 区内に引き続き３年以上居住していること。 

（３） 現に住宅に困窮していることが明らかであること。 

（４） 収入が規則で定める金額を超えないこと。 
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（５） 独立して日常生活を営むことができること。 

２ 区長は、特に必要があると認めるときは、前項第１号に準ずる状態にある者であ

って、他の要件を全て満たすものを使用申込者とすることができる。 

（平９条２３・平１５条４・平２１条３４・平２６条１５・一部改正） 

（募集方法） 

第４条 借上げ住宅入居者の募集は、公募により行う。 

（使用の申込み） 

第５条 前条の公募により借上げ住宅を使用しようとする者は、規則で定めるところ

により区長に使用の申込みをしなければならない。 

（平９条２３・平２６条１５・一部改正） 

（使用予定者の決定） 

第６条 区長は、使用申込者の数が使用に供することができる借上げ住宅の戸数を超

えないときは、当該申込者のうち住宅に困窮している程度が高い者から順に使用予

定者を決定する。 

２ 区長は、使用申込者の数が使用に供することができる借上げ住宅の戸数を超える

ときは、使用申込者の数を勘案した上で、抽せんにより使用予定者の候補者を選定

し、又は抽選によらないで当該申込者の全てを候補者とし、当該候補者のうち住宅

に困窮している程度が高い者から順に使用予定者を決定する。 

３ 区長は、前項の規定にかかわらず、特別の事情があると認めるときは、使用申込

者の一部について別途の抽せんにより、又は抽せんによらないで使用予定者を決定

することができる。 

（平２６条１５・一部改正） 

（使用の手続） 

第７条 前条の規定により使用予定者として決定された者は、決定の通知を受けた日

から３０日以内に次に掲げる手続をしなければならない。 

（１） 規則で定める資格を有する連帯保証人が連署する請書を提出すること。た

だし、区長が特別の事情があると認めるときは、連帯保証人の連署を必要としな

い。 

（２） 保証金として、入居時における使用料２月分に相当する金額を納付するこ
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と。 

２ 区長は、使用予定者として決定された者が前項に定める手続をしないときは、使

用予定者としての決定を取り消すことができる。 

３ 区長は、第１項に定める手続を完了した者に対して、当該借上げ住宅の使用を承

認し、入居日を指定する。 

４ 前項の規定により使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）は、同項の

入居日から１５日以内に当該借上げ住宅に入居しなければならない。ただし、区長

が特に認めたときは、この限りでない。 

（平９条２３・全部改正、平２６条１５・一部改正） 

（使用可能期間） 

第８条 借上げ住宅を使用することができる期間は、区が当該借上げ住宅を借り上げ

ている期間とする。 

（平２６条１５・一部改正） 

（使用料） 

第９条 借上げ住宅の使用料は、別表の左欄に掲げる使用者の収入の区分に応じて、

それぞれ中欄又は右欄に定める額とする。ただし、当該使用料の額が区と当該借上

げ住宅の所有者との賃貸借契約に基づく賃貸借料の額を超えるときは、その賃貸借

料に相当する額を使用料の額とする。 

（平９条２３・全部改正、平２６条１５・一部改正） 

（使用料の減免等） 

第１０条 区長は、規則で定める特別の理由があると認めるときは、使用料若しくは

保証金を減免し、又はこれらの徴収を猶予することができる。 

（平９条２３・一部改正） 

（使用者の費用負担） 

第１１条 次に掲げる費用は、使用者の負担とする。 

（１） 使用者の責めに帰すべき理由によって生じた修繕等に要する費用 

（２） 電気、ガス及び上下水道の使用に係る費用 

（３） 前２号に掲げるもののほか、区長が指定する費用 

（平２１条３４・平２６条１５・一部改正） 
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（禁止行為） 

第１２条 使用者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 借上げ住宅を転貸し、又はその使用権を譲渡すること。 

（２） 借上げ住宅に使用者以外の者を同居させること。 

（３） 借上げ住宅に区長の許可を受けずに造作を加えること。 

（４） 借上げ住宅を住宅の目的以外に使用すること。 

（５） 他の居住者又は近隣に迷惑を及ぼす行為をすること。 

（平２６条１５・一部改正） 

（収入に関する報告） 

第１３条 使用者は、規則で定めるところにより、毎年度、収入に関する報告を行わ

なければならない。ただし、使用者（公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省令第

１９号。以下「省令」という。）第８条各号に掲げる者に限る。）が当該報告を行

うことが困難な事情にあると区長が認めるときは、この限りでない。 

（平９条２３・追加、平３０条１３・一部改正） 

（使用料の額の決定等） 

第１４条 区長は、前条の報告（同条ただし書の場合においては、省令第９条で定め

る方法により収入を把握した場合を含む。）その他の資料に基づき、使用者の翌年

度の使用料の額を決定し、当該使用者に通知する。 

（平９条２３・追加、平３０条１３・一部改正） 

（住宅の変更） 

第１５条 区長は、使用者の世帯構成に異動があったときその他特別の事情があると

きは、使用する借上げ住宅の変更を承認することができる。 

（平９条２３・追加、平２６条１５・一部改正） 

（使用の取消し） 

第１６条 区長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用承認を取り

消すことができる。 

（１） 第７条第４項に規定する期間内に入居しないとき。 

（２） 虚偽の申込み又は不正の手段により使用承認を受けたとき。 

（３） 正当な理由がなく使用料を３月以上滞納したとき。 
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（４） 第１２条に規定する禁止行為を行ったとき。 

（５） 疾病等の理由により、第３条第１項第５号に掲げる要件を欠いたとき。 

（６） この条例、この条例に基づく規則又は区長の指示に違反したとき。 

（７） 前各号に掲げるもののほか、区長が借上げ住宅の管理上特に必要があると

認めるとき。 

（平９条２３・旧第１３条繰下・一部改正、平２６条１５・一部改正） 

（明渡し） 

第１７条 使用者は、前条の規定により使用の承認を取り消されたとき、又は使用期

間が満了したときは、区長が定める期日までに借上げ住宅を明け渡さなければなら

ない。 

（平９条２３・旧第１４条繰下、平２１条３４・平２６条１５・一部改正） 

（保証金の還付等） 

第１８条 保証金は、借上げ住宅の返還の際、還付する。ただし、未納の使用料又は

賠償金があるときは、保証金のうちからこれを控除する。 

２ 前項ただし書の場合において、保証金の額が未納の使用料又は賠償金を償うに足

りないときは、使用者は、直ちにその不足額を納付しなければならない。 

３ 保証金には、利子を付けない。 

（平９条２３・追加） 

（指導及び指示） 

第１９条 区長は、使用者に対して借上げ住宅の管理上又は安全確保上、必要な指導

又は指示をすることができる。 

（平９条２３・旧第１５条繰下） 

（罰則） 

第２０条 使用者が詐欺その他不正の行為により使用料の全部又は一部の徴収を免れ

たときは、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過料を科する。 

（平９条２３・追加） 

（委任） 

第２１条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

（平９条２３・旧第１６条繰下） 
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付 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成２年規則第４６号により平成２年９月２０日から施行） 

付 則（平成９年１２月９日条例第２３号） 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（以下「新条例」とい

う。）第１４条の規定による使用料の額の決定に関し必要な手続その他の行為は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、新条例の例により

行うことができる。 

３ 施行日前にこの条例による改正前の墨田区高齢者借上げ住宅条例（以下「旧条例」

という。）の規定によって行った請求、手続その他の行為は、新条例の相当規定に

よって行ったものとみなす。 

４ 新条例第７条の規定は、施行日以後に借上げ住宅の使用の申込みをする者から適

用する。 

５ 施行日において現に借上げ住宅を使用している者の平成１０年度から平成１２年

度までの各年度の使用料は、その者に係る新条例第９条又は第１０条の規定による

使用料の額（以下「新使用料の額」という。）が旧条例第９条又は第１０条の規定

による使用料の額（以下「旧使用料の額」という。）を超える場合にあっては、新

使用料の額から旧使用料の額を控除して得た額に次の表の左欄に掲げる年度の区分

に応じ同表の右欄に定める負担調整率を乗じて得た額に、旧使用料の額を加えて得

た額とする。 

年度の区分 負担調整率 

平成１０年度 ０．２５

平成１１年度 ０．５

平成１２年度 ０．７５

付 則（平成１５年３月１９日条例第４号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２１年９月３０日条例第３４号） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の



7/8 

日から施行する。 

２ この条例による改正後の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（以下「新条例」とい

う。）の規定による使用料の額の決定に関し必要な手続その他の行為は、この条例

の施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うことができる。 

３ 新条例別表の規定は、平成２２年度以降の年度の借上げ住宅の毎月の使用料の算

定について適用し、平成２１年度以前の借上げ住宅の毎月の使用料の算定について

は、なお従前の例による。 

４ 施行日において現に借上げ住宅を使用している者の次の各号の表の左欄に掲げる

各年度の使用料は、その者に係る新条例の規定による使用料の額（以下「新使用料

の額」という。）が改正前の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（以下「旧条例」と

いう。）の規定による使用料の額（以下「旧使用料の額」という。）を超える場合

にあっては、新使用料の額から旧使用料の額を控除して得た額に次の各号の表の左

欄に掲げる年度の区分に応じて、それぞれ当該各号の表の右欄に定める負担調整率

を乗じて得た額に、旧使用料の額を加えて得た額とする。 

（１） 新条例別表に掲げる使用者の収入区分の各段階と旧条例別表に掲げる使用

者の収入区分の各段階とを比較して１段階上昇する場合 

年度の区分 負担調整率 

平成２２年度 ５分の１ 

平成２３年度 ５分の２ 

平成２４年度 ５分の３ 

平成２５年度 ５分の４ 

（２） 新条例別表に掲げる使用者の収入区分の各段階と旧条例別表に掲げる使用

者の収入区分の各段階とを比較して２段階上昇する場合 

年度の区分 負担調整率 

平成２２年度 ７分の１ 

平成２３年度 ７分の２ 

平成２４年度 ７分の３ 

平成２５年度 ７分の４ 

平成２６年度 ７分の５ 
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平成２７年度 ７分の６ 

付 則（平成２６年３月２８日条例第１５号） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第６条第２項の規定は、この条例の施行の日以後に行う

借上げ住宅入居者の募集に係る使用予定者の決定から適用する。 

付 則（平成３０年３月２９日条例第１３号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表 

（平２１条３４・全部改正） 

使用者の収入区分 使用料（月額） 

単身世帯用住宅 ２人世帯用住宅 

１０４，０００円以下の場合 １３，０００円 １７，６００円

１０４，０００円を超え１２３，０００

円以下の場合 

１５，０００円 ２０，３００円

１２３，０００円を超え１３９，０００

円以下の場合 

１７，１００円 ２３，２００円

１３９，０００円を超え１５８，０００

円以下の場合 

１９，３００円 ２６，２００円

１５８，０００円を超え１８６，０００

円以下の場合 

２２，１００円 ３０，０００円

１８６，０００円を超え２１４，０００

円以下の場合 

２５，５００円 ３４，６００円

２１４，０００円を超え２５９，０００

円以下の場合 

５７，４００円 ７３，２００円

２５９，０００円を超える場合 ８５，０００円 １０６，０００円
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○墨田区高齢者個室借上げ住宅条例施行規則 

平成９年１２月９日 

規則第５３号 

改正 平成１２年１１月３０日規則第１０７号 

平成１５年３月３１日規則第５号 

平成２１年１２月２日規則第６８号 

平成２４年３月３０日規則第１３号 

平成２４年７月９日規則第５１号 

平成２６年３月３１日規則第７号 

平成２６年９月２５日規則第４１号 

平成２８年１０月２０日規則第７０号 

平成２９年５月２９日規則第３７号 

墨田区高齢者借上げ住宅条例施行規則（平成２年墨田区規則第４７号）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、墨田区高齢者個室借上げ住宅条例（平成２年墨田区条例第２７

号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定めるものとする。 

（設置の告示） 

第２条 区長は、条例第２条の規定により借上げ住宅の名称及び位置その他必要な事

項を定めたときは、その旨を告示する。 

（平２４規１３・一部改正） 

（使用申込者の要件） 

第３条 条例第３条第１項第１号に規定する年齢及び同項第２号に規定する居住年数

は、申込期間の末日を基準とする。 

２ 条例第３条第１項第１号に規定する規則で定める程度は、次に掲げるものとする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定に

より交付を受けた身体障害者手帳に記載されている身体上の障害の程度が、身体
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障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から４

級までであること。 

（２） 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により交

付を受けた戦傷病者手帳に記載されている身体上の障害の程度が、恩給法（大正

１２年法律第４８号）別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は別表第

１号表ノ３の第１款症であること。 

（３） 身体上の障害の程度が、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

６年法律第１１７号）第１１条第１項の規定により、原子爆弾の障害作用に起因

する旨の厚生労働大臣の認定を受けたものであること。 

３ 条例第３条第１項第１号に規定する２人世帯は、使用申込者と同居する者との身

分関係が、配偶者（婚姻の届出をしてないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある

者その他婚姻の予約をしている者を含む。）又は３親等内の血族若しくは姻族であ

る世帯とする。 

４ 条例第３条第１項第２号に規定する居住していることは、住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）に基づき住民基本台帳に記録されていることとする。 

５ 条例第３条第１項第３号に規定する現に住宅に困窮していることが明らかである

ことは、次の各号のいずれかであることとする。 

（１） 住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険な、若しくは衛生

上有害な状態にある住宅に居住していること。 

（２） 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けていること、又は住宅がな

いため親族と同居することができないこと。 

（３） 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上又は風教上不

適当な居住状態にあること。 

（４） 正当な事由による立ち退きの要求を受け、適当な立ち退き先がないため困

窮していること（自己の責めに帰すべき事由に基づく場合を除く。）。 

（５） 収入に比して著しく過大な家賃の支払を余儀なくされていること。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、区長が認める状態にあること。 
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６ 条例第３条第１項第４号に規定する規則で定める金額は、２１万４，０００円と

する。 

７ 条例第３条第１項第５号に規定する独立して日常生活を営むことができることは、

歩行、食事、着脱衣、入浴、排せつ、自炊等が援助なくできる程度であることとす

る。 

８ 条例第３条第２項に規定する同条第１項第１号に準ずる状態にある者は、第３項

に規定する２人世帯の者であって、同居する者が満６０歳以上である満６５歳以上

のものとする。 

（平１２規１０７・平１５規５・平２１規６８・平２４規１３・平２４規５

１・平２６規７・一部改正） 

（借上げ住宅入居者の公募） 

第４条 区長は、条例第４条に規定する公募を行うときは、当該借上げ住宅の戸数、

使用料、使用申込者の資格、申込期間その他必要な事項を墨田区広報に掲載するも

のとする。 

（使用の申込み） 

第５条 条例第５条の規定により借上げ住宅の使用の申込みをしようとする者は、高

齢者個室借上げ住宅使用申込書（第１号様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による高齢者個室借上げ住宅使用申込書の提出は、公募の都度１世帯

１回限りとする。 

３ 区長は、第１項の高齢者個室借上げ住宅使用申込書のほかに、使用申込者又は同

居する者に関し、次に掲げる書類を提示させ、又は提出させることができる。 

（１） 住民票の写し 

（２） 住宅に困窮していることを証明する書類 

（３） 収入を証明する書類 

（４） 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（使用予定者の決定方法） 

第６条 条例第６条第２項及び第３項に規定する抽せんは、公開とする。 
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２ 区長は、条例第６条第１項及び第２項の規定による使用予定者の決定に当たり、

別に定める基準により住宅に困窮している程度についての判定を行うものとする。 

（平２６規７・一部改正） 

（使用予定者の決定通知） 

第７条 区長は、条例第６条の規定により使用予定者を決定したときは、高齢者個室

借上げ住宅使用予定者決定通知書（第２号様式）により当該使用予定者に通知する

ものとする。 

（連帯保証人の資格等） 

第８条 条例第７条第１項第１号に規定する規則で定める資格は、次に掲げるとおり

とする。 

（１） 日本国内に住所を有していること。 

（２） 独立の生計を営んでいること。 

（３） 確実な保証能力を有していること。 

２ 条例第７条第１項第１号に規定する請書は、請書（第３号様式）による。 

３ 条例第７条第４項に規定する使用者（以下「使用者」という。）は、連帯保証人

が死亡したとき、第１項に規定する資格を欠いたときその他連帯保証人の変更を必

要とするときは、新たに同項に規定する資格を有する連帯保証人を定めて、高齢者

個室借上げ住宅変更等申請・届出書（第４号様式）に区長が必要と認める書類を添

付して、区長に提出しなければならない。 

４ 使用者は、連帯保証人が住所又は氏名を変更したときは、速やかに区長に届け出

なければならない。 

５ 条例第７条第１項第１号ただし書の規定により連帯保証人の連署の免除を受けよ

うとする者は、高齢者個室借上げ住宅変更等申請・届出書を区長に提出しなければ

ならない。 

６ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、その可否を決定し、高齢者個室

借上げ住宅変更等決定通知書（第５号様式）により当該申請者に通知するものとす

る。 
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（平１２規１０７・平２４規１３・平２６規７・平２８規７０・一部改正） 

（使用の承認） 

第９条 条例第７条第３項の規定による使用の承認は、高齢者個室借上げ住宅使用承

認通知書（第６号様式）によるものとする。 

（入居の延期の申請等） 

第１０条 やむを得ない事由により、条例第７条第４項に定める期間内に借上げ住宅

に入居することができない者は、高齢者個室借上げ住宅変更等申請・届出書を区長

に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、その可否を決定し、高齢者個室

借上げ住宅変更等決定通知書により当該申請者に通知するものとする。 

（平２４規１３・一部改正） 

（使用料の徴収） 

第１１条 使用料は、条例第７条第３項の規定により区長が指定した入居日から徴収

する。 

２ 使用料は、毎月末日までにその月分を納付しなければならない。 

３ 第１項の入居日又は借上げ住宅を返還した日が月の中途である場合のその月の使

用料は、日割りにより徴収する。 

４ 前項の規定による使用料の日割り計算は、１月を３０日として計算する。この場

合において、計算した額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

（使用料の減免） 

第１２条 条例第１０条に規定する規則で定める特別の理由は、次に掲げるものとす

る。 

（１） 使用者及び同居者の収入（条例第１条の２に定める収入及び区長が別に定

める収入の合計をいう。次号及び次項において同じ。）が１１万２，０００円以

下であること。 

（２） 使用者又は同居者が、災害により容易に回復することが困難な損害を受け、

又は疾病により長期にわたり療養を要したため、特に費用を要する場合で、その
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ために要する費用として区長が認定した額を使用者及び同居者の収入から控除し

た額が１１万２，０００円以下であること。 

（３） 前２号に準ずる特別の事情があること。 

２ 区長は、前項各号のいずれかに該当する使用者に対しては、別表の左欄に掲げる

使用者及び同居者の収入（同項第２号に掲げる場合にあっては、控除後の額）の区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める減額率を使用料に乗じて得た額を当該使用

料から減額し、又は使用料を免除するものとする。 

３ 前２項の規定は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による住宅扶助（以

下「住宅扶助」という。）又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３

０号）による住宅支援給付（以下「住宅支援給付」という。）を受けている使用者

に対しては、適用しない。ただし、住宅扶助又は住宅支援給付を受けている使用者

に対しては、当該使用料の額が当該住宅扶助又は当該住宅支援給付を受けている額

を超えることとなる場合には、当該住宅扶助又は当該住宅支援給付を受けている額

に相当する額に使用料を減額するものとする。 

４ 前項ただし書の場合において、月の中途で住宅扶助又は住宅支援給付が開始又は

廃止となったときの使用料の変更は、住宅扶助又は住宅支援給付が開始又は廃止と

なった日の属する月の翌月からとする。 

５ 第２項の規定により行う使用料の減額又は免除の期間は、１年を超えない範囲内

で区長が事情を考慮して認める期間とする。 

（平２１規６８・平２４規１３・平２６規７・平２６規４１・一部改正） 

（使用料の徴収猶予） 

第１３条 条例第１０条の規定により使用料の徴収を猶予する場合は、使用者の使用

料の支払能力が６月以内に回復すると認められる場合とし、徴収猶予の期間は、６

月以内において区長が必要と認める期間とする。 

（使用料の減免及び徴収猶予の申請等） 
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第１４条 第１２条第２項の規定による使用料の減免又は前条の規定による使用料の

徴収猶予を受けようとする者は、使用料の減免にあっては高齢者個室借上げ住宅使

用料減免申請書（第７号様式）により、使用料の徴収猶予にあっては高齢者個室借

上げ住宅使用料・保証金徴収猶予申請書（第８号様式）により、区長が必要と認め

る書類を添付して申請しなければならない。 

２ 前項に規定する使用料の減免の場合において、第５条第１項の規定により提出さ

れた使用申込書及び第１６条第１項の規定により提出された収入報告書は、前項の

使用料減免申請書とみなすことができる。 

３ 区長は、第１項の規定による申請があった場合は、その可否を決定し、使用料の

減免にあっては高齢者個室借上げ住宅使用料決定通知書（第９号様式）により、使

用料の徴収猶予にあっては高齢者個室借上げ住宅使用料・保証金徴収猶予通知書（第

１０号様式）により、当該申請者に通知するものとする。ただし、前項の規定によ

り第１項の規定による高齢者個室借上げ住宅使用料減免申請書とみなされる高齢者

個室借上げ住宅使用申込書を提出した者に対する当該使用料の減免については、こ

の限りでない。 

４ 前項の規定により使用料の徴収猶予の承認を受けた使用者は、当該徴収猶予の期

間満了後６月以内に当該使用料を完納しなければならない。 

（平２１規６８・平２６規７・一部改正） 

（保証金の徴収猶予） 

第１５条 保証金の徴収猶予については、前２条の規定を準用する。 

（収入に関する報告） 

第１６条 条例第１３条に規定する収入に関する報告は、高齢者個室借上げ住宅収入

報告書（第１１号様式）により、毎年６月３０日までに行わなければならない。 

２ 前項の高齢者個室借上げ住宅収入報告書には、収入を算出するのに区長が必要と

認める書類を添付しなければならない。 

（使用料の額の決定通知） 
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第１７条 条例第１４条の規定による通知は、高齢者個室借上げ住宅使用料決定通知

書によるものとする。 

（使用者の名義変更） 

第１８条 ２人世帯の者が借上げ住宅を使用している場合において、使用名義人が死

亡その他の理由により使用名義人でなくなったときは、当該世帯の他の一方の者に

使用名義を変更することができる。 

２ 使用名義の変更の承認を受けようとする者は、高齢者個室借上げ住宅変更等申

請・届出書を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、使用名義の変更の承認をしたときは、高齢者個室借上げ住宅変更等決定

通知書を交付するものとする。 

（住宅の変更） 

第１９条 使用者は、条例第１５条の規定による借上げ住宅の変更の承認を受けよう

とするときは、高齢者個室借上げ住宅変更等申請・届出書を区長に提出しなければ

ならない。 

（使用の承認の取消し） 

第２０条 区長は、条例第１６条の規定により借上げ住宅の使用の承認を取り消した

ときは、高齢者個室借上げ住宅使用承認取消通知書（第１２号様式）により当該使

用者に通知するものとする。 

（住宅の返還） 

第２１条 使用者は、使用期間が満了したこと等により借上げ住宅を返還する場合に

は、高齢者個室借上げ住宅返還届（第１３号様式）を区長に提出しなければならな

い。 

（原状回復） 

第２２条 使用者は、条例第１６条の規定により使用の承認を取り消され、借上げ住

宅を明け渡す場合その他借上げ住宅を返還する場合には、借上げ住宅を原状に回復

しなければならない。ただし、区長が特に認めたときは、この限りでない。 

（届出事項） 
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第２３条 使用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに高齢者個室借

上げ住宅変更等申請・届出書を区長に提出しなければならない。 

（１） 世帯構成に異動があったとき。 

（２） 使用者が氏名を変更したとき。 

（３） 使用者が住宅扶助又は住宅支援給付の開始又は廃止の決定を受けたとき。 

（４） 使用者及び同居者が１５日以上不在になるとき。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、区長が指定する事項 

（平２１規６８・一部改正） 

（保証金の精算） 

第２４条 条例第１８条の規定による保証金の精算は、高齢者個室借上げ住宅保証金

精算書（第１４号様式）によるものとする。 

（平２１規６８・一部改正） 

（緊急通報システムの設置） 

第２５条 区長は、使用者の安全で安心な生活を確保するため、各住戸に緊急通報シ

ステムを設置する。 

２ 使用者は、緊急通報システムの利用に当たり、墨田区緊急通報システム利用申請

書（第１５号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、墨田区緊急通報システム利用決

定通知書（第１６号様式）により当該使用者に通知するものとする。 

（平２８規７０・一部改正） 

（補則） 

第２６条 この規則の施行について必要な事項は、区長が別に定める。 

付 則 

１ この規則は、平成１０年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。 

２ 墨田区高齢者借上げ住宅条例の一部を改正する条例（平成９年墨田区条例第２３

号。以下「改正条例」という。）付則第２項の規定の例により行う手続その他の行
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為は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、この規則に

よる改正後の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例施行規則（以下「新規則」という。）

の例により行うことができる。 

３ 施行日前にこの規則による改正前の墨田区高齢者借上げ住宅条例施行規則の規定

によって行った請求、手続その他の行為は、新規則の相当規定によって行ったもの

とみなす。 

４ 改正条例付則第５項の規定により行う使用料に係る負担調整において、計算した

額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

付 則（平成１２年１１月３０日規則第１０７号） 

この規則は、平成１２年１２月１日から施行する。 

付 則（平成１５年３月３１日規則第５号） 

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２１年１２月２日規則第６８号） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、付則第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

２ 墨田区高齢者個室借上げ住宅条例の一部を改正する条例（平成２１年墨田区条例

第３４号）付則第４項の規定により行う使用料に係る負担調整において、計算した

額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

３ この規則による改正後の墨田区高齢者個室借上げ住宅条例施行規則の規定による

使用料の額の決定に関し必要な手続その他の行為は、この規則の施行の日前におい

ても行うことができる。 

４ この規則による改正後の第１２条第２項及び別表の規定は、平成２２年度以降の

借上げ住宅の毎月の使用料の算定について適用し、平成２１年度以前の借上げ住宅

の毎月の使用料の算定については、なお従前の例による。 

付 則（平成２４年３月３０日規則第１３号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則（平成２４年７月９日規則第５１号） 
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この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

付 則（平成２６年３月３１日規則第７号） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第６条第２項の規定は、この規則の施行の日以後に行う

借上げ住宅入居者の募集に係る使用予定者の決定から適用する。 

付 則（平成２６年９月２５日規則第４１号） 

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

付 則（平成２８年１０月２０日規則第７０号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２８年８月１日から適用する。 

付 則（平成２９年５月２９日規則第３７号） 

この規則は、平成２９年６月１日から施行する。 

別表 

（平２１規６８・全部改正） 

使用者及び同居者の収入の区分 減額率 

１円を超え１０，０００円以下の場合 ０．９ 

１０，０００円を超え２０，０００円以下の場合 ０．８ 

２０，０００円を超え３０，０００円以下の場合 ０．７ 

３０，０００円を超え５０，０００円以下の場合 ０．６ 

５０，０００円を超え７０，０００円以下の場合 ０．５ 

７０，０００円を超え９０，０００円以下の場合 ０．４ 

９０，０００円を超え１１２，０００円以下の場合 ０．３ 

 

 

様式 省略 
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○公営住宅法施行令 

（昭和二十六年六月三十日） 

（政令第二百四十号） 

改正 昭和二七年一〇月八日政令第四三一号 

同二九年六月一〇日同第一三三号 

同三〇年三月三一日同第四七号 

同三〇年一一月一七日同第三〇九号 

同三四年五月三〇日同第二〇二号 

同三四年一二月一四日同第三五八号 

同三五年六月二七日同第一七七号 

同三六年六月二七日同第二一一号 

同三六年八月五日同第二八五号 

同三六年一一月一〇日同第三六一号 

同三七年五月二二日同第二一四号 

同三八年四月二五日同第一四五号 

同三九年一〇月三〇日同第三三八号 

同四〇年三月三一日同第九九号 

同四二年五月三一日同第一〇五号 

同四三年四月二〇日同第九五号 

同四三年一〇月一五日同第三〇七号 

同四四年六月一〇日同第一五二号 

同四四年六月一三日同第一五八号 

同四四年八月二六日同第二三二号 

同四六年二月一日同第五号 

同四七年一二月八日同第四一五号 

同四八年八月二三日同第二四一号 

同四八年一一月二四日同第三四六号 

同四九年一二月二七日同第三九九号 

同五〇年一〇月二四日同第三〇六号 

同五二年一月二八日同第六号 

同五四年一一月二四日同第二八三号 

同五五年四月一五日同第一〇〇号 

同五五年七月三〇日同第二〇二号 

同五七年六月一日同第一五八号 

同五九年六月二一日同第二〇九号 

同六〇年五月一八日同第一三三号 

同六一年四月二二日同第一二八号 

同六二年九月四日同第二九五号 

平成元年一月一九日同第二号 

同二年一一月九日同第三二五号 

同三年一月二二日同第三号 

同三年六月七日同第二〇一号 

同五年六月二三日同第二〇九号 

同七年二月一七日同第二六号 

同八年八月二三日同第二四八号 

同一一年一一月一〇日同第三五二号 

同一二年三月三一日同第一七五号 

同一二年六月七日同第三一二号 

同一二年七月一四日同第三八一号 

同一三年一二月二八日同第四三六号 
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同一四年二月八日同第二七号 

同一四年三月三一日同第一〇二号 

同一五年一二月一七日同第五二三号 

同一六年三月三一日同第八六号 

同一六年四月一日同第一三九号 

同一六年一二月二七日同第四二一号 

同一七年六月二九日同第二二九号 

同一七年一〇月二一日同第三二二号 

同一七年一二月二日同第三五七号 

同一九年一二月二七日同第三九一号 

同二〇年三月三一日同第一一七号 

同二二年一二月一五日同第二四〇号 

同二三年八月五日同第二五二号 

同二三年一二月二六日同第四二四号 

同二六年三月三一日同第一三四号 

同二七年一〇月一六日同第三六四号 

同二九年七月二一日同第二〇〇号 

公営住宅法施行令をここに公布する。 

公営住宅法施行令 

内閣は、公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第二条第三号、第四号及び第七号、

第十二条第一項、第十七条第二号、第十八条、第二十四条第一項及び第二項並びに第二十七条

の規定に基き、この政令を制定する。 

（用語の定義） 

第一条 この政令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 耐火構造の住宅 イ又はロのいずれかに該当する住宅をいう。 

イ その主要構造部（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第五号に規定

するものをいう。以下この条において同じ。）が耐火構造（同法第二条第七号に規定

するものをいう。次号ロにおいて同じ。）であるもの 

ロ その主要構造部が建築基準法第二条第九号の二イ(２)に該当するもので国土交通大

臣の定める基準に該当する耐久性を有するもの 

二 準耐火構造の住宅 耐火構造の住宅以外の住宅で、イ又はロのいずれかに該当するもの

をいう。 

イ 主要構造部を準耐火構造（建築基準法第二条第七号の二に規定するものをいう。以

下この号において同じ。）としたもので国土交通大臣の定める基準に該当する耐久性

を有するもの 

ロ イに掲げる住宅以外の住宅で、外壁を耐火構造とし、屋根を不燃材料（建築基準法

第二条第九号に規定するものをいう。以下この号において同じ。）でふいたもの又は

主要構造部に不燃材料その他の不燃性の建築材料を用いたもの 

三 収入 入居者及び同居者の過去一年間における所得税法（昭和四十年法律第三十三号）

第二編第二章第一節から第三節までの例に準じて算出した所得金額（給与所得者が就職

後一年を経過しない場合等その額をその者の継続的収入とすることが著しく不適当であ

る場合においては、事業主体が国土交通大臣の定めるところにより認定した額とし、以

下「所得金額」という。）の合計から次に掲げる額を控除した額を十二で除した額をい

う。 

イ 同居者又は所得税法第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者（以下この

号において「控除対象配偶者」という。）若しくは同項第三十四号に規定する扶養親

族（以下この号において「扶養親族」という。）で入居者及び同居者以外のもの一人

につき三十八万円 
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ロ 控除対象配偶者が所得税法第二条第一項第三十三号の二に規定する老人控除対象配

偶者である場合又は扶養親族が同項第三十四号の四に規定する老人扶養親族である場

合には、その老人控除対象配偶者又は老人扶養親族一人につき十万円 

ハ 扶養親族が十六歳以上二十三歳未満の者である場合には、その扶養親族一人につき

二十五万円 

ニ 入居者又はイに規定する者に所得税法第二条第一項第二十八号に規定する障害者が

ある場合には、その障害者一人につき二十七万円（その者が同項第二十九号に規定す

る特別障害者である場合には、四十万円） 

ホ 入居者又は同居者に所得税法第二条第一項第三十号に規定する寡婦（同号イ中「夫

と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となつた女子であつて、現

に婚姻をしていないもの」と読み替えた場合において同号イに該当する者を含む。）

又は同項第三十一号に規定する寡夫（同号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後

婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを

「婚姻によらないで父となつた男子であつて、現に婚姻をしていないもの」と読み替

えた場合において同号に該当する者を含む。）がある場合には、その寡婦又は寡夫一

人につき二十七万円（その者の所得金額が二十七万円未満である場合には、当該所得

金額） 

（昭二七政四三一・昭三〇政三〇九・昭三四政二〇二・昭三七政二一四・昭四〇政

九九・昭四二政一〇五・昭四三政九五・昭四三政三〇七・昭四四政一五二・昭四六

政五・昭四七政四一五・昭四九政三九九・昭五二政六・昭五四政二八三・昭五七政

一五八・昭六一政一二八・平三政三・平五政二〇九・平八政二四八・平一二政三八

一・平一二政三一二・平一六政四二一・平二二政二四〇・平二七政三六四・一部改

正） 

（家賃の算定方法） 

第二条 公営住宅法（以下「法」という。）第十六条第一項本文及び第四項の規定による公営

住宅の毎月の家賃は、家賃算定基礎額に次に掲げる数値を乗じた額（当該額が近傍同種の住

宅の家賃の額を超える場合にあつては、近傍同種の住宅の家賃の額）とする。 

一 公営住宅の存する市町村の立地条件の偏差を表すものとして地価公示法（昭和四十四年

法律第四十九号）第八条に規定する公示価格その他の土地の価格を勘案して〇・七以上

一・六以下で国土交通大臣が市町村ごとに定める数値のうち、当該公営住宅の存する市

町村に係るもの 

二 当該公営住宅（その公営住宅が共同住宅である場合にあつては、当該公営住宅の共用部

分以外の部分に限る。）の床面積の合計を六十五平方メートルで除した数値 

三 公営住宅の構造ごとに建設時からの経過年数に応じて一以下で国土交通大臣が定める

数値のうち、当該公営住宅に係るもの 

四 事業主体が公営住宅の存する区域及びその周辺の地域の状況、公営住宅の設備その他の

当該公営住宅の有する利便性の要素となる事項を勘案してイに掲げる数値以上ロに掲げ

る数値以下で定める数値 

イ 〇・五 

ロ 次に掲げる数値のうち、いずれか小さい数値 

（１） 一・三 

（２） 一・六を第一号に掲げる数値で除した数値 

２ 前項の家賃算定基礎額は、次の表の上欄に掲げる入居者の収入の区分に応じ、それぞれ同

表の下欄に定める額とする。 

入居者の収入 額 

十万四千円以下の場合 三万四千四百円

十万四千円を超え十二万三千円以下の場合 三万九千七百円

十二万三千円を超え十三万九千円以下の場合 四万五千四百円

十三万九千円を超え十五万八千円以下の場合 五万千二百円
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十五万八千円を超え十八万六千円以下の場合 五万八千五百円

十八万六千円を超え二十一万四千円以下の場合 六万七千五百円

二十一万四千円を超え二十五万九千円以下の場合 七万九千円

二十五万九千円を超える場合 九万千百円

（平八政二四八・全改、平一二政三一二・平一六政八六・平一九政三九一・平二九

政二〇〇・一部改正） 

（近傍同種の住宅の家賃の算定方法） 

第三条 法第十六条第二項の規定による近傍同種の住宅の家賃は、近傍同種の住宅（その敷地

を含む。）の複成価格（当該住宅の推定再建築費の額から経過年数に応じた減価額を除いた

額として国土交通省令で定める方法で算出した価格及びその敷地の時価をいう。第十三条第

一項において同じ。）に国土交通大臣が定める一年当たりの利回りを乗じた額、償却額、修

繕費、管理事務費、損害保険料、貸倒れ及び空家による損失を埋めるための国土交通省令で

定める方法で算出した引当金並びに公課の合計を十二で除した額とする。 

２ 前項の償却額は、近傍同種の住宅の建設に要した費用の額から国土交通省令で定める方法

で算出した残存価額を控除した額を次の表の上欄各項に定める住宅の区分に応じてそれぞ

れ下欄各項に定める期間で除した額とする。 

住宅 期間 

耐火構造の住宅 七十年 

準耐火構造の住宅 四十五年 

木造の住宅（耐火構造の住宅及び準耐火構造の住宅を除く。以下この条及び

第十三条第一項において同じ。） 

三十年 

３ 第一項の修繕費及び管理事務費は、次の表の上欄各項に定める住宅について国土交通省令

で定める方法で算出した推定再建築費の額に、修繕費にあつては中欄各項に定める率を、管

理事務費にあつては下欄各項に定める率をそれぞれ乗じた年額とする。 

住宅 修繕費の率 管理事務費の率 

耐火構造の住宅 百分の一・二 百分の〇・一五 

準耐火構造の住宅 百分の一・五 百分の〇・二 

木造の住宅 百分の二・二 百分の〇・三一 

４ 第一項の損害保険料は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百六十三条の二

の規定により、事業主体である地方公共団体の利益を代表する全国的な公益的法人が行う火

災による損害に対する相互救済事業の事業費の負担率により算出した額の範囲内で定める

年額とする。 

（平八政二四八・全改、平一二政三一二・平一二政三八一・平二九政二〇〇・一部

改正） 

（公営住宅の家賃に係る国の補助） 

第四条 法第十七条第一項、第二項又は第三項の規定による国の補助金の額は、当該年度にお

いて事業主体が公営住宅を管理する期間に応じて算定するものとする。 

２ 法第十七条第一項、第二項又は第三項に規定する政令で定める期間は、事業主体が建設又

は買取りをした公営住宅にあつては二十年（事業主体が当該公営住宅の建設等に必要な土地

の所有権、地上権又は土地の賃借権を新たに取得せずに建設又は買取りをした公営住宅にあ

つては、十年）と、事業主体が借上げをした公営住宅にあつては当該公営住宅の借上げの期

間とする。 

（平八政二四八・全改） 

（法第二十二条第一項に規定する特別の事由） 

第五条 法第二十二条第一項に規定する政令で定める特別の事由は、次に掲げるものとする。 

一 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第五十九条の規定に基づく都市計画事業、土地

区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第三条第四項若しくは第五項の規定に基づ

く土地区画整理事業、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法（昭和五十年法律第六十七号）に基づく住宅街区整備事業、密集市街地における防

災街区の整備の促進に関する法律（平成九年法律第四十九号）に基づく防災街区整備事
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業又は都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）に基づく市街地再開発事業の施行

に伴う住宅の除却 

二 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第二十条（第百三十八条第一項において

準用する場合を含む。）の規定による事業の認定を受けている事業又は公共用地の取得

に関する特別措置法（昭和三十六年法律第百五十号）第二条に規定する特定公共事業の

執行に伴う住宅の除却 

三 現に公営住宅に入居している者（以下この号において「既存入居者」という。）の同居

者の人数に増減があつたこと、既存入居者又は同居者が加齢、病気等によつて日常生活

に身体の機能上の制限を受ける者となつたことその他既存入居者又は同居者の世帯構成

及び心身の状況からみて事業主体が入居者を募集しようとしている公営住宅に当該既存

入居者が入居することが適切であること。 

四 公営住宅の入居者が相互に入れ替わることが双方の利益となること。 

（昭三四政二〇二・追加、昭三六政二一一・昭三六政二八五・昭三七政二一四・昭

四三政三〇七・一部改正、昭四四政一五二・旧第四条の三繰下、昭四四政一五八・

昭四四政二三二・昭四六政五・昭四七政四一五・昭四九政三九九・昭五〇政三〇六・

昭五二政六・昭五四政二八三・昭五七政一五八・一部改正、昭五九政二〇九・旧第

四条の五繰下、昭六一政一二八・平二政三二五・平三政三・一部改正、平八政二四

八・旧第四条の六繰下・一部改正、平一五政五二三・平一七政三二二・平一七政三

五七・一部改正） 

（入居者資格） 

第六条 法第二十三条第一号イに規定する政令で定める金額は、二十五万九千円とする。 

２ 法第二十三条第一号ロに規定する政令で定める金額は、十五万八千円とする。 

（平二三政四二四・全改） 

（入居者の選考基準） 

第七条 法第二十五条第一項の規定による入居者の選考は、条例で定めるところにより、当該

入居者が住宅に困窮する実情に応じ適切な規模、設備又は間取りの公営住宅に入居すること

ができるよう配慮し、次の各号の一に該当する者のうちから行うものとする。 

一 住宅以外の建物若しくは場所に居住し、又は保安上危険若しくは衛生上有害な状態にあ

る住宅に居住している者 

二 他の世帯と同居して著しく生活上の不便を受けている者又は住宅がないため親族と同

居することができない者 

三 住宅の規模、設備又は間取りと世帯構成との関係から衛生上又は風教上不適当な居住状

態にある者 

四 正当な事由による立退きの要求を受け、適当な立退き先がないため困窮している者（自

己の責めに帰すべき事由に基づく場合を除く。） 

五 住宅がないために勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀なくされている者又は収

入に比して著しく過大な家賃の支払を余儀なくされている者 

六 前各号に該当する者のほか現に住宅に困窮していることが明らかな者 

（昭三四政二〇二・昭五五政二〇二・一部改正、平八政二四八・旧第六条繰下・一

部改正） 

（法第二十八条に規定する収入の基準及び収入超過者の家賃の算定方法） 

第八条 法第二十八条第一項に規定する政令で定める基準は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める金額とする。 

一 法第二十三条第一号イに掲げる場合 同号イに定める金額 

二 法第二十三条第一号ロに掲げる場合 同号ロに定める金額 

２ 法第二十八条第二項の規定による公営住宅の次の表の上欄に掲げる年度の毎月の家賃は、

近傍同種の住宅の家賃の額から法第十六条第一項本文の規定による家賃の額を控除した額

に同欄に掲げる年度の区分及び同表の下欄に掲げる入居者の収入の区分に応じ、それぞれ同

欄に定める率を乗じた額に、同項本文の規定による家賃の額を加えた額とする。 

年度 入居者の収入 
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  十八万六千円以

下の場合 

十八万六千円を

超え二十一万四

千円以下の場合 

二十一万四千円

を超え二十五万

九千円以下の場

合 

二十五万九千

円を超える場

合 

初年度（法第二十八条第二項の

規定により当該公営住宅の家

賃が定められることとなつた

年度をいう。以下この表におい

て同じ。） 

五分の一 四分の一 二分の一 一 

初年度の翌年度 五分の二 四分の二 一 一 

初年度の翌々年度 五分の三 四分の三 一 一 

初年度から起算して三年度を

経過した年度 

五分の四 一 一 一 

初年度から起算して四年度以

上を経過した年度 

一 一 一 一 

３ 前項の規定は、法第二十八条第四項の規定による公営住宅の毎月の家賃について準用する。

この場合において、前項中「第十六条第一項本文」とあるのは「第十六条第四項」と、「同

項本文」とあるのは「同項」と読み替えるものとする。 

（平八政二四八・追加、平一七政三五七・平一九政三九一・平二三政四二四・平二

九政二〇〇・一部改正） 

（法第二十九条第一項に規定する収入の基準） 

第九条 法第二十九条第一項に規定する政令で定める基準は、三十一万三千円とする。 

２ 入居者に配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻

の予約者を含む。）以外の同居者がある場合における前項の規定の適用に関しては、入居者

の所得金額に合算する当該同居者の所得金額は、百二十四万八千円を超える場合におけるそ

の超える部分の金額に限るものとする。 

（昭四四政一五二・追加、昭四七政四一五・昭四八政三四六・昭四九政三九九・昭

五二政六・昭五四政二八三・昭五七政一五八・昭六一政一二八・平三政三・一部改

正、平八政二四八・旧第六条の三繰下・一部改正、平一九政三九一・一部改正） 

（条例で公営住宅の明渡しの請求に係る収入の基準を定める場合の基準） 

第十条 法第二十九条第二項に規定する政令で定める基準は、二十五万九千円以上三十一万三

千円未満の一定の金額を超えることとする。 

（平二九政二〇〇・追加） 

（法第三十六条第一号に規定する規模） 

第十一条 法第三十六条第一号に規定する政令で定める規模は、〇・一ヘクタールとする。 

（昭四四政一五二・追加、昭五七政一五八・一部改正、平八政二四八・旧第六条の

四繰下・一部改正、平二九政二〇〇・旧第十条繰下） 

（法第四十三条第一項及び第四十四条第四項に規定する家賃の特例） 

第十二条 事業主体は、法第四十三条第一項又は第四十四条第四項の規定により、新たに入居

する公営住宅の家賃の額から従前の公営住宅の最終の家賃の額を控除した額に次の表の上

欄各項に定める入居期間の区分に応じてそれぞれ下欄各項に定める率を乗じた額を減額す

るものとする。 

入居期間 率 

一年以下の場合 六分の五 

一年を超え二年以下の場合 六分の四 

二年を超え三年以下の場合 六分の三 

三年を超え四年以下の場合 六分の二 

四年を超え五年以下の場合 六分の一 

（平八政二四八・追加、平二九政二〇〇・旧第十一条繰下） 

（公営住宅等の処分） 
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第十三条 事業主体は、次の表の上欄各項に定める住宅に応じてそれぞれ下欄各項に定める耐

用年限の四分の一を経過した公営住宅を引き続き管理することが災害その他の事由により

不適当となり、かつ、その敷地を公営住宅の敷地として保有する必要がない場合において、

当該住宅の維持保全上適当であると認められるときは、法第四十四条第一項の規定により、

当該住宅（その敷地を含む。）を、その複成価格を基準として事業主体が定める価額で入居

者、入居者の組織する団体又は営利を目的としない法人に譲渡することができる。この場合

において、災害による損傷その他特別の事由によりその価額が著しく適正を欠くと認めると

きは、事業主体は、国土交通大臣の承認を得て、別に譲渡の価額を定めることができる。 

住宅 耐用年限 

耐火構造の住宅 七十年 

準耐火構造の住宅 四十五年 

木造の住宅 三十年 

２ 前項の規定は、事業主体が共同施設を譲渡する場合について準用する。この場合において、

同項中「公営住宅」又は「住宅」とあるのは、「共同施設」と読み替えるものとする。 

（昭二七政四三一・昭三〇政三〇九・昭三四政二〇二・平五政二〇九・一部改正、

平八政二四八・旧第七条繰下・一部改正、平一二政三一二・一部改正、平二九政二

〇〇・旧第十二条繰下・一部改正） 

第十四条 事業主体は、法第四十四条第一項の規定により公営住宅又は共同施設を譲渡したと

きは、その譲渡の対価を積み立て、これを公営住宅の整備若しくは共同施設の整備又はこれ

らの修繕若しくは改良に要する費用に充てなければならない。ただし、譲渡した公営住宅の

整備若しくは共同施設の整備又はこれらの改良に要する費用に充てるため起こした地方債

について償還すべきものがあるときは、その償還に充てることを妨げない。 

（昭二七政四三一・一部改正、平八政二四八・旧第八条繰下・一部改正、平一一政

三五二・一部改正、平二九政二〇〇・旧第十三条繰下） 

（管理の特例に係る法第三章の規定の適用に関する技術的読替え等） 

第十五条 法第四十七条第六項の規定による法第三章の規定の適用についての技術的読替え

は、次の表のとおりとする。 

読み替える法第三章の規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第二十条、第二十一条 事業主体 事業主体及び地方公共団体又

は地方住宅供給公社 

第二十二条第一項、第二十七条

第三項から第六項まで、第二十

九条第一項及び第八項、第三十

条、第三十二条第一項、第五項

及び第六項、第三十三条第一項 

事業主体 地方公共団体又は地方住宅供

給公社 

第二十五条第二項、第三十三条

第二項、第三十四条 

事業主体の長 地方公共団体の長又は地方住

宅供給公社の理事長 

第三十一条第一項 事業主体 事業主体又は地方公共団体若

しくは地方住宅供給公社 

第三十二条第三項 同項 地方公共団体又は地方住宅供

給公社が同項 

第三十四条 第十六条第一項若しくは第四

項若しくは第二十八条第二項

若しくは第四項の規定による

家賃の決定、第十六条第五項

（第二十八条第三項若しくは

第五項又は第二十九条第九項

において準用する場合を含

む。）の規定による家賃若しく

は金銭の減免、第十八条第二項

第二十九条第一項の規定によ

る明渡しの請求又は第三十条

第一項の規定によるあつせん

等 
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の規定による敷金の減免、第十

九条（第二十八条第三項若しく

は第五項又は第二十九条第九

項において準用する場合を含

む。）の規定による家賃、敷金

若しくは金銭の徴収の猶予、第

二十九条第一項の規定による

明渡しの請求、第三十条第一項

の規定によるあつせん等又は

第四十条の規定による公営住

宅への入居の措置 

（平一七政二二九・全改、平二三政四二四・一部改正、平二九政二〇〇・旧第十四

条繰下・一部改正） 

（家賃等の端数計算） 

第十六条 第二条第一項若しくは第八条第二項の規定により公営住宅の家賃を算定する場合

又は第三条第一項の規定により近傍同種の住宅の家賃を算定する場合において、その額に百

円未満の端数があるとき、又はその全額が百円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てる。 

２ 第十二条の規定により家賃を減額する場合において、その減額の額に百円未満の端数があ

るとき、又はその全額が百円未満であるときは、その端数金額又はその全額を百円に切り上

げる。 

（平八政二四八・追加、平二九政二〇〇・旧第十五条繰下・一部改正） 

（権限の委任） 

第十七条 この政令に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、

その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。 

（平一二政三一二・追加、平二九政二〇〇・旧第十六条繰下） 

附 則 

１ この政令は、昭和二十六年七月一日から施行する。 

２ 法附則第八項に規定する政令で定める期間は、五年（二年の据置期間を含む。）とする。 

（昭六二政二九五・追加、平八政二四八・旧第五項繰上・一部改正、平一四政二七・

一部改正） 

３ 前項に規定する期間は、日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の

整備の促進に関する特別措置法（昭和六十二年法律第八十六号）第五条第一項の規定により

読み替えて準用される補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第

百七十九号）第六条第一項の規定による貸付けの決定（以下「貸付決定」という。）ごとに、

当該貸付決定に係る法附則第五項から第七項までの規定による貸付金の交付を完了した日

（その日が当該貸付決定があつた日の属する年度の末日の前日以後の日である場合には、当

該年度の末日の前々日）の翌日から起算する。 

（昭六二政二九五・追加、平八政二四八・旧第六項繰上・一部改正） 

４ 法附則第五項から第七項までの規定による貸付金の償還は、均等年賦償還の方法によるも

のとする。 

（昭六二政二九五・追加、平八政二四八・旧第七項繰上・一部改正） 

５ 国は、国の財政状況を勘案し、相当と認めるときは、法附則第五項から第七項までの規定

による貸付金の全部又は一部について、前三項の規定により定められた償還期限を繰り上げ

て償還させることができる。 

（昭六二政二九五・追加、平八政二四八・旧第八項繰上・一部改正） 

６ 法附則第十三項に規定する政令で定める場合は、前項の規定により償還期限を繰り上げて

償還を行つた場合とする。 

（昭六二政二九五・追加、平八政二四八・旧第九項繰上・一部改正） 
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７ 法附則第十五項に規定する政令で定める地域は、次に掲げる地域（第四号及び第五号に掲

げる地域にあつては、地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市の区域を除く。）

とする。 

一 過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項に規定する過疎

地域 

二 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島

振興対策実施地域 

三 奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条に規定する奄美

群島 

四 豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項の規定により指

定された豪雪地帯の全部又は一部を含む市町村の区域 

五 山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指定された振興山

村の区域の全部又は一部を含む市町村の区域 

六 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条第一項に規定す

る小笠原諸島 

七 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定された半島振

興対策実施地域の全部又は一部を含む市町村の区域 

八 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定する離島 

（平八政二四八・追加、平一二政一七五・平一四政一〇二・平二六政一三四・一部

改正） 

附 則 （昭和二七年一〇月八日政令第四三一号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三〇年一一月一七日政令第三〇九号） 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

２ この政令の施行の際現に事業主体が管理している改正前の公営住宅法施行令第一条第四

号に規定する特殊耐火構造の住宅の家賃の限度の算定方法及び処分については、なお従前の

例による。ただし、修繕費の乗率は、百分の一・二とする。 

附 則 （昭和三四年五月三〇日政令第二〇二号） 抄 

１ この政令は、公営住宅法の一部を改正する法律（昭和三十四年法律第百五十九号）の施行

の日（昭和三十四年六月一日）から施行する。ただし、入居者の収入の計算については、昭

和三十四年九月三十日までは、なお従前の例による。 

附 則 （昭和三四年一二月一四日政令第三五八号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三五年六月二七日政令第一七七号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三六年六月二七日政令第二一一号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三六年八月五日政令第二八五号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、法の施行の日（昭和三十六年八月十七日）から施行する。 

附 則 （昭和三六年一一月一〇日政令第三六一号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三七年五月二二日政令第二一四号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、昭和三十七年六月一日から施行する。 

附 則 （昭和三八年四月二五日政令第一四五号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三九年一〇月三〇日政令第三三八号） 

この政令は、公布の日から施行する。 
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附 則 （昭和四〇年三月三一日政令第九九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、昭和四十年四月一日から施行する。 

（その他の政令の一部改正に伴う経過規定の原則） 

第六条 第二章の規定による改正後の政令の規定は、別段の定めがあるものを除き、昭和四十

年分以後の所得税又はこれらの政令の規定に規定する法人の施行日以後に終了する事業年

度分の法人税について適用し、昭和三十九年分以前の所得税又は当該法人の同日前に終了し

た事業年度分の法人税については、なお従前の例による。 

附 則 （昭和四二年五月三一日政令第一〇五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、昭和四十二年六月一日から施行する。 

附 則 （昭和四三年四月二〇日政令第九五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和四三年一〇月一五日政令第三〇七号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、昭和四十三年十二月一日から施行する。ただし、公営住宅法施行令第六条の

二の改正規定及び同令附則第五項の改正規定は、昭和四十四年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和四四年六月一〇日政令第一五二号） 

（施行期日） 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 公営住宅法の一部を改正する法律（昭和四十四年法律第四十一号）による改正前の公営住

宅法第七条第一項又は第八条第一項若しくは第二項の規定により国の補助を受けて建設し

た公営住宅、同法第七条第四項の規定による国の補助に係る土地に公営住宅法の一部を改正

する法律による改正後の公営住宅法第七条第一項又は第八条第一項若しくは第三項の規定

により国の補助を受けて建設する公営住宅及び同法附則第三項の規定により第一種公営住

宅又は第二種公営住宅とみなされる住宅に係る同法第十二条第一項又は第十三条第三項に

規定する月割額のうち地代に相当する額の算出については、なお従前の例による。 

附 則 （昭和四四年六月一三日政令第一五八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（昭和四十四年六月十四日）から施行する。 

附 則 （昭和四四年八月二六日政令第二三二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、公布の日から施行する。 

（地方税法施行令等の一部改正に伴う経過措置） 

第十八条 法附則第四条第一項に規定する市街地改造事業並びに同条第二項に規定する防災

建築街区造成組合、防災建築街区造成事業及び防災建築物に関しては、この政令の附則の規

定による改正後の次に掲げる政令の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

一 略 

二 公営住宅法施行令 

附 則 （昭和四六年二月一日政令第五号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、昭和四十六年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和四七年一二月八日政令第四一五号） 

１ この政令は、昭和四十八年一月一日から施行する。ただし、公営住宅法施行令第一条第三

号、第六条の二第一項及び同条第二項の表、第六条の三第二項並びに附則第五項の改正規定

は、同年四月一日から施行する。 

２ 昭和四十七年十二月三十一日以前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、昭和四十

八年一月一日以後に入居者の決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居
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の申込みをした者に係る公営住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基

準については、この政令による改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の

例による。同法第十六条第一項に規定する事由がある場合において昭和四十七年十二月三十

一日以前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、昭和四十八年一月一日以後に入居者の決

定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者に係る同法第二

条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準についても、同様とする。 

３ 昭和四十八年一月一日から同年三月三十一日までの間において公営住宅の入居者の公募

が開始され、かつ、同年四月一日以後に入居者の決定がされることとなる場合における当該

公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に

規定する収入の基準については、この政令による改正後の公営住宅法施行令第一条第三号の

規定にかかわらず、同年三月三十一日以前に入居者の決定がされることとなる場合における

当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る収入の基準の例による。 

４ 公営住宅法第十六条第一項に規定する事由がある場合において、昭和四十八年一月一日か

ら同年三月三十一日までの間において公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同年四月一日

以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした

者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、この政令

による改正後の公営住宅法施行令第一条第三号の規定にかかわらず、同年三月三十一日以前

に入居者の決定がされることとなる場合における当該公営住宅の入居の申込みをした者に

係る収入の基準の例による。 

附 則 （昭和四八年八月二三日政令第二四一号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和四八年一一月二四日政令第三四六号） 抄 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和四九年一二月二七日政令第三九九号） 

１ この政令は、昭和五十年一月一日から施行する。ただし、第一条中公営住宅法施行令第一

条第三号、第六条の二、第六条の三及び附則第五項の改正規定並びに第二条の規定は、同年

四月一日から施行する。 

２ 昭和四十九年十二月三十一日以前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、昭和五十

年一月一日以後に入居者の決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の

申込みをした者に係る公営住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準

については、第一条の規定による改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前

の例による。同法第十六条第一項に規定する事由がある場合において昭和四十九年十二月三

十一日以前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、昭和五十年一月一日以後に入居者の決

定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者に係る同法第二

条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準についても、同様とする。 

３ 昭和五十年一月一日から同年三月三十一日までの間において公営住宅の入居者の公募が

開始され、かつ、同年四月一日以後に入居者の決定がされることとなる場合における当該公

募に応じて入居の申込みをした者に係る公営住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規

定する収入の基準については、第一条の規定による改正後の公営住宅法施行令第一条第三号

の規定にかかわらず、同年三月三十一日以前に入居者の決定がされることとなる場合におけ

る当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る収入の基準の例による。 

４ 公営住宅法第十六条第一項に規定する事由がある場合において、昭和五十年一月一日から

同年三月三十一日までの間において公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同年四月一日以

後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者

に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、第一条の規

定による改正後の公営住宅法施行令第一条第三号の規定にかかわらず、同年三月三十一日以

前に入居者の決定がされることとなる場合における当該公営住宅の入居の申込みをした者

に係る収入の基準の例による。 

附 則 （昭和五〇年一〇月二四日政令第三〇六号） 抄 

（施行期日） 
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第一条 この政令は、法の施行の日（昭和五十年十一月一日）から施行する。 

附 則 （昭和五二年一月二八日政令第六号） 

１ この政令は、公布の日から施行する。ただし、第一条中公営住宅法施行令第一条第三号、

第六条の二、第六条の三及び附則第五項の改正規定並びに第二条及び第三条の規定は、昭和

五十二年四月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、第一条の規定に

よる改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第十六条第

一項に規定する事由がある場合において、この政令の施行の日前に公営住宅の入居の申込み

がされ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入

居の申込みをした者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準に

ついても、同様とする。 

３ この政令の施行の日から昭和五十二年三月三十一日までの間において公営住宅の入居者

の公募が開始され、かつ、同年四月一日以後に入居者の決定がされることとなる場合におけ

る当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営住宅法第二条第三号及び第十七条第

二号に規定する収入の基準については、第一条の規定による改正後の公営住宅法施行令第一

条第三号の規定にかかわらず、同年三月三十一日以前に入居者の決定がされることとなる場

合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る収入の基準の例による。 

４ 公営住宅法第十六条第一項に規定する事由がある場合において、この政令の施行の日から

昭和五十二年三月三十一日までの間において公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同年四

月一日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込み

をした者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、第

一条の規定による改正後の公営住宅法施行令第一条第三号の規定にかかわらず、同年三月三

十一日以前に入居者の決定がされることとなる場合における当該公営住宅の入居の申込み

をした者に係る収入の基準の例による。 

附 則 （昭和五四年一一月二四日政令第二八三号） 

１ この政令は、公布の日から施行する。ただし、第六条の二、第六条の三第二項及び附則第

五項の改正規定は、昭和五十五年四月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、この政令による

改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第十六条第一項

に規定する事由がある場合において、この政令の施行の日前に公営住宅の入居の申込みがさ

れ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の

申込みをした者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準につい

ても、同様とする。 

３ 公営住宅法第二十一条の二から第二十一条の四までの規定の適用に関する公営住宅の入

居者の収入の計算については、昭和五十五年三月三十一日までの間は、この政令による改正

後の公営住宅法施行令第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 （昭和五五年四月一五日政令第一〇〇号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

ただし、第一条中公営住宅法施行令第四条の二の改正規定は、昭和五十五年十月一日から施

行する。 

附 則 （昭和五五年七月三〇日政令第二〇二号） 

この政令は、昭和五十五年十月一日から施行する。 

附 則 （昭和五七年六月一日政令第一五八号） 

１ この政令は、昭和五十七年八月一日から施行する。ただし、第一条中公営住宅法施行令第

二条及び第六条の四の改正規定並びに第三条の規定は、公布の日から施行する。 
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２ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、この政令による

改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第十六条第一項

に規定する事由がある場合においてこの政令の施行の日前に公営住宅の入居の申込みがさ

れ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の

申込みをした者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準につい

ても、同様とする。 

附 則 （昭和五九年六月二一日政令第二〇九号） 

この政令は、昭和五十九年七月一日から施行する。 

附 則 （昭和六〇年五月一八日政令第一三三号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和六一年四月二二日政令第一二八号） 

１ この政令は、昭和六十一年七月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、この政令による

改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第十六条第一項

に規定する事由がある場合においてこの政令の施行の日前に公営住宅の入居の申込みがさ

れ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の

申込みをした者に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準につい

ても、同様とする。 

附 則 （昭和六二年九月四日政令第二九五号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成元年一月一九日政令第二号） 

この政令は、平成元年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二年一一月九日政令第三二五号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する特別措置法の一部を改正

する法律（平成二年法律第六十二号）の施行の日（平成二年十一月二十日）から施行する。 

附 則 （平成三年一月二二日政令第三号） 

１ この政令は、平成三年四月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準については、この政令による

改正後の公営住宅法施行令の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第十六条第一項

に規定する事由がある場合において同日前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同日以

後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者

に係る同法第二条第三号及び第十七条第二号に規定する収入の基準についても、同様とする。 

附 則 （平成五年六月二三日政令第二〇九号） 

（施行期日） 

１ この政令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成四年法律第八十二号）

の施行の日（平成五年六月二十五日）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第四条第一号及び第三号、第四条の三、第六条の五並びに第七条第一項（同条第

二項において準用する場合を含む。）の規定は、平成五年度以降の年度の予算に係る国の補

助（平成四年度以前の年度における事業の実施により平成五年度以降の年度に支出されるも

の及び平成四年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成五年度以降の年度に支出す

べきものとされたものを除く。）を受けて建設される公営住宅及び共同施設について適用し、
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平成四年度以前の年度における事業の実施により平成五年度以降の年度に支出される国の

補助、平成四年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成五年度以降の年度に支出すべ

きものとされた国の補助又は平成四年度以前の年度の歳出予算に係る国の補助で平成五年

度以降の年度に繰り越されたものを受けて建設される公営住宅及び共同施設については、な

お従前の例による。 

附 則 （平成七年二月一七日政令第二六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成七年七月一日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則 （平成八年八月二三日政令第二四八号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、公営住宅法の一部を改正する法律の施行の日（平成八年八月三十日）から施

行する。 

（経過措置） 

２ 公営住宅法の一部を改正する法律による改正前の公営住宅法の規定に基づいて供給され

た公営住宅又は共同施設については、平成十年三月三十一日までの間は、この政令による改

正前の公営住宅法施行令（次項及び附則第四項において「旧令」という。）第一条第三号、

第四条、第四条の四、第四条の五、第四条の七、第五条、第六条の二から第六条の五まで並

びに附則第三項及び第四項の規定は、なおその効力を有する。 

３ 前項の公営住宅については、旧令第四条の二及び第四条の三の規定は、なおその効力を有

する。この場合において、旧令第四条の二中「国の補助金額」とあるのは「国の補助は、そ

の管理の開始の日から三十年を経過しない公営住宅について行うものとし、その金額」と、

「建設大臣」とあるのは「国土交通大臣」とする。 

（平一二政三一二・平一六政一三九・一部改正） 

４ 附則第二項の公営住宅については、平成十年三月三十一日までの間は、この政令による改

正後の公営住宅法施行令第五条の規定は適用せず、旧令第四条の六第五号中「他の公営住宅

の入居者が世帯構成に異動があつたことにより当該公営住宅に」とあるのは、「現に公営住

宅に入居している者（以下この号において「既存入居者」という。）の同居者の人数に増減

があつたこと又は既存入居者若しくは同居者が加齢、病気等によつて日常生活に身体の機能

上の制限を受ける者となつたことにより、事業主体が入居者を募集しようとしている公営住

宅に当該既存入居者が」として、同条の規定の例による。 

附 則 （平成一一年一一月一〇日政令第三五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一二年三月三一日政令第一七五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一二年六月七日政令第三一二号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平

成十三年一月六日）から施行する。 

附 則 （平成一二年七月一四日政令第三八一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、公布の日から施行する。ただし、第一条第三号及び第六条の改正規定並

びに附則第三条中住宅地区改良法施行令（昭和三十五年政令第百二十八号）第十二条の改正

規定は、平成十二年十月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十二年十月一日において現に公営住宅に入居している者の家賃の算定の基礎と

なる収入の計算については、平成十三年三月三十一日までの間は、この政令による改正後の

公営住宅法施行令（次項において「新令」という。）第一条第三号の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 
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２ 平成十二年九月三十日以前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同年十月一日以

後に入居者の決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした

者に係る公営住宅法第二十三条第二号に規定する収入の基準については、新令第一条第三号

の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第二十二条第一項に規定する事由がある場

合において同年九月三十日以前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同年十月一日以後

に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者に

係る同法第二十三条第二号に規定する収入の基準についても、同様とする。 

附 則 （平成一三年一二月二八日政令第四三六号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一四年二月八日政令第二七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一四年三月三一日政令第一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（平成十四年四月一日）から施行する。 

附 則 （平成一五年一二月一七日政令第五二三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律等の一部を改正

する法律の施行の日（平成十五年十二月十九日）から施行する。 

附 則 （平成一六年三月三一日政令第八六号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一六年四月一日政令第一三九号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一六年一二月二七日政令第四二一号） 

（施行期日） 

１ この政令は、平成十七年一月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この政令の施行の際公営住宅に現に入居している者又は同居している者に老年者（所得税

法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第十四号）第一条の規定による改正前の所得税

法（昭和四十年法律第三十三号）第二条第一項第三十号に規定する老年者をいう。以下同じ。）

がある場合における当該入居者の公営住宅法第十六条第一項に規定する家賃の算定の基礎

となる収入の計算及び同法第二十八条から第三十条までの規定の適用に関する収入の計算

については、平成十九年三月三十一日までの間は、この政令による改正後の公営住宅法施行

令（以下「新令」という。）第一条第三号イからホまでに掲げる額を控除するほか、次の表

の上欄に掲げる期間の区分に応じ、その老年者一人につき同表の下欄に定める額（その老年

者の所得金額が同表の下欄に定める額未満である場合には、当該所得金額）を控除して行う

ものとする。 

この政令の施行の日から平成十七年三月三十一日まで 五十万円 

平成十七年四月一日から平成十八年三月三十一日まで 三十万円 

平成十八年四月一日から平成十九年三月三十一日まで 十五万円 

３ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二十三条第二号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定する収入の計

算については、新令第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第二十二

条第一項に規定する事由がある場合において同日前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、

同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みを

した者に係る同法第二十三条第二号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定す

る収入の計算についても、同様とする。 

附 則 （平成一七年六月二九日政令第二二九号） 抄 

（施行期日） 
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１ この政令は、公布の日から施行する。 

（交付金に関する経過措置） 

２ 公的資金による住宅及び宅地の供給体制の整備のための公営住宅法等の一部を改正する

法律第一条の規定による改正前の公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号。次項におい

て「旧公営住宅法」という。）第四十九条の規定による交付金で平成十六年度以前の年度の

歳出予算に係るもののうち、平成十七年度以降の年度に繰り越されたものの交付については、

なお従前の例による。 

附 則 （平成一七年一〇月二一日政令第三二二号） 

この政令は、民間事業者の能力を活用した市街地の整備を推進するための都市再生特別措置

法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年十月二十四日）から施行する。 

附 則 （平成一七年一二月二日政令第三五七号） 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十八年二月一日から施行する。ただし、第六条第一項第一号の改正

規定、同条第四項第二号の改正規定及び第八条第二項の改正規定は、同年四月一日から施行

する。 

（経過措置） 

第二条 前条ただし書に規定する規定の施行の日（次条において「一部施行日」という。）前

に五十歳以上である者の公営住宅の入居者資格については、この政令による改正後の公営住

宅法施行令（以下「新令」という。）第六条第一項第一号の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

第三条 公営住宅の入居者が一部施行日前に五十歳以上である者であり、かつ、同居者のいず

れもが十八歳未満の者又は一部施行日前に五十歳以上の者である場合における公営住宅法

第二十三条第二号に規定する収入の条件及び同法第二十八条第一項に規定する収入の基準

については、新令第六条第四項第二号及び第八条第一項の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

第四条 新令第八条第二項の規定は、平成十九年度以降の年度の毎月の家賃について適用する。 

第五条 附則第一条ただし書に規定する規定の施行の際公営住宅に現に入居している者でこ

の政令による改正前の公営住宅法施行令第八条第二項に規定する家賃が定められているも

のに係る新令第八条第二項の規定の適用については、同項の表中「法第二十八条第二項の規

定により当該公営住宅の家賃が定められることとなつた年度」とあるのは、「平成十九年度」

とする。 

附 則 （平成一九年一二月二七日政令第三九一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十一年四月一日から施行する。ただし、第二条の改正規定及び次

条の規定は、平成二十年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この政令による改正後の公営住宅法施行令（以下「新令」という。）第二条の規定は、

平成二十一年度以降の年度の公営住宅の毎月の家賃（公営住宅法第十六条第一項本文の規定

による公営住宅の毎月の家賃をいう。以下この条及び次条において同じ。）の算定について

適用し、平成二十年度の公営住宅の毎月の家賃の算定については、なお従前の例による。 

第三条 この政令の施行の際現に公営住宅に入居している者で新令第二条の規定による公営

住宅の毎月の家賃の額（以下この条において「新家賃額」という。）がこの政令の施行の日

前の最終の公営住宅の毎月の家賃の額（以下この条において「旧家賃額」という。）を超え

るものの次の表の上欄に掲げる年度の公営住宅の毎月の家賃は、新令第二条の規定にかかわ

らず、新家賃額から旧家賃額を控除して得た額に同欄に掲げる年度の区分に応じ、それぞれ

同表の下欄に定める率を乗じて得た額に、旧家賃額を加えて得た額とする。 

平成二十一年度 〇・二

平成二十二年度 〇・四

平成二十三年度 〇・六

平成二十四年度 〇・八
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第四条 この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居

者の決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る

公営住宅法第二十三条第二号に規定する収入の条件については、新令第六条第五項の規定に

かかわらず、なお従前の例による。同法第二十二条第一項に規定する事由がある場合におい

て同日前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることと

なるときにおける当該公営住宅の入居の申込みをした者に係る同法第二十三条第二号に規

定する収入の条件についても、同様とする。 

第五条 次に掲げる者に係る公営住宅法第二十八条第一項に規定する収入の基準及び同条第

二項に規定する公営住宅の毎月の家賃の算定方法並びに同法第二十九条第一項に規定する

収入の基準については、平成二十六年三月三十一日までの間は、新令第八条及び第九条の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

一 この政令の施行の際現に公営住宅に入居している者 

二 この政令の施行の日前に公営住宅法第二十四条第一項の規定による申込み又は同法第

四十条第一項の規定による申出がされ、かつ、同日以後に入居者の決定がされることと

なる場合における当該申込み又は申出をした者 

附 則 （平成二〇年三月三一日政令第一一七号） 

この政令は、平成二十年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二二年一二月一五日政令第二四〇号） 

（施行期日） 

１ この政令は、平成二十三年一月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この政令の施行の際現に公営住宅に入居している者の家賃の算定の基礎となる収入の計

算については、平成二十三年三月三十一日までの間は、この政令による改正後の公営住宅法

施行令（次項において「新令」という。）第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

３ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二十三条第二号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定する収入の計

算については、新令第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第二十二

条第一項に規定する事由がある場合において同日前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、

同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みを

した者に係る同法第二十三条第二号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定す

る収入の計算についても、同様とする。 

附 則 （平成二三年八月五日政令第二五二号） 

この政令は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二三年一二月二六日政令第四二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

（公営住宅法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（以下「第一次一括法」という。）第三十二条の規定の施行の日から起算して一

年を超えない期間内において、住宅地区改良法（昭和三十五年法律第八十四号）第二十九条

第一項において準用する第一次一括法第三十二条の規定による改正後の公営住宅法（昭和二

十六年法律第百九十三号。以下「新公営住宅法」という。）第二十三条第一号ロの規定に基

づく条例が制定施行されるまでの間は、改良住宅（住宅地区改良法第二条第六項に規定する

改良住宅をいう。附則第五条において同じ。）の入居者の資格については、住宅地区改良法

第二十九条第一項において準用する新公営住宅法第二十三条の規定にかかわらず、なお従前

の例による。この場合において、住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する第一次

一括法第三十二条の規定による改正前の公営住宅法第二十三条中「次の各号（老人、身体障

害者その他の特に居住の安定を図る必要がある者として政令で定める者（次条第二項におい
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て「老人等」という。）にあつては、第二号及び第三号）」とあるのは、「第二号及び第三

号」とする。 

第三条 第一次一括法第三十二条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内にお

いて、新公営住宅法第二十三条第一号ロの規定に基づく条例が制定施行されるまでの間にお

ける密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成九年法律第四十九号）第

二十条第一項第一号の規定の適用については、同号中「公営住宅法第二十三条各号」とある

のは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成二十三年法律第三十七号）附則第十四条第三項の規定によりなお従前の例

によることとされる場合における同法第三十二条の規定による改正前の公営住宅法第二十

三条第二号及び第三号」とする。 

第四条 第一次一括法第三十二条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内にお

いて、新公営住宅法第二十三条第一号ロの規定に基づく条例が制定施行されるまでの間にお

けるマンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成十四年法律第七十八号）第百十八条

第一項第一号の規定の適用については、同号中「公営住宅法第二十三条各号」とあるのは、

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律（平成二十三年法律第三十七号）附則第十四条第三項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合における同法第三十二条の規定による改正前の公営住宅法第二十三条

第二号及び第三号」とする。 

第五条 第一次一括法第三十二条の規定の施行の日前に公営住宅（公営住宅法第二条第二号に

規定する公営住宅をいう。以下この条において同じ。）又は改良住宅の入居者の公募が開始

され、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入

居の申込みをした者に係る公営住宅又は改良住宅の入居者の資格については、新公営住宅法

第二十三条（住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する場合を含む。）及び第一次

一括法附則第十四条第三項並びに附則第二条の規定にかかわらず、なお従前の例による。新

公営住宅法第二十二条第一項（住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する場合を含

む。）に規定する事由がある場合において同日前に公営住宅又は改良住宅の入居の申込みが

され、かつ、同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅又は改

良住宅の入居の申込みをした者に係る公営住宅又は改良住宅の入居者の資格についても、同

様とする。 

附 則 （平成二六年三月三一日政令第一三四号） 

この政令は、平成二十六年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二七年一〇月一六日政令第三六四号） 

（施行期日） 

１ この政令は、平成二十八年十月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この政令の施行の際現に公営住宅に入居している者の家賃の算定の基礎となる収入の計

算については、平成二十九年三月三十一日までの間は、この政令による改正後の公営住宅法

施行令（次項において「新令」という。）第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

３ この政令の施行の日前に公営住宅の入居者の公募が開始され、かつ、同日以後に入居者の

決定がされることとなる場合における当該公募に応じて入居の申込みをした者に係る公営

住宅法第二十三条第一号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定する収入の計

算については、新令第一条第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。同法第二十二

条第一項に規定する事由がある場合において同日前に公営住宅の入居の申込みがされ、かつ、

同日以後に入居者の決定がされることとなるときにおける当該公営住宅の入居の申込みを

した者に係る同法第二十三条第一号に規定する収入の条件及び新令第七条第五号に規定す

る収入の計算についても、同様とする。 

附 則 （平成二九年七月二一日政令第二〇〇号） 抄 

（施行期日） 



19/19 

第一条 この政令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成二九年七月二六日） 
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○所得税法（抜粋） 

（昭和四十年三月三十一日） 

（法律第三十三号） 

第一編 総則 

第一章 通則 

（趣旨） 

第一条 この法律は、所得税について、納税義務者、課税所得の範囲、税額の計算の方法、申告、

納付及び還付の手続、源泉徴収に関する事項並びにその納税義務の適正な履行を確保するため

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 国内 この法律の施行地をいう。 

二 国外 この法律の施行地外の地域をいう。 

三 居住者 国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて一年以上居所を有する個人をいう。 

四 非永住者 居住者のうち、日本の国籍を有しておらず、かつ、過去十年以内において国内

に住所又は居所を有していた期間の合計が五年以下である個人をいう。 

五 非居住者 居住者以外の個人をいう。 

六 内国法人 国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。 

七 外国法人 内国法人以外の法人をいう。 

八 人格のない社団等 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものをいう。 

八の二 株主等 株主又は合名会社、合資会社若しくは合同会社の社員その他法人の出資者を

いう。 

八の三 法人課税信託 法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第二十九号の二（定義）

に規定する法人課税信託をいう。 

八の四 恒久的施設 次に掲げるものをいう。ただし、我が国が締結した所得に対する租税に

関する二重課税の回避又は脱税の防止のための条約において次に掲げるものと異なる定めが

ある場合には、その条約の適用を受ける非居住者又は外国法人については、その条約におい

て恒久的施設と定められたもの（国内にあるものに限る。）とする。 

イ 非居住者又は外国法人の国内にある支店、工場その他事業を行う一定の場所で政令で定

めるもの 

ロ 非居住者又は外国法人の国内にある建設若しくは据付けの工事又はこれらの指揮監督の

役務の提供を行う場所その他これに準ずるものとして政令で定めるもの 

ハ 非居住者又は外国法人が国内に置く自己のために契約を締結する権限のある者その他こ

れに準ずる者で政令で定めるもの 

九 公社債 公債及び社債（会社以外の法人が特別の法律により発行する債券を含む。）をい

う。 

十 預貯金 預金及び貯金（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。）をいう。 

十一 合同運用信託 信託会社（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律

第四十三号）により同法第一条第一項（兼営の認可）に規定する信託業務を営む同項に規定

する金融機関を含む。）が引き受けた金銭信託で、共同しない多数の委託者の信託財産を合

同して運用するもの（投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）

第二条第二項（定義）に規定する委託者非指図型投資信託及びこれに類する外国投資信託（同

条第二十四項に規定する外国投資信託をいう。第十二号の二及び第十三号において同じ。）

並びに委託者が実質的に多数でないものとして政令で定める信託を除く。）をいう。 

十二 貸付信託 貸付信託法（昭和二十七年法律第百九十五号）第二条第一項（定義）に規定

する貸付信託をいう。 

十二の二 投資信託 投資信託及び投資法人に関する法律第二条第三項に規定する投資信託及

び外国投資信託をいう。 

十三 証券投資信託 投資信託及び投資法人に関する法律第二条第四項に規定する証券投資信

託及びこれに類する外国投資信託をいう。 
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十四 オープン型の証券投資信託 証券投資信託のうち、元本の追加信託をすることができる

ものをいう。 

十五 公社債投資信託 証券投資信託のうち、その信託財産を公社債に対する投資として運用

することを目的とするもので、株式（投資信託及び投資法人に関する法律第二条第十四項に

規定する投資口を含む。第二十四条（配当所得）、第二十五条（配当等とみなす金額）、第

五十七条の四第三項（株式交換等に係る譲渡所得等の特例）、第百七十六条第一項及び第二

項（信託財産に係る利子等の課税の特例）、第二百二十四条の三第二項第一号（株式等の譲

渡の対価の受領者の告知）並びに第二百二十五条第一項第二号（支払調書及び支払通知書）

において同じ。）又は出資に対する投資として運用しないものをいう。 

十五の二 公社債等運用投資信託 証券投資信託以外の投資信託のうち、信託財産として受け

入れた金銭を公社債等（公社債、手形、指名金銭債権（指名債権であつて金銭の支払を目的

とするものをいう。）その他の政令で定める資産をいう。）に対して運用するものとして政

令で定めるものをいう。 

十五の三 公募公社債等運用投資信託 その設定に係る受益権の募集が公募（金融商品取引法

（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第三項（定義）に規定する取得勧誘のうち同項第一

号に掲げる場合に該当するものとして政令で定めるものをいう。）により行われた公社債等

運用投資信託（法人税法第二条第二十九号ロ(２)に掲げる投資信託に該当するものに限る。）

をいう。 

十五の四 特定目的信託 資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）第二条第十三

項（定義）に規定する特定目的信託をいう。 

十五の五 特定受益証券発行信託 法人税法第二条第二十九号ハに規定する特定受益証券発行

信託をいう。 

十六 棚卸資産 事業所得を生ずべき事業に係る商品、製品、半製品、仕掛品、原材料その他

の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚卸しをすべきものとして政令で定めるものをいう。 

十七 有価証券 金融商品取引法第二条第一項に規定する有価証券その他これに準ずるもので

政令で定めるものをいう。 

十八 固定資産 土地（土地の上に存する権利を含む。）、減価償却資産、電話加入権その他

の資産（山林を除く。）で政令で定めるものをいう。 

十九 減価償却資産 不動産所得若しくは雑所得の基因となり、又は不動産所得、事業所得、

山林所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供される建物、構築物、機械及び装置、船舶、

車両及び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令

で定めるものをいう。 

二十 繰延資産 不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務に関し個人が支

出する費用のうち支出の効果がその支出の日以後一年以上に及ぶもので政令で定めるものを

いう。 

二十一 各種所得 第二編第二章第二節第一款（所得の種類及び各種所得の金額）に規定する

利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、

一時所得及び雑所得をいう。 

二十二 各種所得の金額 第二編第二章第二節第一款に規定する利子所得の金額、配当所得の

金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得の金額、退職所得の金額、山林所得の

金額、譲渡所得の金額、一時所得の金額及び雑所得の金額をいう。 

二十三 変動所得 漁獲から生ずる所得、著作権の使用料に係る所得その他の所得で年々の変

動の著しいもののうち政令で定めるものをいう。 

二十四 臨時所得 役務の提供を約することにより一時に取得する契約金に係る所得その他の

所得で臨時に発生するもののうち政令で定めるものをいう。 

二十五 純損失の金額 第六十九条第一項（損益通算）に規定する損失の金額のうち同条の規

定を適用してもなお控除しきれない部分の金額をいう。 

二十六 雑損失の金額 第七十二条第一項（雑損控除）に規定する損失の金額の合計額が同項

各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に掲げる金額を超える場合におけるその超える部分

の金額をいう。 
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二十七 災害 震災、風水害、火災その他政令で定める災害をいう。 

二十八 障害者 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者、失明者その他

の精神又は身体に障害がある者で政令で定めるものをいう。 

二十九 特別障害者 障害者のうち、精神又は身体に重度の障害がある者で政令で定めるもの

をいう。 

三十 寡婦 次に掲げる者をいう。 

イ 夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもののうち、扶養親族その他その者と生計を一にする親族で政令で定め

るものを有するもの 

ロ イに掲げる者のほか、夫と死別した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもののうち、第七十条（純損失の繰越控除）及び第七十一条（雑損失の

繰越控除）の規定を適用しないで計算した場合における第二十二条（課税標準）に規定す

る総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額（以下この条において「合計所得

金額」という。）が五百万円以下であるもの 

三十一 寡夫 妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明ら

かでない者で政令で定めるもののうち、その者と生計を一にする親族で政令で定めるものを

有し、かつ、合計所得金額が五百万円以下であるものをいう。 

三十二 勤労学生 次に掲げる者で、自己の勤労に基づいて得た事業所得、給与所得、退職所

得又は雑所得（以下この号において「給与所得等」という。）を有するもののうち、合計所

得金額が六十五万円以下であり、かつ、合計所得金額のうち給与所得等以外の所得に係る部

分の金額が十万円以下であるものをいう。 

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条（学校の範囲）に規定する学校の学

生、生徒又は児童 

ロ 国、地方公共団体又は私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条（定義）に

規定する学校法人、同法第六十四条第四項（私立専修学校及び私立各種学校）の規定によ

り設立された法人若しくはこれらに準ずるものとして政令で定める者の設置した学校教育

法第百二十四条（専修学校）に規定する専修学校又は同法第百三十四条第一項（各種学校）

に規定する各種学校の生徒で政令で定める課程を履修するもの 

ハ 職業訓練法人の行う職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第二十四条第

三項（職業訓練の認定）に規定する認定職業訓練を受ける者で政令で定める課程を履修す

るもの 

三十三 同一生計配偶者 居住者の配偶者でその居住者と生計を一にするもの（第五十七条第

一項（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等）に規定する青色事業専従者に該

当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第三項に規定する事業専従者

に該当するもの（第三十三号の四において「青色事業専従者等」という。）を除く。）のう

ち、合計所得金額が三十八万円以下である者をいう。 

三十三の二 控除対象配偶者 同一生計配偶者のうち、合計所得金額が千万円以下である居住

者の配偶者をいう。 

三十三の三 老人控除対象配偶者 控除対象配偶者のうち、年齢七十歳以上の者をいう。 

三十三の四 源泉控除対象配偶者 居住者（合計所得金額が九百万円以下であるものに限る。）

の配偶者でその居住者と生計を一にするもの（青色事業専従者等を除く。）のうち、合計所

得金額が八十五万円以下である者をいう。 

三十四 扶養親族 居住者の親族（その居住者の配偶者を除く。）並びに児童福祉法（昭和二

十二年法律第百六十四号）第二十七条第一項第三号（都道府県の採るべき措置）の規定によ

り同法第六条の四（定義）に規定する里親に委託された児童及び老人福祉法（昭和三十八年

法律第百三十三号）第十一条第一項第三号（市町村の採るべき措置）の規定により同号に規

定する養護受託者に委託された老人でその居住者と生計を一にするもの（第五十七条第一項

に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同

条第三項に規定する事業専従者に該当するものを除く。）のうち、合計所得金額が三十八万

円以下である者をいう。 
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三十四の二 控除対象扶養親族 扶養親族のうち、年齢十六歳以上の者をいう。 

三十四の三 特定扶養親族 控除対象扶養親族のうち、年齢十九歳以上二十三歳未満の者をい

う。 

三十四の四 老人扶養親族 控除対象扶養親族のうち、年齢七十歳以上の者をいう。 

三十五 特別農業所得者 その年において農業所得（米、麦、たばこ、果実、野菜若しくは花

の生産若しくは栽培又は養蚕に係る事業その他これに類するものとして政令で定める事業か

ら生ずる所得をいう。以下この号において同じ。）の金額が総所得金額の十分の七に相当す

る金額を超え、かつ、その年九月一日以後に生ずる農業所得の金額がその年中の農業所得の

金額の十分の七を超える者をいう。 

三十六 予定納税額 第百四条第一項（予定納税額の納付）又は第百七条第一項（特別農業所

得者の予定納税額の納付）（これらの規定を第百六十六条（申告、納付及び還付）において

準用する場合を含む。）の規定により納付すべき所得税の額をいう。 

三十七 確定申告書 第二編第五章第二節第一款及び第二款（確定申告）（第百六十六条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による申告書（当該申告書に係る期限後申告書を含む。）

をいう。 

三十八 期限後申告書 国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第十八条第二項（期限後

申告）に規定する期限後申告書をいう。 

三十九 修正申告書 国税通則法第十九条第三項（修正申告）に規定する修正申告書をいう。 

四十 青色申告書 第百四十三条（青色申告）（第百六十六条において準用する場合を含む。）

の規定により青色の申告書によつて提出する確定申告書及び確定申告書に係る修正申告書を

いう。 

四十の二 更正請求書 国税通則法第二十三条第三項（更正の請求）に規定する更正請求書を

いう。 

四十一 確定申告期限 第百二十条第一項（確定所得申告）（第百六十六条において準用する

場合を含む。）の規定による申告書の提出期限をいい、年の中途において死亡し、又は出国

をした場合には、第百二十五条第一項（年の中途で死亡した場合の確定申告）又は第百二十

七条第一項（年の中途で出国をする場合の確定申告）（これらの規定を第百六十六条におい

て準用する場合を含む。）の規定による申告書の提出期限をいう。 

四十二 出国 居住者については、国税通則法第百十七条第二項（納税管理人）の規定による

納税管理人の届出をしないで国内に住所及び居所を有しないこととなることをいい、非居住

者については、同項の規定による納税管理人の届出をしないで国内に居所を有しないことと

なること（国内に居所を有しない非居住者で恒久的施設を有するものについては、恒久的施

設を有しないこととなることとし、国内に居所を有しない非居住者で恒久的施設を有しない

ものについては、国内において行う第百六十一条第一項第六号（国内源泉所得）に規定する

事業を廃止することとする。）をいう。 

四十三 更正 国税通則法第二十四条（更正）又は第二十六条（再更正）の規定による更正を

いう。 

四十四 決定 第十九条（納税地指定の処分の取消しがあつた場合の申告等の効力）、第百五

十一条の四（相続により取得した有価証券等の取得費の額に変更があつた場合等の修正申告

の特例）、第百五十九条（更正等又は決定による源泉徴収税額等の還付）及び第百六十条（更

正等又は決定による予納税額の還付）の場合を除き、国税通則法第二十五条（決定）の規定

による決定をいう。 

四十五 源泉徴収 第四編第一章から第六章まで（源泉徴収）の規定により所得税を徴収し及

び納付することをいう。 

四十六 附帯税 国税通則法第二条第四号（定義）に規定する附帯税をいう。 

四十七 充当 第百九十条（年末調整）及び第百九十一条（過納額の還付）の場合を除き、国

税通則法第五十七条第一項（充当）の規定による充当をいう。 

四十八 還付加算金 国税通則法第五十八条第一項（還付加算金）に規定する還付加算金をい

う。 

２ この法律において、「相続人」には、包括受遺者を含むものとし、「被相続人」には、包括遺
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贈者を含むものとする。 

（昭四一法三一・昭四二法二〇・昭四二法一一六・昭四三法二一・昭四四法一四・昭四

五法八・昭四五法三六・昭四六法一八・昭四六法一一三・昭四七法七六・昭四八法八・

昭四九法一五・昭五〇法一三・昭五〇法五九・昭五二法一四・昭五五法八・昭五六法一

一・昭五九法五・昭六〇法七・昭六〇法五六・昭六一法一〇九・昭六二法九六・昭六三

法一〇九・平二法一二・平二法五八・平四法八七・平六法一〇九・平一〇法一〇六・平

一〇法一〇七・平一一法一〇・平一一法一五一・平一二法九七・平一三法七五・平一五

法八・平一六法一四・平一六法一五三・平一八法一〇・平一九法六・平一九法九六・平

二〇法八五・平二二法六・平二二法七一・平二三法八二・平二三法一一四・平二六法一

〇・平二八法一五・平二八法六三・平二九法四・平三〇法七・一部改正） 

 

 

第三条～第二十条 省略 

 

 

第二編 居住者の納税義務 

第一章 通則 

（所得税額の計算の順序） 

第二十一条 居住者に対して課する所得税の額は、次に定める順序により計算する。 

一 次章第二節（各種所得の金額の計算）の規定により、その所得を利子所得、配当所得、不

動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得又は雑所得に区

分し、これらの所得ごとに所得の金額を計算する。 

二 前号の所得の金額を基礎として、次条及び次章第三節（損益通算及び損失の繰越控除）の

規定により同条に規定する総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額を計算する。 

三 次章第四節（所得控除）の規定により前号の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額

から基礎控除その他の控除をして第八十九条第二項（税率）に規定する課税総所得金額、課

税退職所得金額又は課税山林所得金額を計算する。 

四 前号の課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額を基礎として、第三章第

一節（税率）の規定により所得税の額を計算する。 

五 第三章第二節（税額控除）の規定により配当控除及び外国税額控除を受ける場合には、前

号の所得税の額に相当する金額からその控除をした後の金額をもつて所得税の額とする。 

２ 前項の場合において、居住者が第四章（税額の計算の特例）の規定に該当するときは、その者

に対して課する所得税の額については、同章に定めるところによる。 

（昭四二法二〇・一部改正） 

第二章 課税標準及びその計算並びに所得控除 

第一節 課税標準 

（課税標準） 

第二十二条 居住者に対して課する所得税の課税標準は、総所得金額、退職所得金額及び山林所得

金額とする。 

２ 総所得金額は、次節（各種所得の金額の計算）の規定により計算した次に掲げる金額の合計額

（第七十条第一項若しくは第二項（純損失の繰越控除）又は第七十一条第一項（雑損失の繰越

控除）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）とする。 

一 利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得の金額、

譲渡所得の金額（第三十三条第三項第一号（譲渡所得の金額の計算）に掲げる所得に係る部

分の金額に限る。）及び雑所得の金額（これらの金額につき第六十九条（損益通算）の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）の合計額 

二 譲渡所得の金額（第三十三条第三項第二号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）及び

一時所得の金額（これらの金額につき第六十九条の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）の合計額の二分の一に相当する金額 

３ 退職所得金額又は山林所得金額は、それぞれ次節の規定により計算した退職所得の金額又は山
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林所得の金額（これらの金額につき第六十九条から第七十一条までの規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）とする。 

第二節 各種所得の金額の計算 

第一款 所得の種類及び各種所得の金額 

（利子所得） 

第二十三条 利子所得とは、公社債及び預貯金の利子（公社債で元本に係る部分と利子に係る部分

とに分離されてそれぞれ独立して取引されるもののうち、当該利子に係る部分であつた公社債

に係るものを除く。）並びに合同運用信託、公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託の

収益の分配（以下この条において「利子等」という。）に係る所得をいう。 

２ 利子所得の金額は、その年中の利子等の収入金額とする。 

（平一二法九七・平一四法六五・平一六法八八・平二五法五・一部改正） 

（配当所得） 

第二十四条 配当所得とは、法人（法人税法第二条第六号（定義）に規定する公益法人等及び人格

のない社団等を除く。）から受ける剰余金の配当（株式又は出資（公募公社債等運用投資信託

以外の公社債等運用投資信託の受益権及び社債的受益権を含む。次条において同じ。）に係る

ものに限るものとし、資本剰余金の額の減少に伴うもの並びに分割型分割（同法第二条第十二

号の九に規定する分割型分割をいい、法人課税信託に係る信託の分割を含む。以下この項及び

次条において同じ。）によるもの及び株式分配（同法第二条第十二号の十五の二に規定する株

式分配をいう。以下この項及び次条において同じ。）を除く。）、利益の配当（資産の流動化

に関する法律第百十五条第一項（中間配当）に規定する金銭の分配を含むものとし、分割型分

割によるもの及び株式分配を除く。）、剰余金の分配（出資に係るものに限る。）、投資信託

及び投資法人に関する法律第百三十七条（金銭の分配）の金銭の分配（出資総額等の減少に伴

う金銭の分配として財務省令で定めるもの（次条第一項第四号において「出資等減少分配」と

いう。）を除く。）、基金利息（保険業法第五十五条第一項（基金利息の支払等の制限）に規

定する基金利息をいう。）並びに投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を

除く。）及び特定受益証券発行信託の収益の分配（法人税法第二条第十二号の十五に規定する

適格現物分配に係るものを除く。以下この条において「配当等」という。）に係る所得をいう。 

２ 配当所得の金額は、その年中の配当等の収入金額とする。ただし、株式その他配当所得を生ず

べき元本を取得するために要した負債の利子（事業所得又は雑所得の基因となつた有価証券を

取得するために要した負債の利子を除く。以下この項において同じ。）でその年中に支払うも

のがある場合は、当該収入金額から、その支払う負債の利子の額のうちその年においてその元

本を有していた期間に対応する部分の金額として政令で定めるところにより計算した金額の合

計額を控除した金額とする。 

（昭四一法三一・昭五〇法一三・昭六二法九六・昭六三法一〇九・平七法一〇六・平一

二法九七・平一八法一〇・平一九法六・平二二法六・平二七法九・平二九法四・一部改

正） 

（配当等とみなす金額） 

第二十五条 法人（法人税法第二条第六号（定義）に規定する公益法人等及び人格のない社団等を

除く。以下この項において同じ。）の株主等が当該法人の次に掲げる事由により金銭その他の

資産の交付を受けた場合において、その金銭の額及び金銭以外の資産の価額（同条第十二号の

十五に規定する適格現物分配に係る資産にあつては、当該法人のその交付の直前の当該資産の

帳簿価額に相当する金額）の合計額が当該法人の同条第十六号に規定する資本金等の額又は同

条第十七号の二に規定する連結個別資本金等の額のうちその交付の基因となつた当該法人の株

式又は出資に対応する部分の金額を超えるときは、この法律の規定の適用については、その超

える部分の金額に係る金銭その他の資産は、前条第一項に規定する剰余金の配当、利益の配当、

剰余金の分配又は金銭の分配とみなす。 

一 当該法人の合併（法人課税信託に係る信託の併合を含むものとし、法人税法第二条第十二

号の八に規定する適格合併を除く。） 

二 当該法人の分割型分割（法人税法第二条第十二号の十二に規定する適格分割型分割を除く。） 

三 当該法人の株式分配（法人税法第二条第十二号の十五の三に規定する適格株式分配を除く。） 
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四 当該法人の資本の払戻し（株式に係る剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うものに

限る。）のうち分割型分割によるもの及び株式分配以外のもの並びに出資等減少分配をいう。）

又は当該法人の解散による残余財産の分配 

五 当該法人の自己の株式又は出資の取得（金融商品取引法第二条第十六項（定義）に規定す

る金融商品取引所の開設する市場における購入による取得その他の政令で定める取得及び第

五十七条の四第三項第一号から第三号まで（株式交換等に係る譲渡所得等の特例）に掲げる

株式又は出資の同項に規定する場合に該当する場合における取得を除く。） 

六 当該法人の出資の消却（取得した出資について行うものを除く。）、当該法人の出資の払

戻し、当該法人からの社員その他の出資者の退社若しくは脱退による持分の払戻し又は当該

法人の株式若しくは出資を当該法人が取得することなく消滅させること。 

七 当該法人の組織変更（当該組織変更に際して当該組織変更をした当該法人の株式又は出資

以外の資産を交付したものに限る。） 

２ 合併法人（法人税法第二条第十二号に規定する合併法人をいう。以下この項において同じ。）

又は分割法人（同条第十二号の二に規定する分割法人をいう。以下この項において同じ。）が

被合併法人（同条第十一号に規定する被合併法人をいう。）の株主等又は当該分割法人の株主

等に対し合併又は分割型分割により株式（出資を含む。以下この項において同じ。）その他の

資産の交付をしなかつた場合においても、当該合併又は分割型分割が合併法人又は分割承継法

人（同条第十二号の三に規定する分割承継法人をいう。以下この項において同じ。）の株式の

交付が省略されたと認められる合併又は分割型分割として政令で定めるものに該当するときは、

政令で定めるところによりこれらの株主等が当該合併法人又は分割承継法人の株式の交付を受

けたものとみなして、前項の規定を適用する。 

３ 第一項に規定する株式又は出資に対応する部分の金額の計算の方法その他前二項の規定の適

用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四二法二〇・平五法四四・平一三法六・平一三法八〇・平一四法七九・平一五法五

四・平一八法一〇・平一九法六・平二二法六・平二七法九・平二九法四・平三〇法七・

一部改正） 

（不動産所得） 

第二十六条 不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、船舶又は航空機（以下この項に

おいて「不動産等」という。）の貸付け（地上権又は永小作権の設定その他他人に不動産等を

使用させることを含む。）による所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をい

う。 

２ 不動産所得の金額は、その年中の不動産所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額と

する。 

（事業所得） 

第二十七条 事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他の事業で政

令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。 

２ 事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする。 

（給与所得） 

第二十八条 給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与（以

下この条において「給与等」という。）に係る所得をいう。 

２ 給与所得の金額は、その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額とする。 

３ 前項に規定する給与所得控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額

とする。 

一 前項に規定する収入金額が百八十万円以下である場合 当該収入金額の百分の四十に相当

する金額（当該金額が六十五万円に満たない場合には、六十五万円） 

二 前項に規定する収入金額が百八十万円を超え三百六十万円以下である場合 七十二万円と

当該収入金額から百八十万円を控除した金額の百分の三十に相当する金額との合計額 

三 前項に規定する収入金額が三百六十万円を超え六百六十万円以下である場合 百二十六万

円と当該収入金額から三百六十万円を控除した金額の百分の二十に相当する金額との合計額 

四 前項に規定する収入金額が六百六十万円を超え千万円以下である場合 百八十六万円と当
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該収入金額から六百六十万円を控除した金額の百分の十に相当する金額との合計額 

五 前項に規定する収入金額が千万円を超える場合 二百二十万円 

４ その年中の給与等の収入金額が六百六十万円未満である場合には、当該給与等に係る給与所得

の金額は、前二項の規定にかかわらず、当該収入金額を別表第五の給与等の金額として、同表

により当該金額に応じて求めた同表の給与所得控除後の給与等の金額に相当する金額とする。 

（昭四一法三一・昭四二法二〇・昭四三法二一・昭四四法一四・昭四五法三六・昭四六

法一八・昭四八法八・昭四九法一五・昭五五法八・昭五九法五・昭六二法九六・昭六三

法一〇九・平元法六八・平六法一〇九・平二四法一六・平二六法一〇・一部改正） 

第二十九条 削除 

（昭六二法九六） 

（退職所得） 

第三十条 退職所得とは、退職手当、一時恩給その他の退職により一時に受ける給与及びこれらの

性質を有する給与（以下この条において「退職手当等」という。）に係る所得をいう。 

２ 退職所得の金額は、その年中の退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した残額の二

分の一に相当する金額（当該退職手当等が特定役員退職手当等である場合には、退職手当等の

収入金額から退職所得控除額を控除した残額に相当する金額）とする。 

３ 前項に規定する退職所得控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額

とする。 

一 政令で定める勤続年数（以下この項及び第六項において「勤続年数」という。）が二十年

以下である場合 四十万円に当該勤続年数を乗じて計算した金額 

二 勤続年数が二十年を超える場合 八百万円と七十万円に当該勤続年数から二十年を控除し

た年数を乗じて計算した金額との合計額 

４ 第二項に規定する特定役員退職手当等とは、退職手当等のうち、役員等（次に掲げる者をいう。）

としての政令で定める勤続年数（以下この項及び第六項において「役員等勤続年数」という。）

が五年以下である者が、退職手当等の支払をする者から当該役員等勤続年数に対応する退職手

当等として支払を受けるものをいう。 

一 法人税法第二条第十五号（定義）に規定する役員 

二 国会議員及び地方公共団体の議会の議員 

三 国家公務員及び地方公務員 

５ 次の各号に掲げる場合に該当するときは、第二項に規定する退職所得控除額は、第三項の規定

にかかわらず、当該各号に定める金額とする。 

一 その年の前年以前に他の退職手当等の支払を受けている場合で政令で定める場合 第三項

の規定により計算した金額から、当該他の退職手当等につき政令で定めるところにより同項

の規定に準じて計算した金額を控除した金額 

二 第三項及び前号の規定により計算した金額が八十万円に満たない場合（次号に該当する場

合を除く。） 八十万円 

三 障害者になつたことに直接基因して退職したと認められる場合で政令で定める場合 第三

項及び第一号の規定により計算した金額（当該金額が八十万円に満たない場合には、八十万

円）に百万円を加算した金額 

６ その年中に第四項に規定する特定役員退職手当等と特定役員退職手当等以外の退職手当等が

あり、当該特定役員退職手当等に係る役員等勤続年数と特定役員退職手当等以外の退職手当等

に係る勤続年数の重複している期間がある場合の退職所得の金額の計算については、政令で定

める。 

（昭四二法二〇・昭四五法三六・昭四八法八・昭四九法一五・昭五〇法一三・昭六三法

一〇九・平二四法一六・一部改正） 

（退職手当等とみなす一時金） 

第三十一条 次に掲げる一時金は、この法律の規定の適用については、前条第一項に規定する退職

手当等とみなす。 

一 国民年金法、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）、国家公務員共済組合法（昭

和三十三年法律第百二十八号）、地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）、
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私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）及び独立行政法人農業者年金基

金法（平成十四年法律第百二十七号）の規定に基づく一時金その他これらの法律の規定によ

る社会保険又は共済に関する制度に類する制度に基づく一時金（これに類する給付を含む。

以下この条において同じ。）で政令で定めるもの 

二 石炭鉱業年金基金法（昭和四十二年法律第百三十五号）の規定に基づく一時金で同法第十

六条第一項（坑内員に関する給付）又は第十八条第一項（坑外員に関する給付）に規定する

坑内員又は坑外員の退職に基因して支払われるものその他同法の規定による社会保険に関す

る制度に類する制度に基づく一時金で政令で定めるもの 

三 確定給付企業年金法（平成十三年法律第五十号）の規定に基づいて支給を受ける一時金で

同法第二十五条第一項（加入者）に規定する加入者の退職により支払われるもの（同法第三

条第一項（確定給付企業年金の実施）に規定する確定給付企業年金に係る規約に基づいて拠

出された掛金のうちに当該加入者の負担した金額がある場合には、その一時金の額からその

負担した金額を控除した金額に相当する部分に限る。）その他これに類する一時金として政

令で定めるもの 

（昭六二法九六・平六法九五・平八法八二・平九法四八・平一三法五〇・平一三法一〇

一・平一五法八・平一六法一〇四・平二五法六三・一部改正） 

（山林所得） 

第三十二条 山林所得とは、山林の伐採又は譲渡による所得をいう。 

２ 山林をその取得の日以後五年以内に伐採し又は譲渡することによる所得は、山林所得に含まれ

ないものとする。 

３ 山林所得の金額は、その年中の山林所得に係る総収入金額から必要経費を控除し、その残額か

ら山林所得の特別控除額を控除した金額とする。 

４ 前項に規定する山林所得の特別控除額は、五十万円（同項に規定する残額が五十万円に満たな

い場合には、当該残額）とする。 

（昭四二法二〇・昭四四法一四・昭四六法一八・昭五〇法一三・一部改正） 

（譲渡所得） 

第三十三条 譲渡所得とは、資産の譲渡（建物又は構築物の所有を目的とする地上権又は賃借権の

設定その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で政令で定めるものを含む。以下こ

の条において同じ。）による所得をいう。 

２ 次に掲げる所得は、譲渡所得に含まれないものとする。 

一 たな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の譲渡その他営利を目

的として継続的に行なわれる資産の譲渡による所得 

二 前号に該当するもののほか、山林の伐採又は譲渡による所得 

３ 譲渡所得の金額は、次の各号に掲げる所得につき、それぞれその年中の当該所得に係る総収入

金額から当該所得の基因となつた資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額

を控除し、その残額の合計額（当該各号のうちいずれかの号に掲げる所得に係る総収入金額が

当該所得の基因となつた資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額に満たな

い場合には、その不足額に相当する金額を他の号に掲げる所得に係る残額から控除した金額。

以下この条において「譲渡益」という。）から譲渡所得の特別控除額を控除した金額とする。 

一 資産の譲渡（前項の規定に該当するものを除く。次号において同じ。）でその資産の取得

の日以後五年以内にされたものによる所得（政令で定めるものを除く。） 

二 資産の譲渡による所得で前号に掲げる所得以外のもの 

４ 前項に規定する譲渡所得の特別控除額は、五十万円（譲渡益が五十万円に満たない場合には、

当該譲渡益）とする。 

５ 第三項の規定により譲渡益から同項に規定する譲渡所得の特別控除額を控除する場合には、ま

ず、当該譲渡益のうち同項第一号に掲げる所得に係る部分の金額から控除するものとする。 

（昭四二法二〇・昭四四法一四・昭四六法一八・昭五〇法一三・一部改正） 

（一時所得） 

第三十四条 一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、

山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の
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一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう。 

２ 一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその収入を得るために支出した

金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した

金額に限る。）の合計額を控除し、その残額から一時所得の特別控除額を控除した金額とする。 

３ 前項に規定する一時所得の特別控除額は、五十万円（同項に規定する残額が五十万円に満たな

い場合には、当該残額）とする。 

（昭四二法二〇・昭四六法一八・昭五〇法一三・一部改正） 

（雑所得） 

第三十五条 雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山

林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

２ 雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。 

一 その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除した残額 

二 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費を控

除した金額 

３ 前項に規定する公的年金等とは、次に掲げる年金をいう。 

一 第三十一条第一号及び第二号（退職手当等とみなす一時金）に規定する法律の規定に基づ

く年金その他同条第一号及び第二号に規定する制度に基づく年金（これに類する給付を含む。

第三号において同じ。）で政令で定めるもの 

二 恩給（一時恩給を除く。）及び過去の勤務に基づき使用者であつた者から支給される年金 

三 確定給付企業年金法の規定に基づいて支給を受ける年金（第三十一条第三号に規定する規

約に基づいて拠出された掛金のうちにその年金が支給される同法第二十五条第一項（加入者）

に規定する加入者（同項に規定する加入者であつた者を含む。）の負担した金額がある場合

には、その年金の額からその負担した金額のうちその年金の額に対応するものとして政令で

定めるところにより計算した金額を控除した金額に相当する部分に限る。）その他これに類

する年金として政令で定めるもの 

４ 第二項に規定する公的年金等控除額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。ただし、当該

合計額が七十万円に満たないときは、七十万円とする。 

一 五十万円 

二 その年中の公的年金等の収入金額から前号に掲げる金額を控除した残額の次に掲げる場合

の区分に応じそれぞれ次に掲げる金額 

イ 当該残額が三百六十万円以下である場合 当該残額の百分の二十五に相当する金額 

ロ 当該残額が三百六十万円を超え、七百二十万円以下である場合 九十万円と当該残額か

ら三百六十万円を控除した金額の百分の十五に相当する金額との合計額 

ハ 当該残額が七百二十万円を超える場合 百四十四万円と当該残額から七百二十万円を控

除した金額の百分の五に相当する金額との合計額 

（昭六二法九六・平二法一二・平一三法五〇・平一六法一四・平二五法六三・一部改正） 

第二款 所得金額の計算の通則 

（収入金額） 

第三十六条 その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入金額に算入す

べき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき金額（金銭以外の物又

は権利その他経済的な利益をもつて収入する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済

的な利益の価額）とする。 

２ 前項の金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額は、当該物若しくは権利を取得し、又

は当該利益を享受する時における価額とする。 

３ 無記名の公社債の利子、無記名の株式（無記名の公募公社債等運用投資信託以外の公社債等運

用投資信託の受益証券及び無記名の社債的受益権に係る受益証券を含む。第百六十九条第二号

（分離課税に係る所得税の課税標準）、第二百二十四条第一項及び第二項（利子、配当等の受

領者の告知）並びに第二百二十五条第一項及び第二項（支払調書及び支払通知書）において「無

記名株式等」という。）の剰余金の配当（第二十四条第一項（配当所得）に規定する剰余金の

配当をいう。）又は無記名の貸付信託、投資信託若しくは特定受益証券発行信託の受益証券に
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係る収益の分配については、その年分の利子所得の金額又は配当所得の金額の計算上収入金額

とすべき金額は、第一項の規定にかかわらず、その年において支払を受けた金額とする。 

（昭五〇法一三・平一二法九七・平一八法一〇・平一九法六・平二八法一五・一部改正） 

（必要経費） 

第三十七条 その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得の金額及

び雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所得の金額のうち第三十五条第

三項（公的年金等の定義）に規定する公的年金等に係るものを除く。）の計算上必要経費に算

入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に係る売上原価そ

の他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費

その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において

債務の確定しないものを除く。）の額とする。 

２ 山林につきその年分の事業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に

算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その山林の植林費、取得に要した費用、管

理費、伐採費その他その山林の育成又は譲渡に要した費用（償却費以外の費用でその年におい

て債務の確定しないものを除く。）の額とする。 

（昭六二法九六・一部改正） 

（譲渡所得の金額の計算上控除する取得費） 

第三十八条 譲渡所得の金額の計算上控除する資産の取得費は、別段の定めがあるものを除き、そ

の資産の取得に要した金額並びに設備費及び改良費の額の合計額とする。 

２ 譲渡所得の基因となる資産が家屋その他使用又は期間の経過により減価する資産である場合

には、前項に規定する資産の取得費は、同項に規定する合計額に相当する金額から、その取得

の日から譲渡の日までの期間のうち次の各号に掲げる期間の区分に応じ当該各号に掲げる金額

の合計額を控除した金額とする。 

一 その資産が不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務の用に供されてい

た期間 第四十九条第一項（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法）の規定によ

り当該期間内の日の属する各年分の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又

は雑所得の金額の計算上必要経費に算入されるその資産の償却費の額の累積額 

二 前号に掲げる期間以外の期間 第四十九条第一項の規定に準じて政令で定めるところによ

り計算したその資産の当該期間に係る減価の額 

第三款 収入金額の計算 

（たな卸資産等の自家消費の場合の総収入金額算入） 

第三十九条 居住者がたな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）を家事の

ために消費した場合又は山林を伐採して家事のために消費した場合には、その消費した時にお

けるこれらの資産の価額に相当する金額は、その者のその消費した日の属する年分の事業所得

の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

（たな卸資産の贈与等の場合の総収入金額算入） 

第四十条 次の各号に掲げる事由により居住者の有するたな卸資産（事業所得の基因となる山林そ

の他たな卸資産に準ずる資産として政令で定めるものを含む。以下この条において同じ。）の

移転があつた場合には、当該各号に掲げる金額に相当する金額は、その者のその事由が生じた

日の属する年分の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

一 贈与（相続人に対する贈与で被相続人である贈与者の死亡により効力を生ずるものを除く。）

又は遺贈（包括遺贈及び相続人に対する特定遺贈を除く。） 当該贈与又は遺贈の時におけ

るそのたな卸資産の価額 

二 著しく低い価額の対価による譲渡 当該対価の額と当該譲渡の時におけるそのたな卸資産

の価額との差額のうち実質的に贈与をしたと認められる金額 

２ 居住者が前項各号に掲げる贈与若しくは遺贈又は譲渡により取得したたな卸資産を譲渡した

場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算につ

いては、次に定めるところによる。 

一 前項第一号に掲げる贈与又は遺贈により取得したたな卸資産については、同号に掲げる金

額をもつて取得したものとみなす。 
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二 前項第二号に掲げる譲渡により取得したたな卸資産については、当該譲渡の対価の額と同

号に掲げる金額との合計額をもつて取得したものとみなす。 

（昭四二法二〇・一部改正） 

（農産物の収穫の場合の総収入金額算入） 

第四十一条 農業を営む居住者が農産物（米、麦その他政令で定めるものに限る。）を収穫した場

合には、その収穫した時における当該農産物の価額（以下この条において「収穫価額」という。）

に相当する金額は、その者のその収穫の日の属する年分の事業所得の金額の計算上、総収入金

額に算入する。 

２ 前項の農産物は、同項に規定する時にその収穫価額をもつて取得したものとみなす。 

（発行法人から与えられた株式を取得する権利の譲渡による収入金額） 

第四十一条の二 居住者が株式を無償又は有利な価額により取得することができる権利として政

令で定める権利を発行法人から与えられた場合において、当該居住者又は当該居住者の相続人

その他の政令で定める者が当該権利をその発行法人に譲渡したときは、当該譲渡の対価の額か

ら当該権利の取得価額を控除した金額を、その発行法人が支払をする事業所得に係る収入金額、

第二十八条第一項（給与所得）に規定する給与等の収入金額、第三十条第一項（退職所得）に

規定する退職手当等の収入金額、一時所得に係る収入金額又は雑所得（第三十五条第三項（雑

所得）に規定する公的年金等に係るものを除く。）に係る収入金額とみなして、この法律（第

二百二十四条の三（株式等の譲渡の対価の受領者等の告知）、第二百二十五条（支払調書及び

支払通知書）及び第二百二十八条（名義人受領の株式等の譲渡の対価の調書）並びにこれらの

規定に係る罰則を除く。）の規定を適用する。 

（平二六法一〇・追加） 

（国庫補助金等の総収入金額不算入） 

第四十二条 居住者が、各年において固定資産（山林を含む。以下この条及び次条において同じ。）

の取得又は改良に充てるための国又は地方公共団体の補助金又は給付金その他政令で定めるこ

れらに準ずるもの（以下この条及び次条において「国庫補助金等」という。）の交付を受け、

その年においてその国庫補助金等をもつてその交付の目的に適合した固定資産の取得又は改良

をした場合には、その国庫補助金等の返還を要しないことがその年十二月三十一日（その者が

当該取得又は改良をした後その年の中途において死亡し又は出国をした場合には、その死亡又

は出国の時）までに確定した場合に限り、その国庫補助金等のうちその固定資産の取得又は改

良に充てた部分の金額に相当する金額は、その者の各種所得の金額の計算上、総収入金額に算

入しない。 

２ 居住者が各年において国庫補助金等の交付に代わるべきものとして交付を受ける固定資産を

取得した場合には、その固定資産の価額に相当する金額は、その者の各種所得の金額の計算上、

総収入金額に算入しない。 

３ 前二項の規定は、確定申告書にこれらの規定の適用を受ける旨、これらの規定により総収入金

額に算入されない金額その他財務省令で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。 

４ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第一項又は第二項の規定を適用することができる。 

５ 第一項又は第二項の規定の適用を受けた居住者が国庫補助金等により取得し、若しくは改良し

た固定資産又はその取得した同項に規定する固定資産について行うべき第四十九条第一項（減

価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法）に規定する償却費の計算及びその者がその固

定資産を譲渡した場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得

の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四三法二一・昭五六法一一・平一一法一六〇・平一三法六・平一五法八・平一八法

一〇・一部改正） 

（条件付国庫補助金等の総収入金額不算入） 

第四十三条 居住者が、各年において固定資産の取得又は改良に充てるための国庫補助金等の交付

を受ける場合において、その国庫補助金等の返還を要しないことがその年十二月三十一日（そ

の者がその年の中途において死亡し又は出国をした場合には、その死亡又は出国の時）までに
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確定していないときは、その国庫補助金等の額に相当する金額は、その者のその年分の各種所

得の金額の計算上、総収入金額に算入しない。 

２ 前項の規定の適用を受けた居住者が交付を受けた同項の国庫補助金等の全部又は一部の返還

を要しないことが確定した場合には、その国庫補助金等の額のうちその確定した部分に相当す

る金額は、その国庫補助金等の交付の目的に適合した固定資産の取得又は改良に充てられた金

額のうち政令で定める金額を除き、その者のその確定した日の属する年分の各種所得の金額の

計算上、総収入金額に算入する。 

３ 第一項の規定の適用を受けた居住者が交付を受けた同項の国庫補助金等の全部又は一部の返

還をすべきことが確定した場合には、その国庫補助金等の額のうちその確定した部分に相当す

る金額は、その者のその確定した日の属する年分の各種所得の金額の計算上、必要経費又は支

出した金額に算入しない。 

４ 第一項の規定は、確定申告書に同項の規定の適用を受ける旨、同項の規定により総収入金額に

算入されない金額その他財務省令で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。 

５ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第一項の規定を適用することができる。 

６ 第一項の規定の適用を受けた居住者が国庫補助金等により取得し又は改良した固定資産につ

いて行なうべき第四十九条第一項（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法）に規定

する償却費の計算及びその者がその固定資産を譲渡した場合における事業所得の金額、山林所

得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四三法二一・平一一法一六〇・平一三法六・一部改正） 

（移転等の支出に充てるための交付金の総収入金額不算入） 

第四十四条 居住者が、国若しくは地方公共団体からその行政目的の遂行のために必要なその者の

資産の移転、移築若しくは除却その他これらに類する行為（固定資産の改良その他政令で定め

る行為を除く。以下この項において「資産の移転等」という。）の費用に充てるため補助金の

交付を受け、又は土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）の規定による収用その他政令

で定めるやむを得ない事由の発生に伴いその者の資産の移転等の費用に充てるための金額の交

付を受けた場合において、その交付を受けた金額をその交付の目的に従つて資産の移転等の費

用に充てたときは、その費用に充てた金額は、その者の各種所得の金額の計算上、総収入金額

に算入しない。ただし、その費用に充てた金額のうち各種所得の金額の計算上必要経費に算入

され又は譲渡に要した費用とされる部分の金額に相当する金額については、この限りでない。 

（昭四三法二一・一部改正） 

（免責許可の決定等により債務免除を受けた場合の経済的利益の総収入金額不算入） 

第四十四条の二 居住者が、破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百五十二条第一項（免責許

可の決定の要件等）に規定する免責許可の決定又は再生計画認可の決定があつた場合その他資

力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である場合にその有する債務の免除を受けたと

きは、当該免除により受ける経済的な利益の価額については、その者の各種所得の金額の計算

上、総収入金額に算入しない。 

２ 前項の場合において、同項の債務の免除により受ける経済的な利益の価額のうち同項の居住者

の次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額（第一号から第四号までに定める

金額にあつては当該経済的な利益の価額がないものとして計算した金額とし、第五号に定める

金額にあつては同項の規定の適用がないものとして総所得金額、退職所得金額及び山林所得金

額を計算した場合における金額とする。）の合計額に相当する部分については、同項の規定は、

適用しない。 

一 不動産所得を生ずべき業務に係る債務の免除を受けた場合 当該免除を受けた日の属する

年分の不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額 

二 事業所得を生ずべき事業に係る債務の免除を受けた場合 当該免除を受けた日の属する年

分の事業所得の金額の計算上生じた損失の金額 

三 山林所得を生ずべき業務に係る債務の免除を受けた場合 当該免除を受けた日の属する年

分の山林所得の金額の計算上生じた損失の金額 
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四 雑所得を生ずべき業務に係る債務の免除を受けた場合 当該免除を受けた日の属する年分

の雑所得の金額の計算上生じた損失の金額 

五 第七十条第一項又は第二項（純損失の繰越控除）の規定により、当該債務の免除を受けた

日の属する年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算上控除する純損失の金

額がある場合 当該控除する純損失の金額 

３ 第一項の規定は、確定申告書に同項の規定の適用を受ける旨、同項の規定により総収入金額に

算入されない金額その他財務省令で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。 

４ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第一項の規定を適用することができる。 

（平二六法一〇・追加） 

（減額された外国所得税額の総収入金額不算入等） 

第四十四条の三 居住者が第九十五条第一項から第三項まで（外国税額控除）の規定の適用を受け

た年の翌年以後七年内の各年においてこれらの規定による控除をされるべき金額の計算の基礎

となつた同条第一項に規定する外国所得税の額が減額された場合には、その減額された金額の

うちその減額されることとなつた日の属する年分における同条の規定による外国税額控除の適

用に係る部分に相当する金額として政令で定める金額は、その者の当該年分の不動産所得の金

額、事業所得の金額、山林所得の金額、一時所得の金額又は雑所得の金額の計算上、総収入金

額に算入しない。この場合において、その減額された金額から当該政令で定める金額を控除し

た金額は、その者の当該年分の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

（平一七法二一・追加、平二一法一三・一部改正、平二六法一〇・旧第四十四条の二繰

下） 

第四款 必要経費等の計算 

第一目 家事関連費、租税公課等 

（家事関連費等の必要経費不算入等） 

第四十五条 居住者が支出し又は納付する次に掲げるものの額は、その者の不動産所得の金額、事

業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計算上、必要経費に算入しない。 

一 家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるもの 

二 所得税（不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を行う居住者が納付する第百

三十一条第三項（確定申告税額の延納に係る利子税）、第百三十六条（延払条件付譲渡に係

る所得税額の延納に係る利子税）、第百三十七条の二第十二項（国外転出をする場合の譲渡

所得等の特例の適用がある場合の納税猶予に係る利子税）又は第百三十七条の三第十四項（贈

与等により非居住者に資産が移転した場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税猶予

に係る利子税）の規定による利子税で、その事業についてのこれらの所得に係る所得税の額

に対応するものとして政令で定めるものを除く。） 

三 所得税以外の国税に係る延滞税、過少申告加算税、無申告加算税、不納付加算税及び重加

算税並びに印紙税法（昭和四十二年法律第二十三号）の規定による過怠税 

四 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による道府県民税及び市町村民税（都

民税及び特別区民税を含む。） 

五 地方税法の規定による延滞金、過少申告加算金、不申告加算金及び重加算金 

六 罰金及び科料（通告処分による罰金又は科料に相当するもの及び外国又はその地方公共団

体が課する罰金又は科料に相当するものを含む。）並びに過料 

七 損害賠償金（これに類するものを含む。）で政令で定めるもの 

八 国民生活安定緊急措置法（昭和四十八年法律第百二十一号）の規定による課徴金及び延滞

金 

九 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）の規定

による課徴金及び延滞金（外国若しくはその地方公共団体又は国際機関が納付を命ずるこれ

らに類するものを含む。） 

十 金融商品取引法第六章の二（課徴金）の規定による課徴金及び延滞金 

十一 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）の規定による課徴金及び延滞金 
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十二 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）の規定による課徴金

及び延滞金 

２ 居住者が供与をする刑法（明治四十年法律第四十五号）第百九十八条（贈賄）に規定する賄賂

又は不正競争防止法（平成五年法律第四十七号）第十八条第一項（外国公務員等に対する不正

の利益の供与等の禁止）に規定する金銭その他の利益に当たるべき金銭の額及び金銭以外の物

又は権利その他経済的な利益の価額（その供与に要する費用の額がある場合には、その費用の

額を加算した金額）は、その者の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は雑

所得の金額の計算上、必要経費に算入しない。 

３ 第一項第二号から第七号までに掲げるものの額又は前項に規定する金銭の額及び金銭以外の

物若しくは権利その他経済的な利益の価額は、第一項又は前項の居住者の一時所得の金額の計

算上、支出した金額に算入しない。 

（昭四二法二三・昭四八法一二一・昭五二法六三・平九法五・平一〇法二四・平一六法

九七・平一八法一〇・平一九法六・平一九法九九・平二一法一三・平二七法九・一部改

正） 

（所得税額から控除する外国税額の必要経費不算入） 

第四十六条 居住者が第九十五条第一項（外国税額控除）に規定する控除対象外国所得税の額につ

き同条又は第百三十八条第一項（源泉徴収税額等の還付）の規定の適用を受ける場合には、当

該控除対象外国所得税の額は、その者の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額

若しくは雑所得の金額又は一時所得の金額の計算上、必要経費又は支出した金額に算入しない。 

（平二一法一三・一部改正） 

第二目 資産の評価及び償却費 

（棚卸資産の売上原価等の計算及びその評価の方法） 

第四十七条 居住者の棚卸資産につき第三十七条第一項（必要経費）の規定によりその者の事業所

得の金額の計算上必要経費に算入する金額を算定する場合におけるその算定の基礎となるその

年十二月三十一日（その者が年の中途において死亡し又は出国をした場合には、その死亡又は

出国の時。以下この条から第五十条までにおいて同じ。）において有する棚卸資産（以下この

項において「期末棚卸資産」という。）の価額は、棚卸資産の取得価額の平均額をもつてその

年十二月三十一日において有する棚卸資産の評価額とする方法その他の政令で定める評価の方

法のうちからその者が当該期末棚卸資産について選定した評価の方法により評価した金額（評

価の方法を選定しなかつた場合又は選定した評価の方法により評価しなかつた場合には、評価

の方法のうち政令で定める方法により評価した金額）とする。 

２ 前項の選定をすることができる評価の方法の特例、評価の方法の選定の手続、棚卸資産の評価

額の計算の基礎となる棚卸資産の取得価額その他棚卸資産の評価に関し必要な事項は、政令で

定める。 

（平一三法六・平二三法八二・一部改正） 

（有価証券の譲渡原価等の計算及びその評価の方法） 

第四十八条 居住者の有価証券につき第三十七条第一項（必要経費）の規定によりその者の事業所

得の金額の計算上必要経費に算入する金額を算定する場合におけるその算定の基礎となるその

年十二月三十一日において有する有価証券の価額は、その者が有価証券について選定した評価

の方法により評価した金額（評価の方法を選定しなかつた場合又は選定した評価の方法により

評価しなかつた場合には、評価の方法のうち政令で定める方法により評価した金額）とする。 

２ 前項の選定をすることができる評価の方法の種類、その選定の手続その他有価証券の評価に関

し必要な事項は、政令で定める。 

３ 居住者が二回以上にわたつて取得した同一銘柄の有価証券につき第三十七条第一項の規定に

よりその者の雑所得の金額の計算上必要経費に算入する金額又は第三十八条第一項（譲渡所得

の金額の計算上控除する取得費）の規定によりその者の譲渡所得の金額の計算上取得費に算入

する金額は、政令で定めるところにより、それぞれの取得に要した金額を基礎として第一項の

規定に準じて評価した金額とする。 

（平一三法六・一部改正） 

（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法） 
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第四十九条 居住者のその年十二月三十一日において有する減価償却資産につきその償却費とし

て第三十七条（必要経費）の規定によりその者の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所

得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入する金額は、その取得をした日及びその種

類の区分に応じ、償却費が毎年同一となる償却の方法、償却費が毎年一定の割合で逓減する償

却の方法その他の政令で定める償却の方法の中からその者が当該資産について選定した償却の

方法（償却の方法を選定しなかつた場合には、償却の方法のうち政令で定める方法）に基づき

政令で定めるところにより計算した金額とする。 

２ 前項の選定をすることができる償却の方法の特例、償却の方法の選定の手続、償却費の計算の

基礎となる減価償却資産の取得価額、減価償却資産について支出する金額のうち使用可能期間

を延長させる部分等に対応する金額を減価償却資産の取得価額とする特例その他減価償却資産

の償却に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一三法六・平一九法六・平二三法一一四・一部改正） 

（繰延資産の償却費の計算及びその償却の方法） 

第五十条 居住者のその年十二月三十一日における繰延資産につきその償却費として第三十七条

（必要経費）の規定によりその者の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は

雑所得の金額の計算上必要経費に算入する金額は、その繰延資産に係る支出の効果の及ぶ期間

を基礎として政令で定めるところにより計算した金額とする。 

２ 前項に定めるもののほか、繰延資産の償却に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一三法六・一部改正） 

第三目 資産損失 

（資産損失の必要経費算入） 

第五十一条 居住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供される固定

資産その他これに準ずる資産で政令で定めるものについて、取りこわし、除却、滅失（当該資

産の損壊による価値の減少を含む。）その他の事由により生じた損失の金額（保険金、損害賠

償金その他これらに類するものにより補てんされる部分の金額及び資産の譲渡により又はこれ

に関連して生じたものを除く。）は、その者のその損失の生じた日の属する年分の不動産所得

の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

２ 居住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業について、その事業の遂行上

生じた売掛金、貸付金、前渡金その他これらに準ずる債権の貸倒れその他政令で定める事由に

より生じた損失の金額は、その者のその損失の生じた日の属する年分の不動産所得の金額、事

業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

３ 災害又は盗難若しくは横領により居住者の有する山林について生じた損失の金額（保険金、損

害賠償金その他これらに類するものにより補てんされる部分の金額を除く。）は、その者のそ

の損失の生じた日の属する年分の事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算

入する。 

４ 居住者の不動産所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供され又はこれらの所得の基因と

なる資産（山林及び第六十二条第一項（生活に通常必要でない資産の災害による損失）に規定

する資産を除く。）の損失の金額（保険金、損害賠償金その他これらに類するものにより補て

んされる部分の金額、資産の譲渡により又はこれに関連して生じたもの及び第一項若しくは第

二項又は第七十二条第一項（雑損控除）に規定するものを除く。）は、それぞれ、その者のそ

の損失の生じた日の属する年分の不動産所得の金額又は雑所得の金額（この項の規定を適用し

ないで計算したこれらの所得の金額とする。）を限度として、当該年分の不動産所得の金額又

は雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

５ 第一項及び前二項に規定する損失の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四一法三一・一部改正） 

第四目 引当金 

（貸倒引当金） 

第五十二条 不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を営む居住者が、その有する売掛

金、貸付金、前渡金その他これらに準ずる金銭債権で当該事業の遂行上生じたもの（以下この

項において「貸金等」という。）のうち、更生計画認可の決定に基づいて弁済を猶予され、又
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は賦払により弁済されることその他の政令で定める事実が生じていることによりその一部につ

き貸倒れその他これに類する事由による損失が見込まれるもの（当該貸金等に係る債務者に対

する他の貸金等がある場合には、当該他の貸金等を含む。以下この項及び次項において「個別

評価貸金等」という。）のその損失の見込額として、各年（事業の全部を譲渡し、又は廃止し

た日の属する年を除く。次項において同じ。）において貸倒引当金勘定に繰り入れた金額につ

いては、当該金額のうち、その年十二月三十一日（その者が年の中途において死亡した場合に

は、その死亡の時。次項において同じ。）において当該個別評価貸金等の取立て又は弁済の見

込みがないと認められる部分の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額に達

するまでの金額は、その者のその年分の不動産所得、事業所得又は山林所得の金額の計算上、

必要経費に算入する。ただし、その者が死亡した場合において、その相続人が当該事業を承継

しなかつたときは、この限りでない。 

２ 青色申告書を提出する居住者で事業所得を生ずべき事業を営むものが、その有する売掛金、貸

付金その他これらに準ずる金銭債権で当該事業の遂行上生じたもの（個別評価貸金等を除く。

以下この項において「一括評価貸金」という。）の貸倒れによる損失の見込額として、各年に

おいて貸倒引当金勘定に繰り入れた金額については、当該金額のうち、その年十二月三十一日

において有する一括評価貸金の額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額に達す

るまでの金額は、その者のその年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入する。ただし、

その者が死亡した場合において、その相続人が当該事業を承継しなかつたとき、その他政令で

定める場合は、この限りでない。 

３ 前二項の規定によりその繰入れをした年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得

の金額の計算上必要経費に算入された貸倒引当金勘定の金額は、その繰入れをした年の翌年分

の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

４ 第一項及び第二項の規定は、確定申告書に貸倒引当金勘定に繰り入れた金額の必要経費への算

入に関する明細の記載がある場合に限り、適用する。 

５ 税務署長は、前項の記載がない確定申告書の提出があつた場合においても、その記載がなかつ

たことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第一項又は第二項の規定を適用する

ことができる。 

６ 第一項又は第二項に規定する居住者が死亡した場合において、これらの規定によりその者の死

亡の日の属する年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経

費に算入された貸倒引当金勘定の金額があるときにおける当該貸倒引当金勘定の金額の処理に

関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一〇法二四・平一三法六・平一四法一五五・平二二法六・平二三法一一四・一部改

正） 

第五十三条 削除 

（平三〇法七） 

（退職給与引当金） 

第五十四条 青色申告書を提出する居住者で事業所得を生ずべき事業を営むもののうち、政令で定

める退職給与規程を定めているものが、その事業に係る使用人（その居住者と生計を一にする

配偶者その他の親族を除く。以下この条において同じ。）の退職により支給する退職給与に充

てるため、各年において退職給与引当金勘定に繰り入れた金額については、当該金額のうち、

その年十二月三十一日（その居住者が年の中途において死亡した場合には、その死亡の時）に

おいて在職するその事業に係る使用人の全員が自己の都合により退職するものと仮定して計算

した場合に退職給与として支給されるべき金額の見積額のうちその年において増加したと認め

られる部分の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額に達するまでの金額は、

その居住者のその年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

２ 退職給与引当金勘定の金額（前項の規定によりその繰入れをした年分の事業所得の金額の計算

上必要経費に算入されたものに限るものとし、既にこの項の規定により取りくずすべきことと

なつたものを除く。以下この条において同じ。）を有する居住者は、前項の使用人が退職した

場合、青色申告書の提出の承認を取り消された場合その他政令で定める場合には、政令で定め

るところにより、その退職給与引当金勘定の金額を取りくずさなければならない。 
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３ 前項の規定により取りくずすべきこととなつた退職給与引当金勘定の金額又は同項の規定に

該当しないで取りくずした退職給与引当金勘定の金額は、それぞれその取りくずすべきことと

なつた日又は取りくずした日の属する年分の事業所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

４ 第一項の規定は、確定申告書に退職給与引当金勘定に繰り入れた金額の必要経費への算入に関

する明細の記載がある場合に限り、適用する。 

５ 税務署長は、前項の記載がない確定申告書の提出があつた場合においても、その記載がなかつ

たことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第一項の規定を適用することができ

る。 

６ 第二項から前項までに定めるもののほか、退職給与引当金勘定の金額を有する居住者が死亡し

た場合における当該退職給与引当金勘定の金額の処理その他第一項の規定の適用に関し必要な

事項は、政令で定める。 

第五十五条 削除 

（平一〇法二四） 

第五目 親族が事業から受ける対価 

（事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例） 

第五十六条 居住者と生計を一にする配偶者その他の親族がその居住者の営む不動産所得、事業所

得又は山林所得を生ずべき事業に従事したことその他の事由により当該事業から対価の支払を

受ける場合には、その対価に相当する金額は、その居住者の当該事業に係る不動産所得の金額、

事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入しないものとし、かつ、その親

族のその対価に係る各種所得の金額の計算上必要経費に算入されるべき金額は、その居住者の

当該事業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に

算入する。この場合において、その親族が支払を受けた対価の額及びその親族のその対価に係

る各種所得の金額の計算上必要経費に算入されるべき金額は、当該各種所得の金額の計算上な

いものとみなす。 

（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等） 

第五十七条 青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている居住者と生計を一に

する配偶者その他の親族（年齢十五歳未満である者を除く。）で専らその居住者の営む前条に

規定する事業に従事するもの（以下この条において「青色事業専従者」という。）が当該事業

から次項の書類に記載されている方法に従いその記載されている金額の範囲内において給与の

支払を受けた場合には、前条の規定にかかわらず、その給与の金額でその労務に従事した期間、

労務の性質及びその提供の程度、その事業の種類及び規模、その事業と同種の事業でその規模

が類似するものが支給する給与の状況その他の政令で定める状況に照らしその労務の対価とし

て相当であると認められるものは、その居住者のその給与の支給に係る年分の当該事業に係る

不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入し、かつ、当

該青色事業専従者の当該年分の給与所得に係る収入金額とする。 

２ その年分以後の各年分の所得税につき前項の規定の適用を受けようとする居住者は、その年三

月十五日まで（その年一月十六日以後新たに同項の事業を開始した場合には、その事業を開始

した日から二月以内）に、青色事業専従者の氏名、その職務の内容及び給与の金額並びにその

給与の支給期その他財務省令で定める事項を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出しな

ければならない。 

３ 居住者（第一項に規定する居住者を除く。）と生計を一にする配偶者その他の親族（年齢十五

歳未満である者を除く。）で専らその居住者の営む前条に規定する事業に従事するもの（以下

この条において「事業専従者」という。）がある場合には、その居住者のその年分の当該事業

に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、各事業専従者につき、

次に掲げる金額のうちいずれか低い金額を必要経費とみなす。 

一 次に掲げる事業専従者の区分に応じそれぞれ次に定める金額 

イ その居住者の配偶者である事業専従者 八十六万円 

ロ イに掲げる者以外の事業専従者 五十万円 

二 その年分の当該事業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額（この

項の規定を適用しないで計算した場合の金額とする。）を当該事業に係る事業専従者の数に
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一を加えた数で除して計算した金額 

４ 前項の規定の適用があつた場合には、各事業専従者につき同項の規定により必要経費とみなさ

れた金額は、当該各事業専従者の当該年分の各種所得の金額の計算については、当該各事業専

従者の給与所得に係る収入金額とみなす。 

５ 第三項の規定は、確定申告書に同項の規定の適用を受ける旨及び同項の規定により必要経費と

みなされる金額に関する事項の記載がない場合には、適用しない。 

６ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第三項の規定を適用することができる。 

７ 第一項又は第三項の場合において、これらの規定に規定する親族の年齢が十五歳未満であるか

どうかの判定は、その年十二月三十一日（これらの規定に規定する居住者がその年の中途にお

いて死亡し又は出国をした場合には、その死亡又は出国の時）の現況による。ただし、当該親

族がその当時既に死亡している場合は、当該死亡の時の現況による。 

８ 青色事業専従者又は事業専従者の要件の細目、第二項の書類に記載した事項を変更する場合の

手続その他第一項又は第三項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四一法三一・昭四二法二〇・昭四三法二一・昭四六法一八・昭四八法八・昭四九法

一五・昭五〇法一三・昭五九法五・昭六二法九六・昭六三法一〇九・平六法一〇九・平

一一法一六〇・平二五法二八・平二八法一五・一部改正） 

第六目 給与所得者の特定支出 

（昭六二法九六・追加） 

（給与所得者の特定支出の控除の特例） 

第五十七条の二 居住者が、各年において特定支出をした場合において、その年中の特定支出の額

の合計額が第二十八条第二項（給与所得）に規定する給与所得控除額の二分の一に相当する金

額を超えるときは、その年分の同項に規定する給与所得の金額は、同項及び同条第四項の規定

にかかわらず、同条第二項の残額からその超える部分の金額を控除した金額とする。 

２ 前項に規定する特定支出とは、居住者の次に掲げる支出（その支出につきその者に係る第二十

八条第一項に規定する給与等の支払をする者（以下この項において「給与等の支払者」という。）

により補填される部分があり、かつ、その補填される部分につき所得税が課されない場合にお

ける当該補填される部分及びその支出につき雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第十

条第五項（失業等給付）に規定する教育訓練給付金、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三

十九年法律第百二十九号）第三十一条第一号（母子家庭自立支援給付金）に規定する母子家庭

自立支援教育訓練給付金又は同法第三十一条の十（父子家庭自立支援給付金）において準用す

る同号に規定する父子家庭自立支援教育訓練給付金が支給される部分がある場合における当該

支給される部分を除く。）をいう。 

一 その者の通勤のために必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のための支出で、その通

勤の経路及び方法がその者の通勤に係る運賃、時間、距離その他の事情に照らして最も経済

的かつ合理的であることにつき財務省令で定めるところにより給与等の支払者により証明が

されたもののうち、一般の通勤者につき通常必要であると認められる部分として政令で定め

る支出 

二 転任に伴うものであることにつき財務省令で定めるところにより給与等の支払者により証

明がされた転居のために通常必要であると認められる支出として政令で定めるもの 

三 職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得することを目的として受講する研修（人の資

格を取得するためのものを除く。）であることにつき財務省令で定めるところにより給与等

の支払者により証明がされたもののための支出 

四 人の資格を取得するための支出で、その支出がその者の職務の遂行に直接必要なものとし

て財務省令で定めるところにより給与等の支払者により証明がされたもの 

五 転任に伴い生計を一にする配偶者との別居を常況とすることとなつた場合その他これに類

する場合として政令で定める場合に該当することにつき財務省令で定めるところにより給与

等の支払者により証明がされた場合におけるその者の勤務する場所又は居所とその配偶者そ

の他の親族が居住する場所との間のその者の旅行に通常要する支出で政令で定めるもの 
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六 次に掲げる支出（当該支出の額の合計額が六十五万円を超える場合には、六十五万円まで

の支出に限る。）で、その支出がその者の職務の遂行に直接必要なものとして財務省令で定

めるところにより給与等の支払者により証明がされたもの 

イ 書籍、定期刊行物その他の図書で職務に関連するものとして政令で定めるもの及び制服、

事務服その他の勤務場所において着用することが必要とされる衣服で政令で定めるものを

購入するための支出 

ロ 交際費、接待費その他の費用で、給与等の支払者の得意先、仕入先その他職務上関係の

ある者に対する接待、供応、贈答その他これらに類する行為のための支出 

３ 第一項の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書（次項において「申告書等」という。）

に第一項の規定の適用を受ける旨及び同項に規定する特定支出の額の合計額の記載があり、か

つ、前項各号に掲げるそれぞれの特定支出に関する明細書及びこれらの各号に規定する証明の

書類の添付がある場合に限り、適用する。 

４ 第一項の規定の適用を受ける旨の記載がある申告書等を提出する場合には、同項に規定する特

定支出の支出の事実及び支出した金額を証する書類として政令で定める書類を当該申告書等に

添付し、又は当該申告書等の提出の際提示しなければならない。 

５ 前三項に定めるもののほか、第二項に規定する特定支出の範囲の細目その他第一項の規定の適

用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭六二法九六・追加、平一一法一六〇・平二三法一一四・平二四法一六・平二六法一

〇・平二八法一五・平三〇法七・一部改正） 

第四款の二 外貨建取引の換算 

（平一八法一〇・追加） 

（外貨建取引の換算） 

第五十七条の三 居住者が、外貨建取引（外国通貨で支払が行われる資産の販売及び購入、役務の

提供、金銭の貸付け及び借入れその他の取引をいう。以下この条において同じ。）を行つた場

合には、当該外貨建取引の金額の円換算額（外国通貨で表示された金額を本邦通貨表示の金額

に換算した金額をいう。次項において同じ。）は当該外貨建取引を行つた時における外国為替

の売買相場により換算した金額として、その者の各年分の各種所得の金額を計算するものとす

る。 

２ 不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行う居住者が、先物外国為替契

約等（外貨建取引によつて取得し、又は発生する資産若しくは負債の金額の円換算額を確定さ

せる契約として財務省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）により外貨建取引

によつて取得し、又は発生する資産若しくは負債の金額の円換算額を確定させた場合において、

当該先物外国為替契約等の締結の日においてその旨を財務省令で定めるところによりその者の

当該業務に係る帳簿書類その他の財務省令で定める書類に記載したときは、当該資産又は負債

については、当該円換算額をもつて、前項の規定により換算した金額として、その者の各年分

の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額を計算するものとす

る。 

３ 前項に定めるもののほか、外貨建取引の換算の特例その他前二項の規定の適用に関し必要な事

項は、政令で定める。 

（平一八法一〇・追加） 

第五款 資産の譲渡に関する総収入金額並びに必要経費及び取得費の計算の特例 

（株式交換等に係る譲渡所得等の特例） 

第五十七条の四 居住者が、各年において、その有する株式（以下この項において「旧株」という。）

につき、その旧株を発行した法人の行つた株式交換（当該法人の株主に法人税法第二条第十二

号の六の三（定義）に規定する株式交換完全親法人（以下この項において「株式交換完全親法

人」という。）の株式（出資を含む。以下この項において同じ。）又は株式交換完全親法人と

の間に当該株式交換完全親法人の発行済株式若しくは出資（当該株式交換完全親法人が有する

自己の株式を除く。）の全部を保有する関係として政令で定める関係がある法人の株式のいず

れか一方の株式以外の資産（当該株主に対する剰余金の配当として交付された金銭その他の資

産及び株式交換に反対する当該株主に対するその買取請求に基づく対価として交付される金銭
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その他の資産を除く。）が交付されなかつたものに限る。）により当該株式交換完全親法人に

対し当該旧株の譲渡をし、かつ、当該株式の交付を受けた場合又はその旧株を発行した法人の

行つた特定無対価株式交換（当該法人の株主に株式交換完全親法人の株式その他の資産が交付

されなかつた株式交換で、当該法人の株主に対する株式交換完全親法人の株式の交付が省略さ

れたと認められる株式交換として政令で定めるものをいう。）により当該旧株を有しないこと

となつた場合には、第二十七条（事業所得）、第三十三条（譲渡所得）、第三十五条（雑所得）

又は第五十九条（贈与等の場合の譲渡所得等の特例）の規定の適用については、これらの旧株

の譲渡又は贈与がなかつたものとみなす。 

２ 居住者が、各年において、その有する株式（以下この項において「旧株」という。）につき、

その旧株を発行した法人の行つた株式移転（当該法人の株主に法人税法第二条第十二号の六の

六に規定する株式移転完全親法人（以下この項において「株式移転完全親法人」という。）の

株式以外の資産（株式移転に反対する当該株主に対するその買取請求に基づく対価として交付

される金銭その他の資産を除く。）が交付されなかつたものに限る。）により当該株式移転完

全親法人に対し当該旧株の譲渡をし、かつ、当該株式移転完全親法人の株式の交付を受けた場

合には、第二十七条、第三十三条又は第三十五条の規定の適用については、当該旧株の譲渡が

なかつたものとみなす。 

３ 居住者が、各年において、その有する次の各号に掲げる有価証券を当該各号に定める事由によ

り譲渡をし、かつ、当該事由により当該各号に規定する取得をする法人の株式（出資を含む。

以下この項において同じ。）又は新株予約権の交付を受けた場合（当該交付を受けた株式又は

新株予約権の価額が当該譲渡をした有価証券の価額とおおむね同額となつていないと認められ

る場合を除く。）には、第二十七条、第三十三条又は第三十五条の規定の適用については、当

該有価証券の譲渡がなかつたものとみなす。 

一 取得請求権付株式（法人がその発行する全部又は一部の株式の内容として株主等が当該法

人に対して当該株式の取得を請求することができる旨の定めを設けている場合の当該株式を

いう。） 当該取得請求権付株式に係る請求権の行使によりその取得の対価として当該取得

をする法人の株式のみが交付される場合の当該請求権の行使 

二 取得条項付株式（法人がその発行する全部又は一部の株式の内容として当該法人が一定の

事由（以下この号において「取得事由」という。）が発生したことを条件として当該株式の

取得をすることができる旨の定めを設けている場合の当該株式をいう。） 当該取得条項付

株式に係る取得事由の発生によりその取得の対価として当該取得をされる株主等に当該取得

をする法人の株式のみが交付される場合（その取得の対象となつた種類の株式の全てが取得

をされる場合には、その取得の対価として当該取得をされる株主等に当該取得をする法人の

株式及び新株予約権のみが交付される場合を含む。）の当該取得事由の発生 

三 全部取得条項付種類株式（ある種類の株式について、これを発行した法人が株主総会その

他これに類するものの決議（以下この号において「取得決議」という。）によつてその全部

の取得をする旨の定めがある場合の当該種類の株式をいう。） 当該全部取得条項付種類株

式に係る取得決議によりその取得の対価として当該取得をされる株主等に当該取得をする法

人の株式（当該株式と併せて交付される当該取得をする法人の新株予約権を含む。）以外の

資産（当該取得の価格の決定の申立てに基づいて交付される金銭その他の資産を除く。）が

交付されない場合の当該取得決議 

四 新株予約権付社債についての社債 当該新株予約権付社債に付された新株予約権の行使に

よりその取得の対価として当該取得をする法人の株式が交付される場合の当該新株予約権の

行使 

五 取得条項付新株予約権（新株予約権について、これを発行した法人が一定の事由（以下こ

の号において「取得事由」という。）が発生したことを条件としてこれを取得することがで

きる旨の定めがある場合の当該新株予約権をいい、当該新株予約権を引き受ける者に特に有

利な条件又は金額で交付された当該新株予約権その他の政令で定めるものを除く。） 当該

取得条項付新株予約権に係る取得事由の発生によりその取得の対価として当該取得をされる

新株予約権者に当該取得をする法人の株式のみが交付される場合の当該取得事由の発生 

六 取得条項付新株予約権（新株予約権について、これを発行した法人が一定の事由（以下こ
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の号において「取得事由」という。）が発生したことを条件としてこれを取得することがで

きる旨の定めがある場合の当該新株予約権をいう。）が付された新株予約権付社債 当該取

得条項付新株予約権に係る取得事由の発生によりその取得の対価として当該取得をされる新

株予約権者に当該取得をする法人の株式のみが交付される場合の当該取得事由の発生 

４ 前三項の規定の適用がある場合における居住者が取得した有価証券の取得価額の計算その他

前三項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一八法一〇・追加、平一九法六・平二〇法二三・平二二法六・平二七法九・平二九

法四・平三〇法七・一部改正） 

（固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例） 

第五十八条 居住者が、各年において、一年以上有していた固定資産で次の各号に掲げるものをそ

れぞれ他の者が一年以上有していた固定資産で当該各号に掲げるもの（交換のために取得した

と認められるものを除く。）と交換し、その交換により取得した当該各号に掲げる資産（以下

この条において「取得資産」という。）をその交換により譲渡した当該各号に掲げる資産（以

下この条において「譲渡資産」という。）の譲渡の直前の用途と同一の用途に供した場合には、

第三十三条（譲渡所得）の規定の適用については、当該譲渡資産（取得資産とともに金銭その

他の資産を取得した場合には、当該金銭の額及び金銭以外の資産の価額に相当する部分を除く。）

の譲渡がなかつたものとみなす。 

一 土地（建物又は構築物の所有を目的とする地上権及び賃借権並びに農地法（昭和二十七年

法律第二百二十九号）第二条第一項（定義）に規定する農地（同法第四十三条第一項（農作

物栽培高度化施設に関する特例）の規定により農作物の栽培を耕作に該当するものとみなし

て適用する同法第二条第一項に規定する農地を含む。）の上に存する耕作（同法第四十三条

第一項の規定により耕作に該当するものとみなされる農作物の栽培を含む。）に関する権利

を含む。） 

二 建物（これに附属する設備及び構築物を含む。） 

三 機械及び装置 

四 船舶 

五 鉱業権（租鉱権及び採石権その他土石を採掘し、又は採取する権利を含む。） 

２ 前項の規定は、同項の交換の時における取得資産の価額と譲渡資産の価額との差額がこれらの

価額のうちいずれか多い価額の百分の二十に相当する金額を超える場合には、適用しない。 

３ 第一項の規定は、確定申告書に同項の規定の適用を受ける旨、取得資産及び譲渡資産の価額そ

の他財務省令で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。 

４ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第一項の規定を適用することができる。 

５ 第一項の規定の適用を受けた居住者が取得資産について行うべき第四十九条第一項（減価償却

資産の償却費の計算及びその償却の方法）に規定する償却費の計算及びその者が取得資産を譲

渡した場合における譲渡所得の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

（昭四三法二一・昭四六法一八・平一一法一六〇・平三〇法七・一部改正） 

（贈与等の場合の譲渡所得等の特例） 

第五十九条 次に掲げる事由により居住者の有する山林（事業所得の基因となるものを除く。）又

は譲渡所得の基因となる資産の移転があつた場合には、その者の山林所得の金額、譲渡所得の

金額又は雑所得の金額の計算については、その事由が生じた時に、その時における価額に相当

する金額により、これらの資産の譲渡があつたものとみなす。 

一 贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しくは遺

贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。） 

二 著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。） 

２ 居住者が前項に規定する資産を個人に対し同項第二号に規定する対価の額により譲渡した場

合において、当該対価の額が当該資産の譲渡に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額の計算上控除する必要経費又は取得費及び譲渡に要した費用の額の合計額に満たない

ときは、その不足額は、その山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算上、な
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かつたものとみなす。 

（昭四八法八・一部改正） 

（贈与等により取得した資産の取得費等） 

第六十条 居住者が次に掲げる事由により取得した前条第一項に規定する資産を譲渡した場合に

おける事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、

その者が引き続きこれを所有していたものとみなす。 

一 贈与、相続（限定承認に係るものを除く。）又は遺贈（包括遺贈のうち限定承認に係るも

のを除く。） 

二 前条第二項の規定に該当する譲渡 

２ 居住者が前条第一項第一号に掲げる相続又は遺贈により取得した資産を譲渡した場合におけ

る事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、そ

の者が当該資産をその取得の時における価額に相当する金額により取得したものとみなす。 

（昭四二法二〇・昭四八法八・一部改正） 

（国外転出をする場合の譲渡所得等の特例） 

第六十条の二 国外転出（国内に住所及び居所を有しないこととなることをいう。以下この条にお

いて同じ。）をする居住者が、その国外転出の時において有価証券又は第百七十四条第九号（内

国法人に係る所得税の課税標準）に規定する匿名組合契約の出資の持分（株式を無償又は有利

な価額により取得することができる権利を表示する有価証券で第百六十一条第一項（国内源泉

所得）に規定する国内源泉所得を生ずべきものその他の政令で定める有価証券を除く。以下こ

の条から第六十条の四まで（外国転出時課税の規定の適用を受けた場合の譲渡所得等の特例）

において「有価証券等」という。）を有する場合には、その者の事業所得の金額、譲渡所得の

金額又は雑所得の金額の計算については、その国外転出の時に、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ当該各号に定める金額により、当該有価証券等の譲渡があつたものとみなす。 

一 当該国外転出をする日の属する年分の確定申告書の提出の時までに国税通則法第百十七条

第二項（納税管理人）の規定による納税管理人の届出をした場合、同項の規定による納税管

理人の届出をしないで当該国外転出をした日以後に当該年分の確定申告書を提出する場合又

は当該年分の所得税につき決定がされる場合 当該国外転出の時における当該有価証券等の

価額に相当する金額 

二 前号に掲げる場合以外の場合 当該国外転出の予定日から起算して三月前の日（同日後に

取得をした有価証券等にあつては、当該取得時）における当該有価証券等の価額に相当する

金額 

２ 国外転出をする居住者が、その国外転出の時において決済していない金融商品取引法第百五十

六条の二十四第一項（免許及び免許の申請）に規定する信用取引又は発行日取引（有価証券が

発行される前にその有価証券の売買を行う取引であつて財務省令で定める取引をいう。）（以

下この条から第六十条の四までにおいて「未決済信用取引等」という。）に係る契約を締結し

ている場合には、その者の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その国外転出

の時に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額の利益の額又は損失の額が

生じたものとみなす。 

一 前項第一号に掲げる場合 当該国外転出の時に当該未決済信用取引等を決済したものとみ

なして財務省令で定めるところにより算出した利益の額又は損失の額に相当する金額 

二 前項第二号に掲げる場合 当該国外転出の予定日から起算して三月前の日（同日後に契約

の締結をした未決済信用取引等にあつては、当該締結の時）に当該未決済信用取引等を決済

したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益の額又は損失の額に相当す

る金額 

３ 国外転出をする居住者が、その国外転出の時において決済していない金融商品取引法第二条第

二十項（定義）に規定するデリバティブ取引（以下この条から第六十条の四までにおいて「未

決済デリバティブ取引」という。）に係る契約を締結している場合には、その者の事業所得の

金額又は雑所得の金額の計算については、その国外転出の時に、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ当該各号に定める金額の利益の額又は損失の額が生じたものとみなす。 

一 第一項第一号に掲げる場合 当該国外転出の時に当該未決済デリバティブ取引を決済した
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ものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益の額又は損失の額に相当する金

額 

二 第一項第二号に掲げる場合 当該国外転出の予定日から起算して三月前の日（同日後に契

約の締結をした未決済デリバティブ取引にあつては、当該締結の時）に当該未決済デリバテ

ィブ取引を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益の額又は損

失の額に相当する金額 

４ 国外転出の日の属する年分の所得税につき前三項（第八項（第九項において準用する場合を含

む。第一号において同じ。）又は第十項の規定により適用する場合を含む。）の規定の適用を

受けた個人（その相続人を含む。）が、当該国外転出の時に有していた有価証券等又は契約を

締結していた未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引の譲渡（これに類するものと

して政令で定めるものを含む。第八項において同じ。）又は決済をした場合における事業所得

の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、次に定めるところによる。ただ

し、同日の属する年分の所得税につき確定申告書の提出及び決定がされていない場合における

当該有価証券等、未決済信用取引等及び未決済デリバティブ取引、同日の属する年分の事業所

得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算上第一項各号、第二項各号又は前項各号に

掲げる場合の区分に応じ第一項各号、第二項各号又は前項各号に定める金額が総収入金額に算

入されていない有価証券等、未決済信用取引等及び未決済デリバティブ取引並びに第六項本文

（第七項の規定により適用する場合を含む。）の規定の適用があつた有価証券等、未決済信用

取引等及び未決済デリバティブ取引については、この限りでない。 

一 その有価証券等については、第一項各号に定める金額（第八項の規定により第一項の規定

の適用を受けた場合には、当該有価証券等の第八項に規定する譲渡に係る譲渡価額又は限定

相続等の時における当該有価証券等の価額に相当する金額）をもつて取得したものとみなす。 

二 その未決済信用取引等又は未決済デリバティブ取引の決済があつた場合には、当該決済に

よつて生じた利益の額若しくは損失の額（以下この号において「決済損益額」という。）か

ら当該未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る第二項各号若しくは前項各

号に定める利益の額に相当する金額を減算し、又は当該決済損益額に当該未決済信用取引等

若しくは未決済デリバティブ取引に係る第二項各号若しくは前項各号に定める損失の額に相

当する金額を加算するものとする。 

５ 前各項の規定は、国外転出をする時に有している有価証券等並びに契約を締結している未決済

信用取引等及び未決済デリバティブ取引の当該国外転出をする時における次の各号に掲げる場

合の区分に応じ当該各号に定める金額が一億円未満である居住者又は当該国外転出をする日前

十年以内に国内に住所若しくは居所を有していた期間として政令で定める期間の合計が五年以

下である居住者については、適用しない。 

一 第一項第一号に掲げる場合 同号に定める金額、第二項第一号に定める金額及び第三項第

一号に定める金額の合計額 

二 第一項第二号に掲げる場合 同号に定める金額、第二項第二号に定める金額及び第三項第

二号に定める金額の合計額 

６ 国外転出の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けるべき

個人が、当該国外転出の時に有していた有価証券等又は契約を締結していた未決済信用取引等

若しくは未決済デリバティブ取引のうち次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める

ものについては、第一項から第三項までの居住者の当該年分の事業所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額の計算上これらの規定により行われたものとみなされた有価証券等の譲渡、

未決済信用取引等の決済及び未決済デリバティブ取引の決済の全てがなかつたものとすること

ができる。ただし、当該有価証券等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額若しくは雑

所得の金額、当該未決済信用取引等の決済による事業所得の金額若しくは雑所得の金額又は当

該未決済デリバティブ取引の決済による事業所得の金額若しくは雑所得の金額（以下この項に

おいて「有価証券等に係る譲渡所得等の金額」という。）につきその計算の基礎となるべき事

実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき確定申告

書を提出し、又は確定申告書を提出していなかつたことにより、当該個人の当該国外転出の日

から五年を経過する日までに決定若しくは更正がされ、又は期限後申告書若しくは修正申告書
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を提出した場合（同日までに期限後申告書又は修正申告書の提出があつた場合において、その

提出が、所得税についての調査があつたことにより当該所得税について決定又は更正があるこ

とを予知してなされたものでないときを除く。）における当該隠蔽し、又は仮装した事実に基

づく有価証券等に係る譲渡所得等の金額に相当する金額については、この限りでない。 

一 当該個人が、当該国外転出の日から五年を経過する日までに帰国（国内に住所を有し、又

は現在まで引き続いて一年以上居所を有することとなることをいう。以下この項及び次条第

六項において同じ。）をした場合 当該帰国の時まで引き続き有している有価証券等又は決

済していない未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引 

二 当該個人が、当該国外転出の日から五年を経過する日までに当該国外転出の時に有してい

た有価証券等又は締結していた未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契

約を贈与により居住者に移転した場合 当該贈与による移転があつた有価証券等、未決済信

用取引等又は未決済デリバティブ取引 

三 当該国外転出の日から五年を経過する日までに当該個人が死亡したことにより、当該国外

転出の時に有していた有価証券等又は締結していた未決済信用取引等若しくは未決済デリバ

ティブ取引に係る契約の相続（限定承認に係るものを除く。以下この号において同じ。）又

は遺贈（包括遺贈のうち限定承認に係るものを除く。以下この号において同じ。）による移

転があつた場合において、次に掲げる場合に該当することとなつたとき 当該相続又は遺贈

による移転があつた有価証券等、未決済信用取引等又は未決済デリバティブ取引 

イ 当該国外転出の日から五年を経過する日までに、当該相続又は遺贈により有価証券等又

は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた相続人及

び受遺者である個人（当該個人から相続又は遺贈により当該有価証券等又は未決済信用取

引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた個人を含む。ロにおいて

同じ。）の全てが居住者となつた場合 

ロ 当該個人について生じた第百五十一条の六第一項（遺産分割等があつた場合の修正申告

の特例）に規定する遺産分割等の事由により、当該相続又は遺贈により有価証券等又は未

決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた相続人及び受

遺者である個人に非居住者（当該国外転出の日から五年を経過する日までに帰国をした者

を除く。）が含まれないこととなつた場合 

７ 国外転出の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けた個人

で第百三十七条の二第二項（国外転出をする場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税

猶予）の規定により同条第一項の規定による納税の猶予を受けているものに係る前項の規定の

適用については、同項中「五年」とあるのは、「十年」とする。 

８ 国外転出の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けた個人

で第百三十七条の二第一項（同条第二項の規定により適用する場合を含む。第十項において同

じ。）の規定による納税の猶予を受けているもの（その相続人を含む。）が、その納税の猶予

に係る同条第一項に規定する満了基準日までに、当該国外転出の時から引き続き有している有

価証券等又は決済していない未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の

譲渡（その譲渡の時における価額より低い価額によりされる譲渡その他の政令で定めるものを

除く。以下この項及び次項において同じ。）若しくは決済又は限定相続等（贈与、相続（限定

承認に係るものに限る。）又は遺贈（包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。）をいう。

以下この項及び次項において同じ。）による移転をした場合において、当該譲渡に係る譲渡価

額若しくは当該限定相続等の時における当該有価証券等の価額に相当する金額又は当該決済に

よつて生じた利益の額若しくは損失の額若しくは当該限定相続等の時に当該未決済信用取引等

を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益の額若しくは損失の額

に相当する金額（次条第八項において「限定相続等時みなし信用取引等損益額」という。）若

しくは当該限定相続等の時に当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令

で定めるところにより算出した利益の額若しくは損失の額に相当する金額（次条第八項におい

て「限定相続等時みなしデリバティブ取引損益額」という。）が次に掲げる場合に該当すると

きにおける当該個人の当該国外転出の日の属する年分の所得税に係る第一項から第三項までの

規定の適用については、第一項中「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」
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とあるのは「当該有価証券等の第八項に規定する譲渡に係る譲渡価額又は限定相続等の時にお

ける当該有価証券等の価額に相当する金額」と、第二項中「次の各号に掲げる場合の区分に応

じ当該各号に定める金額の利益の額又は損失の額」とあるのは「第八項に規定する決済によつ

て生じた利益の額若しくは損失の額又は限定相続等時みなし信用取引等損益額」と、第三項中

「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額の利益の額又は損失の額」とある

のは「第八項に規定する決済によつて生じた利益の額若しくは損失の額又は限定相続等時みな

しデリバティブ取引損益額」とすることができる。 

一 当該有価証券等の譲渡に係る譲渡価額又は限定相続等の時における当該有価証券等の価額

に相当する金額が当該国外転出の時における第一項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号

に定める価額に相当する金額（当該国外転出の時後に当該有価証券等を発行した法人の合併、

分割その他の政令で定める事由が生じた場合には、当該金額を基礎として政令で定めるとこ

ろにより計算した金額。第十項第一号において同じ。）を下回るとき。 

二 当該未決済信用取引等の決済によつて生じた利益の額に相当する金額又は限定相続等時み

なし信用取引等利益額（当該限定相続等の時に当該未決済信用取引等を決済したものとみな

して財務省令で定めるところにより算出した利益の額に相当する金額をいう。次条第八項第

二号において同じ。）が、国外転出時みなし信用取引等利益額（当該国外転出の時における

第二項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める利益の額に相当する金額をいう。第

四号並びに第十項第二号及び第四号において同じ。）を下回るとき。 

三 信用取引等損失額（当該未決済信用取引等の決済によつて生じた損失の額に相当する金額

又は限定相続等時みなし信用取引等損失額（当該限定相続等の時に当該未決済信用取引等を

決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した損失の額に相当する金額を

いう。次条第八項第三号において同じ。）をいう。次号において同じ。）が、国外転出時み

なし信用取引等損失額（当該国外転出の時における第二項各号に掲げる場合の区分に応じ当

該各号に定める損失の額に相当する金額をいう。第十項第三号において同じ。）を上回ると

き。 

四 信用取引等損失額が生じた未決済信用取引等につき、国外転出時みなし信用取引等利益額

が生じていたとき。 

五 当該未決済デリバティブ取引の決済によつて生じた利益の額に相当する金額又は限定相続

等時みなしデリバティブ取引利益額（当該限定相続等の時に当該未決済デリバティブ取引を

決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益の額に相当する金額を

いう。次条第八項第五号において同じ。）が、国外転出時みなしデリバティブ取引利益額（当

該国外転出の時における第三項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める利益の額に

相当する金額をいう。第七号並びに第十項第五号及び第七号において同じ。）を下回るとき。 

六 デリバティブ取引損失額（当該未決済デリバティブ取引の決済によつて生じた損失の額に

相当する金額又は限定相続等時みなしデリバティブ取引損失額（当該限定相続等の時に当該

未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した

損失の額に相当する金額をいう。次条第八項第六号において同じ。）をいう。次号において

同じ。）が、国外転出時みなしデリバティブ取引損失額（当該国外転出の時における第三項

各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める損失の額に相当する金額をいう。第十項第

六号において同じ。）を上回るとき。 

七 デリバティブ取引損失額が生じた未決済デリバティブ取引につき、国外転出時みなしデリ

バティブ取引利益額が生じていたとき。 

９ 前項の規定は、国外転出の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用

を受けるべき個人でその国外転出の時までに国税通則法第百十七条第二項の規定による納税管

理人の届出をしているものが、同日の属する年分の所得税に係る確定申告期限までに、同日か

ら引き続き有している有価証券等又は決済していない未決済信用取引等若しくは未決済デリバ

ティブ取引に係る契約の譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転をした場合について準用

する。 

１０ 国外転出の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けた個

人で第百三十七条の二第一項の規定による納税の猶予を受けているもの（その相続人を含む。）
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が、同日から五年を経過する日（その者が同条第二項の規定により同条第一項の規定による納

税の猶予を受けている場合にあつては、十年を経過する日。以下この項において同じ。）にお

いてその国外転出の時から引き続き有している有価証券等又は決済していない未決済信用取引

等若しくは未決済デリバティブ取引が次に掲げる場合に該当するときにおける当該個人の当該

国外転出の日の属する年分の所得税に係る第一項から第三項までの規定の適用については、こ

れらの規定中「当該国外転出の時」とあり、「当該国外転出の予定日から起算して三月前の日

（同日後に取得をした有価証券等にあつては、当該取得時）」とあり、「当該国外転出の予定

日から起算して三月前の日（同日後に契約の締結をした未決済信用取引等にあつては、当該締

結の時）」とあり、及び「当該国外転出の予定日から起算して三月前の日（同日後に契約の締

結をした未決済デリバティブ取引にあつては、当該締結の時）」とあるのは、「当該国外転出

の日から五年を経過する日（その者が第百三十七条の二第二項（国外転出をする場合の譲渡所

得等の特例の適用がある場合の納税猶予）の規定により同条第一項の規定による納税の猶予を

受けている場合にあつては、十年を経過する日）」とすることができる。 

一 当該五年を経過する日における当該有価証券等の価額に相当する金額が当該国外転出の時

における第一項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める価額に相当する金額を下回

るとき。 

二 当該五年を経過する日に当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定め

るところにより算出した利益の額に相当する金額が、国外転出時みなし信用取引等利益額を

下回るとき。 

三 当該五年を経過する日に当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定め

るところにより算出した損失の額に相当する金額（次号において「五年経過日みなし信用取

引等損失額」という。）が、国外転出時みなし信用取引等損失額を上回るとき。 

四 当該五年経過日みなし信用取引等損失額が生じた未決済信用取引等につき、国外転出時み

なし信用取引等利益額が生じていたとき。 

五 当該五年を経過する日に当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令

で定めるところにより算出した利益の額に相当する金額が、国外転出時みなしデリバティブ

取引利益額を下回るとき。 

六 当該五年を経過する日に当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令

で定めるところにより算出した損失の額に相当する金額（次号において「五年経過日みなし

デリバティブ取引損失額」という。）が、国外転出時みなしデリバティブ取引損失額を上回

るとき。 

七 当該五年経過日みなしデリバティブ取引損失額が生じた未決済デリバティブ取引につき、

国外転出時みなしデリバティブ取引利益額が生じていたとき。 

１１ 第六項から前項までの規定の適用については、個人が国外転出の時後に次に掲げる事由によ

り取得した有価証券等は、その者が引き続き所有していたものとみなす。 

一 第一項の居住者が有する株式を発行した法人の行つた第五十七条の四第一項（株式交換等

に係る譲渡所得等の特例）に規定する株式交換又は同条第二項に規定する株式移転 

二 第一項の居住者が有する第五十七条の四第三項第一号に規定する取得請求権付株式、同項

第二号に規定する取得条項付株式、同項第三号に規定する全部取得条項付種類株式、同項第

四号に規定する新株予約権付社債、同項第五号に規定する取得条項付新株予約権又は同項第

六号に規定する取得条項付新株予約権が付された新株予約権付社債のこれらの号に定める請

求権の行使、取得事由の発生、取得決議又は行使 

三 前二号に掲げるもののほか、政令で定める事由 

１２ 第六項から前項までに規定するもののほか、第一項から第五項までの規定の適用に関し必要

な事項は、政令で定める。 

（平二七法九・追加、平二八法一五・一部改正） 

（贈与等により非居住者に資産が移転した場合の譲渡所得等の特例） 

第六十条の三 居住者の有する有価証券等が、贈与、相続又は遺贈（以下この条において「贈与等」

という。）により非居住者に移転した場合には、その居住者の事業所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額の計算については、別段の定めがあるものを除き、その贈与等の時に、そ
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の時における価額に相当する金額により、当該有価証券等の譲渡があつたものとみなす。 

２ 居住者が締結している未決済信用取引等に係る契約が、贈与等により非居住者に移転した場合

には、その居住者の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その贈与等の時に、

当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出した利益

の額又は損失の額に相当する金額が生じたものとみなす。 

３ 居住者が締結している未決済デリバティブ取引に係る契約が、贈与等により非居住者に移転し

た場合には、その居住者の事業所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その贈与等の

時に、当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより

算出した利益の額又は損失の額に相当する金額が生じたものとみなす。 

４ 贈与の日又は相続の開始の日（以下この条において「贈与等の日」という。）の属する年分の

所得税につき前三項（第八項（第十項において準用する場合を含む。第一号において同じ。）

又は第十一項の規定により適用する場合を含む。）の規定の適用を受けた居住者から有価証券

等又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた個人（そ

の相続人を含む。）が、当該有価証券等又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取

引に係る契約の譲渡（前条第四項に規定する譲渡をいう。第九項において同じ。）又は決済を

した場合における事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、次に

定めるところによる。ただし、当該贈与等の日の属する年分の所得税につき確定申告書の提出

及び決定がされていない場合における当該有価証券等、未決済信用取引等及び未決済デリバテ

ィブ取引、当該贈与等の日の属する年分の事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額

の計算上有価証券等の当該贈与等の時における価額に相当する金額又は未決済信用取引等若し

くは未決済デリバティブ取引の利益の額若しくは損失の額に相当する金額が総収入金額に算入

されていない当該有価証券等、未決済信用取引等及び未決済デリバティブ取引並びに第六項前

段（第七項の規定により適用する場合を含む。）の規定の適用があつた有価証券等、未決済信

用取引等及び未決済デリバティブ取引については、この限りでない。 

一 その有価証券等については、第一項の贈与等があつた時における当該有価証券等の価額に

相当する金額（第八項の規定により第一項の規定の適用を受けた場合には当該有価証券等の

第八項に規定する譲渡に係る譲渡価額又は限定相続等の時における当該有価証券等の価額に

相当する金額とし、第十一項の規定により第一項の規定の適用を受けた場合には第十一項に

規定する五年を経過する日における当該有価証券等の価額に相当する金額とする。）をもつ

て取得したものとみなす。 

二 その未決済信用取引等又は未決済デリバティブ取引の決済があつた場合には、当該決済に

よつて生じた利益の額若しくは損失の額（以下この号において「決済損益額」という。）か

ら当該未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る第二項若しくは前項に規定

する利益の額に相当する金額を減算し、又は当該決済損益額に当該未決済信用取引等若しく

は未決済デリバティブ取引に係る第二項若しくは前項に規定する損失の額に相当する金額を

加算するものとする。 

５ 前各項の規定は、贈与等の時に有している有価証券等並びに契約を締結している未決済信用取

引等及び未決済デリバティブ取引の当該贈与等の時における有価証券等の価額に相当する金額

並びに未決済信用取引等の第二項に規定する利益の額若しくは損失の額に相当する金額及び未

決済デリバティブ取引の第三項に規定する利益の額若しくは損失の額に相当する金額の合計額

が一億円未満である居住者又は当該贈与等の日前十年以内に国内に住所若しくは居所を有して

いた期間として政令で定める期間の合計が五年以下である居住者については、適用しない。 

６ 贈与等の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けるべき居

住者から、当該贈与等により非居住者である受贈者、相続人又は受遺者に移転した有価証券等

又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約のうち、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定めるものについては、第一項から第三項までの居住者の当該年

分の事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算上これらの規定により行われた

ものとみなされた有価証券等の譲渡、未決済信用取引等の決済及び未決済デリバティブ取引の

決済の全てがなかつたものとすることができる。この場合においては、前条第六項ただし書の

規定を準用する。 
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一 当該非居住者である受贈者又は同一の被相続人から相続若しくは遺贈により財産を取得し

た全ての非居住者（以下この号において「受贈者等」という。）が、当該贈与等の日から五

年を経過する日までに帰国をした場合 当該受贈者等が当該帰国の時まで引き続き有してい

る有価証券等又は決済していない未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引 

二 当該贈与等に係る非居住者である受贈者、相続人又は受遺者が、当該贈与等の日から五年

を経過する日までに当該贈与等により移転を受けた有価証券等又は未決済信用取引等若しく

は未決済デリバティブ取引に係る契約を贈与により居住者に移転した場合 当該贈与による

移転があつた有価証券等、未決済信用取引等又は未決済デリバティブ取引 

三 当該贈与等の日から五年を経過する日までに当該贈与等に係る非居住者である受贈者、相

続人又は受遺者が死亡したことにより、当該贈与等により移転を受けた有価証券等又は未決

済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の相続（限定承認に係るものを除

く。以下この号において同じ。）又は遺贈（包括遺贈のうち限定承認に係るものを除く。以

下この号において同じ。）による移転があつた場合において、次に掲げる場合に該当するこ

ととなつたとき 当該相続又は遺贈による移転があつた有価証券等、未決済信用取引等又は

未決済デリバティブ取引 

イ 当該贈与等の日から五年を経過する日までに、当該相続又は遺贈により有価証券等又は

未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた相続人及び

受遺者である個人（当該個人から相続又は遺贈により当該有価証券等又は未決済信用取引

等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた個人を含む。ロにおいて同

じ。）の全てが居住者となつた場合 

ロ 当該非居住者について生じた第百五十一条の六第一項（遺産分割等があつた場合の修正

申告の特例）に規定する遺産分割等の事由により、当該相続又は遺贈により有価証券等又

は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の移転を受けた相続人及

び受遺者である個人に非居住者（当該贈与等の日から五年を経過する日までに帰国をした

者を除く。）が含まれないこととなつた場合 

７ 贈与の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けた個人（次項

において「適用贈与者」という。）で第百三十七条の三第三項（贈与等により非居住者に資産

が移転した場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税猶予）の規定により同条第一項の

規定による納税の猶予を受けているもの又は相続の開始の日の属する年分の所得税につき第一

項から第三項までの規定の適用を受けた個人（次項及び第十一項において「適用被相続人等」

という。）でその者の相続人が同条第三項の規定により同条第二項の規定による納税の猶予を

受けているものに係る前項の規定の適用については、同項中「五年」とあるのは、「十年」と

する。 

８ 適用贈与者で第百三十七条の三第一項（同条第三項の規定により適用する場合を含む。次項に

おいて同じ。）の規定による納税の猶予を受けているもの（次項及び第十一項において「猶予

適用贈与者」という。）の受贈者又は適用被相続人等の相続人で同条第二項（同条第三項の規

定により適用する場合を含む。次項において同じ。）の規定による納税の猶予を受けているも

の（第十一項及び第十二項において「猶予適用相続人」という。）が、その納税の猶予に係る

基準日（同条第一項に規定する贈与満了基準日又は同条第二項に規定する相続等満了基準日を

いう。次項において同じ。）までに、その贈与等により非居住者に移転があつた有価証券等又

は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の譲渡（前条第八項に規定す

る譲渡をいう。以下この項及び第十項において同じ。）若しくは決済又は前条第八項に規定す

る限定相続等（以下この項から第十項までにおいて「限定相続等」という。）による移転をし

た場合において、当該譲渡に係る譲渡価額若しくは当該限定相続等の時における当該有価証券

等の価額に相当する金額又は当該決済によつて生じた利益の額若しくは損失の額若しくは当該

限定相続等に係る限定相続等時みなし信用取引等損益額若しくは限定相続等時みなしデリバテ

ィブ取引損益額が次に掲げる場合に該当するときにおける当該適用贈与者又は適用被相続人等

の当該贈与等の日の属する年分の所得税に係る第一項から第三項までの規定の適用については、

第一項中「その時における価額に相当する金額」とあるのは「当該有価証券等の第八項に規定

する譲渡に係る譲渡価額又は限定相続等の時における当該有価証券等の価額に相当する金額」
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と、第二項中「当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定めるところによ

り算出した利益の額又は損失の額に相当する金額」とあるのは「第八項に規定する決済によつ

て生じた利益の額若しくは損失の額又は限定相続等時みなし信用取引等損益額」と、第三項中

「当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令で定めるところにより算出

した利益の額又は損失の額に相当する金額」とあるのは「第八項に規定する決済によつて生じ

た利益の額若しくは損失の額又は限定相続等時みなしデリバティブ取引損益額」とすることが

できる。 

一 当該有価証券等の譲渡に係る譲渡価額又は限定相続等の時における当該有価証券等の価額

に相当する金額が当該贈与等の時における当該有価証券等の価額に相当する金額（当該贈与

等の時後に前条第八項第一号に規定する事由が生じた場合には、当該金額を基礎として政令

で定めるところにより計算した金額。第十一項第一号において同じ。）を下回るとき。 

二 当該未決済信用取引等の決済によつて生じた利益の額に相当する金額又は限定相続等時み

なし信用取引等利益額が、贈与等時みなし信用取引等利益額（当該贈与等の時における第二

項に規定する利益の額に相当する金額をいう。第四号並びに第十一項第二号及び第四号にお

いて同じ。）を下回るとき。 

三 信用取引等損失額（当該未決済信用取引等の決済によつて生じた損失の額に相当する金額

又は限定相続等時みなし信用取引等損失額をいう。次号において同じ。）が、贈与等時みな

し信用取引等損失額（当該贈与等の時における第二項に規定する損失の額に相当する金額を

いう。第十一項第三号において同じ。）を上回るとき。 

四 信用取引等損失額が生じた未決済信用取引等につき、贈与等時みなし信用取引等利益額が

生じていたとき。 

五 当該未決済デリバティブ取引の決済によつて生じた利益の額に相当する金額又は限定相続

等時みなしデリバティブ取引利益額が、贈与等時みなしデリバティブ取引利益額（当該贈与

等の時における第三項に規定する利益の額に相当する金額をいう。第七号並びに第十一項第

五号及び第七号において同じ。）を下回るとき。 

六 デリバティブ取引損失額（当該未決済デリバティブ取引の決済によつて生じた損失の額に

相当する金額又は限定相続等時みなしデリバティブ取引損失額をいう。次号において同じ。）

が、贈与等時みなしデリバティブ取引損失額（当該贈与等の時における第三項に規定する損

失の額に相当する金額をいう。第十一項第六号において同じ。）を上回るとき。 

七 デリバティブ取引損失額が生じた未決済デリバティブ取引につき、贈与等時みなしデリバ

ティブ取引利益額が生じていたとき。 

９ 猶予適用贈与者から贈与により有価証券等又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティ

ブ取引に係る契約の移転を受けた非居住者で当該猶予適用贈与者（その相続人を含む。以下こ

の項において同じ。）からその贈与の日の属する年分の所得税につき第百三十七条の三第一項

又は第二項の規定による納税の猶予を受けている旨及び当該納税の猶予に係る基準日の通知を

受けたもの（その相続人を含む。）が、当該有価証券等又は未決済信用取引等若しくは未決済

デリバティブ取引に係る契約を、その贈与の日から当該納税の猶予に係る基準日までの間に、

譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転をした場合には、その者は、その譲渡若しくは決

済又は限定相続等の日（当該限定相続等に係る相続人にあつては、その相続の開始があつたこ

とを知つた日）から二月以内に、当該猶予適用贈与者に、当該有価証券等又は未決済信用取引

等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転

をした旨、その譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転をした有価証券等又は未決済信用

取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る契約の種類、銘柄及び数その他参考となるべき

事項を通知しなければならない。 

１０ 前二項の規定は、次の各号に掲げる者が、それぞれ当該各号に定める期限までに、その贈与

等により非居住者に移転があつた有価証券等又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティ

ブ取引に係る契約の譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転をした場合について準用する。

この場合において、前項中「猶予適用贈与者から」とあるのは「次項第一号に規定する個人か

ら」と、「受けた非居住者で当該猶予適用贈与者（その相続人を含む。以下この項において同

じ。）からその贈与の日の属する年分の所得税につき第百三十七条の三第一項又は第二項の規
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定による納税の猶予を受けている旨及び当該納税の猶予に係る基準日の通知を受けたもの」と

あるのは「受けた非居住者」と、「当該納税の猶予に係る基準日まで」とあるのは「同号に定

める期限まで」と、「当該猶予適用贈与者に」とあるのは「当該個人に」と読み替えるものと

する。 

一 贈与の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受けるべき個

人の受贈者 当該個人の同日の属する年分の所得税に係る確定申告期限 

二 相続の開始の日の属する年分の所得税につき第一項から第三項までの規定の適用を受ける

べき個人（当該譲渡若しくは決済又は限定相続等による移転の時において、当該個人から相

続又は遺贈により有価証券等又は未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引に係る

契約の移転を受けた非居住者の全てが政令で定めるところにより国税通則法第百十七条第二

項（納税管理人）の規定による納税管理人の届出をしている場合における当該個人に限る。）

の相続人 当該個人の同日の属する年分の所得税に係る確定申告期限 

１１ 猶予適用贈与者の受贈者又は猶予適用相続人が、その贈与等の日から五年を経過する日（当

該猶予適用贈与者又は猶予適用相続人が第百三十七条の三第三項の規定により同条第一項又は

第二項の規定による納税の猶予を受けている場合にあつては、十年を経過する日。以下この項

において同じ。）においてその贈与等の日から引き続き有している有価証券等又は決済してい

ない未決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引が次に掲げる場合に該当するときにお

ける当該猶予適用贈与者又は猶予適用相続人の適用被相続人等の当該贈与等の日の属する年分

の所得税に係る第一項から第三項までの規定の適用については、これらの規定中「その贈与等

の時」とあるのは、「当該贈与等の日から五年を経過する日（当該贈与等に係る第十一項に規

定する猶予適用贈与者又は猶予適用相続人が第百三十七条の三第三項（贈与等により非居住者

に資産が移転した場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税猶予）の規定により同条第

一項又は第二項の規定による納税の猶予を受けている場合にあつては、十年を経過する日）」

とすることができる。 

一 当該五年を経過する日における当該有価証券等の価額に相当する金額が当該贈与等の時に

おける当該有価証券等の価額に相当する金額を下回るとき。 

二 当該五年を経過する日に当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定め

るところにより算出した利益の額に相当する金額が、贈与等時みなし信用取引等利益額を下

回るとき。 

三 当該五年を経過する日に当該未決済信用取引等を決済したものとみなして財務省令で定め

るところにより算出した損失の額に相当する金額（次号において「五年経過日みなし信用取

引等損失額」という。）が、贈与等時みなし信用取引等損失額を上回るとき。 

四 当該五年経過日みなし信用取引等損失額が生じた未決済信用取引等につき、贈与等時みな

し信用取引等利益額が生じていたとき。 

五 当該五年を経過する日に当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令

で定めるところにより算出した利益の額に相当する金額が、贈与等時みなしデリバティブ取

引利益額を下回るとき。 

六 当該五年を経過する日に当該未決済デリバティブ取引を決済したものとみなして財務省令

で定めるところにより算出した損失の額に相当する金額（次号において「五年経過日みなし

デリバティブ取引損失額」という。）が、贈与等時みなしデリバティブ取引損失額を上回る

とき。 

七 当該五年経過日みなしデリバティブ取引損失額が生じた未決済デリバティブ取引につき、

贈与等時みなしデリバティブ取引利益額が生じていたとき。 

１２ 第六項から前項までの規定の適用については、これらの規定に規定する受贈者、相続人、受

遺者又は猶予適用相続人がこれらの規定に規定する贈与等の日後に前条第十一項各号に掲げる

事由により取得した有価証券等は、当該受贈者、相続人、受遺者又は猶予適用相続人が引き続

き所有していたものとみなす。 

１３ 第六項から前項までに規定するもののほか、第一項から第五項までの規定の適用に関し必要

な事項は、政令で定める。 

（平二七法九・追加、平二八法一五・一部改正） 
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（外国転出時課税の規定の適用を受けた場合の譲渡所得等の特例） 

第六十条の四 居住者が外国転出時課税の規定の適用を受けた有価証券等の第六十条の二第四項

（国外転出をする場合の譲渡所得等の特例）に規定する譲渡をした場合における事業所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その外国転出時課税の規定により課

される外国所得税（第九十五条第一項（外国税額控除）に規定する外国所得税をいう。次項及

び第三項において同じ。）の額の計算において当該有価証券等の譲渡をしたものとみなして当

該譲渡に係る所得の金額の計算上収入金額に算入することとされた金額をもつて、当該有価証

券等の取得に要した金額とする。 

２ 居住者が外国転出時課税の規定の適用を受けた未決済信用取引等又は未決済デリバティブ取

引の決済をした場合における事業所得の金額又は雑所得の金額の計算については、当該決済に

よつて生じた利益の額若しくは損失の額（以下この項において「決済損益額」という。）から

その外国転出時課税の規定により課される外国所得税の額の計算において当該未決済信用取引

等若しくは未決済デリバティブ取引の決済をしたものとみなして算出された利益の額に相当す

る金額を減算し、又は当該決済損益額に当該外国所得税の額の計算において当該決済をしたも

のとみなして算出された損失の額に相当する金額を加算する。 

３ 前二項に規定する外国転出時課税の規定とは、外国における第六十条の二第一項に規定する国

外転出に相当する事由その他政令で定める事由が生じた場合に同項から同条第三項までの規定

に相当する当該外国の法令の規定によりその有している有価証券等又は契約を締結している未

決済信用取引等若しくは未決済デリバティブ取引の譲渡又は決済があつたものとみなして外国

所得税を課することとされている場合における当該外国の法令の規定をいう。 

４ 第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平二七法九・追加） 

（昭和二十七年十二月三十一日以前に取得した資産の取得費等） 

第六十一条 山林所得の基因となる山林が昭和二十七年十二月三十一日以前から引き続き所有し

ていた山林である場合には、その山林に係る山林所得の金額の計算上控除する必要経費は、そ

の山林の昭和二十八年一月一日における価額として政令で定めるところにより計算した金額と

その山林につき同日以後に支出した管理費、伐採費その他その山林の育成又は譲渡に要した費

用の額との合計額とする。 

２ 譲渡所得の基因となる資産（次項及び第四項に規定する資産を除く。）が昭和二十七年十二月

三十一日以前から引き続き所有していた資産である場合には、その資産に係る譲渡所得の金額

の計算上控除する取得費は、その資産の昭和二十八年一月一日における価額として政令で定め

るところにより計算した金額（当該金額がその資産の取得に要した金額と同日前に支出した設

備費及び改良費の額との合計額に満たないことが証明された場合には、当該合計額）とその資

産につき同日以後に支出した設備費及び改良費の額との合計額とする。 

３ 譲渡所得の基因となる資産が昭和二十七年十二月三十一日以前から引き続き所有していた資

産で、第三十八条第二項（使用又は期間の経過により減価する資産の取得費）の規定に該当す

るものである場合には、その資産に係る譲渡所得の金額の計算上控除する取得費は、その資産

の昭和二十八年一月一日における価額として政令で定めるところにより計算した金額（当該金

額がその資産の取得に要した金額と同日前に支出した設備費及び改良費の額との合計額を基礎

として政令で定めるところにより計算した同日におけるその資産の価額に満たないことが証明

された場合には、当該価額）とその資産につき同日以後に支出した設備費及び改良費の額との

合計額から、その資産を同日において当該計算した金額をもつて取得したものとみなした場合

に計算される同項各号に掲げる金額の合計額を控除した金額とする。 

４ 有価証券につき譲渡所得の金額を計算する場合において、譲渡所得の金額の計算上控除する有

価証券の取得費の計算の基礎となる金額のうちに昭和二十七年十二月三十一日以前に取得した

有価証券の取得に要した金額が含まれているときは、その取得した有価証券の昭和二十八年一

月一日における価額として政令で定めるところにより計算した金額（当該金額がその有価証券

の取得に要した金額に満たないことが証明された場合には、その取得に要した金額）をもつて、

その取得した有価証券の取得に要した金額とする。 

（生活に通常必要でない資産の災害による損失） 
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第六十二条 居住者が、災害又は盗難若しくは横領により、生活に通常必要でない資産として政令

で定めるものについて受けた損失の金額（保険金、損害賠償金その他これらに類するものによ

り補てんされる部分の金額を除く。）は、政令で定めるところにより、その者のその損失を受

けた日の属する年分又はその翌年分の譲渡所得の金額の計算上控除すべき金額とみなす。 

２ 前項に規定する損失の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

第六款 事業を廃止した場合等の所得計算の特例 

（事業を廃止した場合の必要経費の特例） 

第六十三条 居住者が不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を廃止した後において、

当該事業に係る費用又は損失で当該事業を廃止しなかつたとしたならばその者のその年分以後

の各年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入さ

れるべき金額が生じた場合には、当該金額は、政令で定めるところにより、その者のその廃止

した日の属する年分（同日の属する年においてこれらの所得に係る総収入金額がなかつた場合

には、当該総収入金額があつた最近の年分）又はその前年分の不動産所得の金額、事業所得の

金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

（資産の譲渡代金が回収不能となつた場合等の所得計算の特例） 

第六十四条 その年分の各種所得の金額（事業所得の金額を除く。以下この項において同じ。）の

計算の基礎となる収入金額若しくは総収入金額（不動産所得又は山林所得を生ずべき事業から

生じたものを除く。以下この項において同じ。）の全部若しくは一部を回収することができな

いこととなつた場合又は政令で定める事由により当該収入金額若しくは総収入金額の全部若し

くは一部を返還すべきこととなつた場合には、政令で定めるところにより、当該各種所得の金

額の合計額のうち、その回収することができないこととなつた金額又は返還すべきこととなつ

た金額に対応する部分の金額は、当該各種所得の金額の計算上、なかつたものとみなす。 

２ 保証債務を履行するため資産（第三十三条第二項第一号（譲渡所得に含まれない所得）の規定

に該当するものを除く。）の譲渡（同条第一項に規定する政令で定める行為を含む。）があつ

た場合において、その履行に伴う求償権の全部又は一部を行使することができないこととなつ

たときは、その行使することができないこととなつた金額（不動産所得の金額、事業所得の金

額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入される金額を除く。）を前項に規定する回収す

ることができないこととなつた金額とみなして、同項の規定を適用する。 

３ 前項の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に同項の規定の適用を受ける旨の記載

があり、かつ、同項の譲渡をした資産の種類その他財務省令で定める事項を記載した書類の添

付がある場合に限り、適用する。 

（昭四九法一五・平一一法一六〇・平二三法一一四・一部改正） 

第七款 収入及び費用の帰属の時期の特例 

（リース譲渡に係る収入及び費用の帰属時期） 

第六十五条 居住者が、第六十七条の二第三項（リース取引に係る所得の金額の計算）に規定する

リース取引による同条第一項に規定するリース資産の引渡し（以下この条において「リース譲

渡」という。）を行つた場合において、そのリース譲渡に係る収入金額及び費用の額につき、

そのリース譲渡の日の属する年以後の各年において政令で定める延払基準の方法により経理し

たとき（当該リース譲渡につき次項の規定の適用を受ける場合を除く。）は、その経理した収

入金額及び費用の額は、当該各年分の事業所得の金額の計算上、総収入金額及び必要経費に算

入する。ただし、当該リース譲渡に係る収入金額及び費用の額につき、同日の属する年の翌年

以後のいずれかの年において当該延払基準の方法により経理しなかつた場合は、その経理しな

かつた年の翌年分以後の年分の事業所得の金額の計算については、この限りでない。 

２ 居住者がリース譲渡を行つた場合には、その対価の額を政令で定めるところにより利息に相当

する部分とそれ以外の部分とに区分した場合における当該リース譲渡の日の属する年以後の各

年の収入金額及び費用の額として政令で定める金額は、当該各年分の事業所得の金額の計算上、

総収入金額及び必要経費に算入する。 

３ 前項の規定は、リース譲渡の日の属する年分の確定申告書に同項に規定する収入金額及び費用

の額として政令で定める金額の総収入金額及び必要経費への算入に関する明細の記載がある場

合に限り、適用する。 
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４ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書の提出があつ

た場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、第二項の規定を適用することができる。 

５ 第一項の規定の適用を受けている居住者が死亡し、又は出国をする場合におけるリース譲渡に

係る収入金額及び費用の額の処理の特例その他同項又は第二項の規定の適用に関し必要な事項

は、政令で定める。 

（昭四二法二〇・一部改正、平一〇法二四・旧第六十六条繰上・一部改正、平一九法六・

平二〇法二三・平三〇法七・一部改正） 

（工事の請負に係る収入及び費用の帰属時期） 

第六十六条 居住者が、長期大規模工事（工事（製造及びソフトウエアの開発を含む。以下この条

において同じ。）のうち、その着手の日から当該工事に係る契約において定められている目的

物の引渡しの期日までの期間が一年以上であること、政令で定める大規模な工事であることそ

の他政令で定める要件に該当するものをいう。以下この条において同じ。）の請負をしたとき

は、その着手の日の属する年からその目的物の引渡しの日の属する年の前年までの各年分の事

業所得の金額の計算上、その長期大規模工事の請負に係る収入金額及び費用の額のうち、当該

各年分の収入金額及び費用の額として政令で定める工事進行基準の方法により計算した金額を、

総収入金額及び必要経費に算入する。 

２ 居住者が、工事（その着手の日の属する年（以下この項において「着工の年」という。）中に

その目的物の引渡しが行われないものに限るものとし、長期大規模工事に該当するものを除く。

以下この条において同じ。）の請負をした場合において、その工事の請負に係る収入金額及び

費用の額につき、着工の年からその工事の目的物の引渡しの日の属する年の前年までの各年に

おいて政令で定める工事進行基準の方法により経理したときは、その経理した収入金額及び費

用の額は、当該各年分の事業所得の金額の計算上、総収入金額及び必要経費に算入する。ただ

し、その工事の請負に係る収入金額及び費用の額につき、着工の年の翌年以後のいずれかの年

において当該工事進行基準の方法により経理しなかつた場合には、その経理しなかつた年の翌

年分以後の年分の事業所得の金額の計算については、この限りでない。 

３ 第一項又は前項の規定の適用を受ける居住者が死亡した場合における長期大規模工事又は工

事の請負に係る収入金額及び費用の額の処理の特例その他前二項の規定の適用に関し必要な事

項は、政令で定める。 

（昭四二法二〇・一部改正、平一〇法二四・旧第六十七条繰上・一部改正、平二〇法二

三・一部改正） 

（小規模事業者の収入及び費用の帰属時期） 

第六十七条 青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている居住者で不動産所得

又は事業所得を生ずべき業務を行なうもののうち小規模事業者として政令で定める要件に該当

するもののその年分の不動産所得の金額又は事業所得の金額（山林の伐採又は譲渡に係るもの

を除く。）の計算上総収入金額及び必要経費に算入すべき金額は、政令で定めるところにより、

その業務につきその年において収入した金額及び支出した費用の額とすることができる。 

（昭四二法二〇・追加、平一〇法二四・旧第六十七条の二繰上） 

第八款 リース取引 

（平一九法六・追加） 

（リース取引に係る所得の金額の計算） 

第六十七条の二 居住者がリース取引を行つた場合には、そのリース取引の目的となる資産（以下

この項において「リース資産」という。）の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資

産の売買があつたものとして、当該賃貸人又は賃借人である居住者の各年分の各種所得の金額

を計算する。 

２ 居住者が譲受人から譲渡人に対する賃貸（リース取引に該当するものに限る。）を条件に資産

の売買を行つた場合において、当該資産の種類、当該売買及び賃貸に至るまでの事情その他の

状況に照らし、これら一連の取引が実質的に金銭の貸借であると認められるときは、当該資産

の売買はなかつたものとし、かつ、当該譲受人から当該譲渡人に対する金銭の貸付けがあつた

ものとして、当該譲受人又は譲渡人である居住者の各年分の各種所得の金額を計算する。 
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３ 前二項に規定するリース取引とは、資産の賃貸借（所有権が移転しない土地の賃貸借その他の

政令で定めるものを除く。）で、次に掲げる要件に該当するものをいう。 

一 当該賃貸借に係る契約が、賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないもの

であること又はこれに準ずるものであること。 

二 当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的

に享受することができ、かつ、当該資産の使用に伴つて生ずる費用を実質的に負担すべきこ

ととされているものであること。 

４ 前項第二号の資産の使用に伴つて生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているかどう

かの判定その他前三項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一九法六・追加、平二〇法二三・一部改正） 

第九款 信託に係る所得の金額の計算 

（平一九法六・追加） 

第六十七条の三 居住者が法人課税信託（法人税法第二条第二十九号の二ロ（定義）に掲げる信託

に限る。）の第十三条第一項（信託財産に属する資産及び負債並びに信託財産に帰せられる収

益及び費用の帰属）に規定する受益者（同条第二項の規定により同条第一項に規定する受益者

とみなされる者を含むものとし、清算中における受益者を除く。）となつたことにより当該法

人課税信託が同号ロに掲げる信託に該当しないこととなつた場合（同号イ又はハに掲げる信託

に該当する場合を除く。）には、その受託法人（第六条の三（受託法人等に関するこの法律の

適用）に規定する受託法人をいう。）からその信託財産に属する資産及び負債をその該当しな

いこととなつた時の直前の帳簿価額を基礎として政令で定める金額により引継ぎを受けたもの

として、当該居住者の各年分の各種所得の金額を計算するものとする。 

２ 前項の居住者が同項の規定により資産及び負債の引継ぎを受けたものとされた場合における

その引継ぎにより生じた収益の額は、当該居住者のその引継ぎを受けた日の属する年分の各種

所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない。 

３ 信託（第十三条第一項ただし書に規定する集団投資信託、退職年金等信託又は法人課税信託を

除く。以下この条において同じ。）の委託者（居住者に限る。以下この項において同じ。）が

その有する資産を信託した場合において、当該信託の受益者等となる者（法人に限る。以下こ

の項において同じ。）が適正な対価を負担せずに受益者等となる者であるときは、当該資産を

信託した時において、当該信託の委託者から当該信託の受益者等となる者に対して贈与（当該

受益者等となる者が対価を負担している場合には、当該対価の額による譲渡）により当該信託

に関する権利に係る資産の移転が行われたものとして、当該信託の委託者の各年分の各種所得

の金額を計算するものとする。 

４ 信託に新たに受益者等が存するに至つた場合（前項及び第六項の規定の適用がある場合を除

く。）において、当該信託の新たな受益者等となる者（法人に限る。以下この項において同じ。）

が適正な対価を負担せずに受益者等となる者であり、かつ、当該信託の受益者等であつた者が

居住者であるときは、当該新たに受益者等が存するに至つた時において、当該信託の受益者等

であつた者から当該新たな受益者等となる者に対して贈与（当該受益者等となる者が対価を負

担している場合には、当該対価の額による譲渡）により当該信託に関する権利に係る資産の移

転が行われたものとして、当該信託の受益者等であつた者の各年分の各種所得の金額を計算す

るものとする。 

５ 信託の一部の受益者等が存しなくなつた場合において、既に当該信託の受益者等である者（法

人に限る。以下この項において同じ。）が適正な対価を負担せずに当該信託に関する権利につ

いて新たに利益を受ける者となる者であり、かつ、当該信託の一部の受益者等であつた者が居

住者であるときは、当該信託の一部の受益者等が存しなくなつた時において、当該信託の一部

の受益者等であつた者から当該利益を受ける者となる者に対して贈与（当該利益を受ける者と

なる者が対価を負担している場合には、当該対価の額による譲渡）により当該信託に関する権

利に係る資産の移転が行われたものとして、当該信託の一部の受益者等であつた者の各年分の

各種所得の金額を計算するものとする。 

６ 信託が終了した場合において、当該信託の残余財産の給付を受けるべき、又は帰属すべき者と

なる者（法人に限る。以下この項において同じ。）が適正な対価を負担せずに当該給付を受け
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るべき、又は帰属すべき者となる者であり、かつ、当該信託の終了の直前において受益者等で

あつた者が居住者であるときは、当該給付を受けるべき、又は帰属すべき者となつた時におい

て、当該受益者等であつた者から当該給付を受けるべき、又は帰属すべき者となる者に対して

贈与（当該給付を受けるべき、又は帰属すべき者となる者が対価を負担している場合には、当

該対価の額による譲渡）により当該信託の残余財産（当該信託の終了の直前においてその者が

当該信託の受益者等であつた場合には、当該受益者等として有していた当該信託に関する権利

に相当するものを除く。）の移転が行われたものとして、当該受益者等であつた者の各年分の

各種所得の金額を計算するものとする。 

７ 第三項から前項までに規定する受益者等とは、第十三条第一項に規定する受益者（同条第二項

の規定により同条第一項に規定する受益者とみなされる者を含む。）をいう。 

８ 第一項の規定による引継ぎにより生じた損失の額がある場合の所得の金額の計算、第三項に規

定する信託に関する権利が当該信託に関する権利の全部でない場合における同項の規定の適用

その他第一項から第六項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一九法六・追加） 

第十款 贈与等により取得した資産に係る利子所得等の金額の計算 

（平二三法八二・追加） 

第六十七条の四 居住者が第六十条第一項各号（贈与等により取得した資産の取得費等）に掲げる

事由により利子所得、配当所得、一時所得又は雑所得の基因となる資産を取得した場合におけ

る当該資産に係る利子所得の金額、配当所得の金額、一時所得の金額又は雑所得の金額の計算

については、別段の定めがあるものを除き、その者が引き続き当該資産を所有していたものと

みなして、この法律の規定を適用する。 

（平二三法八二・追加） 

第十一款 各種所得の範囲及びその金額の計算の細目 

（平一九法六・旧第八款繰下、平二三法八二・旧第十款繰下） 

（各種所得の範囲及びその金額の計算の細目） 

第六十八条 この節に定めるもののほか、各種所得の範囲及び各種所得の金額の計算に関し必要な

事項は、政令で定める。 

第三節 損益通算及び損失の繰越控除 

（損益通算） 

第六十九条 総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を計算する場合において、不動産所得の

金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額がある

ときは、政令で定める順序により、これを他の各種所得の金額から控除する。 

２ 前項の場合において、同項に規定する損失の金額のうちに第六十二条第一項（生活に通常必要

でない資産の災害による損失）に規定する資産に係る所得の金額（以下この項において「生活

に通常必要でない資産に係る所得の金額」という。）の計算上生じた損失の金額があるときは、

当該損失の金額のうち政令で定めるものは政令で定めるところにより他の生活に通常必要でな

い資産に係る所得の金額から控除するものとし、当該政令で定めるもの以外のもの及び当該控

除をしてもなお控除しきれないものは生じなかつたものとみなす。 

（昭四三法二一・一部改正） 

（純損失の繰越控除） 

第七十条 確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前三年内の各年（その年分の所得税につ

き青色申告書を提出している年に限る。）において生じた純損失の金額（この項の規定により

前年以前において控除されたもの及び第百四十二条第二項（純損失の繰戻しによる還付）の規

定により還付を受けるべき金額の計算の基礎となつたものを除く。）がある場合には、当該純

損失の金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、当該確定申告書に係る年分の総所

得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算上控除する。 

２ 確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前三年内の各年において生じた純損失の金額

（前項の規定の適用を受けるもの及び第百四十二条第二項の規定により還付を受けるべき金額

の計算の基礎となつたものを除く。）のうち、当該各年において生じた次に掲げる損失の金額

に係るもので政令で定めるものがあるときは、当該政令で定める純損失の金額に相当する金額
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は、政令で定めるところにより、当該申告書に係る年分の総所得金額、退職所得金額又は山林

所得金額の計算上控除する。 

一 変動所得の金額の計算上生じた損失の金額 

二 被災事業用資産の損失の金額 

３ 前項第二号に掲げる被災事業用資産の損失の金額とは、棚卸資産又は第五十一条第一項若しく

は第三項（資産損失の必要経費算入）に規定する資産の災害による損失の金額（その災害に関

連するやむを得ない支出で政令で定めるものの金額を含むものとし、保険金、損害賠償金その

他これらに類するものにより補填される部分の金額を除く。）で前項第一号に掲げる損失の金

額に該当しないものをいう。 

４ 第一項又は第二項の規定は、これらの規定に規定する居住者が純損失の金額が生じた年分の所

得税につき確定申告書を提出し、かつ、それぞれその後において連続して確定申告書を提出し

ている場合に限り、適用する。 

５ 第一項及び第二項の規定による控除は、純損失の繰越控除という。 

（昭四三法二一・平二三法一一四・一部改正） 

（雑損失の繰越控除） 

第七十一条 確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前三年内の各年において生じた雑損

失の金額（この項又は次条第一項の規定により前年以前において控除されたものを除く。）は、

政令で定めるところにより、当該申告書に係る年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額の計算上控除する。 

２ 前項の規定は、同項の居住者が雑損失の金額が生じた年分の所得税につき確定申告書を提出し、

かつ、その後において連続して確定申告書を提出している場合に限り、適用する。 

３ 第一項の規定による控除は、雑損失の繰越控除という。 

（平二三法一一四・一部改正） 

 

 

第七十二条以降 省略 
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○所得税法施行令（抜粋） 

（昭和四十年三月三十一日） 

（政令第九十六号） 

第一編 総則 

第一章 通則 

（定義） 

第一条 この政令において「国内」、「国外」、「居住者」、「非永住者」、「非居住者」、「内

国法人」、「外国法人」、「人格のない社団等」、「株主等」、「法人課税信託」、「恒久的施

設」、「公社債」、「預貯金」、「合同運用信託」、「貸付信託」、「投資信託」、「証券投資

信託」、「オープン型の証券投資信託」、「公社債投資信託」、「公社債等運用投資信託」、「公

募公社債等運用投資信託」、「特定目的信託」、「特定受益証券発行信託」、「棚卸資産」、「有

価証券」、「固定資産」、「減価償却資産」、「繰延資産」、「各種所得」、「各種所得の金額」、

「変動所得」、「臨時所得」、「純損失の金額」、「雑損失の金額」、「災害」、「障害者」、

「特別障害者」、「寡婦」、「寡夫」、「勤労学生」、「同一生計配偶者」、「控除対象配偶者」、

「源泉控除対象配偶者」、「扶養親族」、「控除対象扶養親族」、「特別農業所得者」、「予定

納税額」、「確定申告書」、「期限後申告書」、「修正申告書」、「青色申告書」、「更正請求

書」、「確定申告期限」、「出国」、「更正」、「決定」、「源泉徴収」、「附帯税」、「充当」

又は「還付加算金」とは、それぞれ所得税法（以下「法」という。）第二条第一項（定義）に規

定する国内、国外、居住者、非永住者、非居住者、内国法人、外国法人、人格のない社団等、株

主等、法人課税信託、恒久的施設、公社債、預貯金、合同運用信託、貸付信託、投資信託、証券

投資信託、オープン型の証券投資信託、公社債投資信託、公社債等運用投資信託、公募公社債等

運用投資信託、特定目的信託、特定受益証券発行信託、棚卸資産、有価証券、固定資産、減価償

却資産、繰延資産、各種所得、各種所得の金額、変動所得、臨時所得、純損失の金額、雑損失の

金額、災害、障害者、特別障害者、寡婦、寡夫、勤労学生、同一生計配偶者、控除対象配偶者、

源泉控除対象配偶者、扶養親族、控除対象扶養親族、特別農業所得者、予定納税額、確定申告書、

期限後申告書、修正申告書、青色申告書、更正請求書、確定申告期限、出国、更正、決定、源泉

徴収、附帯税、充当又は還付加算金をいう。 

２ この政令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、

一時所得又は雑所得 それぞれ法第二編第二章第二節第一款（所得の種類及び各種所得の金額）

に規定する利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲

渡所得、一時所得又は雑所得をいう。 

二 利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得の金額、

退職所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額、一時所得の金額又は雑所得の金額 それ

ぞれ法第二編第二章第二節第一款に規定する利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の

金額、事業所得の金額、給与所得の金額、退職所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額、

一時所得の金額又は雑所得の金額をいう。 

三 総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額 それぞれ法第二十二条第二項又は第三項（課

税標準）に規定する総所得金額又は退職所得金額若しくは山林所得金額をいう。 

四 雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地

震保険料控除、寄附金控除、障害者控除、寡婦（寡夫）控除、勤労学生控除、配偶者控除、配

偶者特別控除、扶養控除又は基礎控除 それぞれ法第二編第二章第四節（所得控除）に規定す

る雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地

震保険料控除、寄附金控除、障害者控除、寡婦（寡夫）控除、勤労学生控除、配偶者控除、配

偶者特別控除、扶養控除又は基礎控除をいう。 

五 課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額 それぞれ法第八十九条第二項（課

税総所得金額等の意義）に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額

をいう。 

六 予定納税基準額又は申告納税見積額 それぞれ法第百四条第一項（予定納税額の納付）に規

定する予定納税基準額又は法第百十一条第四項（申告納税見積額の意義）に規定する申告納税

見積額をいう。 
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３ この政令において、「相続人」には、包括受遺者を含むものとし、「被相続人」には、包括遺

贈者を含むものとする。 

（昭四二政一〇五・昭四二政二七〇・昭四三政九五・昭四六政七〇・昭五〇政五七・昭五

五政二五〇・昭五六政七一・昭六〇政一二四・昭六二政三二九・平一〇政二八〇・平一二

政四八二・平一六政一〇〇・平一八政一二四・平一九政八二・平二〇政一五五・平二二政

五〇・平二三政一九五・平二七政一四一・平二九政一〇五・一部改正） 

 

 

第一条の二～第九条 省略 

 

 

（障害者及び特別障害者の範囲） 

第十条 法第二条第一項第二十八号（障害者の意義）に規定する政令で定める者は、次に掲げる者

とする。 

一 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者又は児童相談所、知的障害者更

生相談所（知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第九条第六項（更生援護の実施

者）に規定する知的障害者更生相談所をいう。次項第一号及び第三十一条の二第十四号（障害

者等の範囲）において同じ。）、精神保健福祉センター（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和二十五年法律第百二十三号）第六条第一項（精神保健福祉センター）に規定する

精神保健福祉センターをいう。次項第一号において同じ。）若しくは精神保健指定医の判定に

より知的障害者とされた者 

二 前号に掲げる者のほか、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第四十五条第二項（精神

障害者保健福祉手帳の交付）の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

三 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十五条第四項（身体障害者手帳の

交付）の規定により交付を受けた身体障害者手帳に身体上の障害がある者として記載されてい

る者 

四 前三号に掲げる者のほか、戦傷病者特別援護法（昭和三十八年法律第百六十八号）第四条（戦

傷病者手帳の交付）の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者 

五 前二号に掲げる者のほか、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十

七号）第十一条第一項（認定）の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

六 前各号に掲げる者のほか、常に就床を要し、複雑な介護を要する者 

七 前各号に掲げる者のほか、精神又は身体に障害のある年齢六十五歳以上の者で、その障害の

程度が第一号又は第三号に掲げる者に準ずるものとして市町村長又は特別区の区長（社会福祉

法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所が老人福祉法（昭和三十八年

法律第百三十三号）第五条の四第二項各号（福祉の措置の実施者）に掲げる業務を行つている

場合には、当該福祉に関する事務所の長。次項第六号において「市町村長等」という。）の認

定を受けている者 

２ 法第二条第一項第二十九号に規定する政令で定める者は、次に掲げる者とする。 

一 前項第一号に掲げる者のうち、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者

又は児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは精神保健指定医の判

定により重度の知的障害者とされた者 

二 前項第二号に掲げる者のうち、同号の精神障害者保健福祉手帳に精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律施行令（昭和二十五年政令第百五十五号）第六条第三項（精神障害の状態）に

規定する障害等級が一級である者として記載されている者 

三 前項第三号に掲げる者のうち、同号の身体障害者手帳に身体上の障害の程度が一級又は二級

である者として記載されている者 

四 前項第四号に掲げる者のうち、同号の戦傷病者手帳に精神上又は身体上の障害の程度が恩給

法（大正十二年法律第四十八号）別表第一号表ノ二の特別項症から第三項症までである者とし

て記載されている者 

五 前項第五号又は第六号に掲げる者 

六 前項第七号に掲げる者のうち、その障害の程度が第一号又は第三号に掲げる者に準ずるもの
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として市町村長等の認定を受けている者 

（昭四一政七三・全改、昭四一政二五九・昭四二政一〇五・昭四三政九五・昭四五政一〇

五・昭四九政七五・昭五〇政五七・昭六三政八九・昭六三政三六二・平五政八五・平七政

二六・平七政二七八・平一〇政三七二・平一二政三七・平一二政三〇七・平一二政三三四・

平一三政二七四・平一三政三三三・平一三政三七五・平一四政一九七・平一八政一二四・

平一九政二三五・平二四政一〇〇・平二六政一三七・一部改正） 

 

 

第十一条以降 省略 


